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第１ 公文書公開制度の運用状況 

 

１ 公文書公開制度の運用状況（平成３０年度～令和４年度） 

 （１）公文書公開請求件数等の推移 

 （２）不服申立ての状況 

 

２ 令和４年度公文書公開制度の運用状況 

 （１）公文書公開請求及びその処理の状況 

  

３ 出資法人の情報公開 

 （１）出資法人の情報公開規程の整備状況 

 （２）出資法人の情報公開の運用状況 

 

第２ 個人情報保護制度の運用状況 

 

１ 個人情報保護制度の運用状況（平成３０年度～令和４年度） 

（１）請求件数等の推移 

（２）不服申立ての状況 

 

２ 令和４年度個人情報保護制度の運用状況 

（１）請求件数及びその処理の状況 

 

３ 個人情報取扱事務の開始届等の状況 

 

４ 出資法人の個人情報保護 

（１）出資法人の個人情報保護規程の整備状況 

（２）出資法人の個人情報開示の運用状況 

 

第３ 審査会・審議会の開催状況 

  

１ 審査会の開催状況 

 

２ 審議会の開催状況 

 

 

資料編 

 

１ 公文書公開請求の内容一覧表 

２ 個人情報開示請求等の内容一覧表 

３ 審査会の答申の骨子と概要（答申情第１３２号～第１５５号） 

４ 審査会の答申の骨子と概要（答申個第１１６号～第１２７号） 
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第１ 公文書公開制度の運用状況 

 

1 公文書公開制度の運用状況（平成３０年度～令和４年度） 

 

（１）公文書公開請求件数等の推移 

（単位：件） 

年 度 請 求 

処 理 の 状 況  

取下げ 
 

請求

拒否 
不存在 却下 対 象 公 文 書 

公 開 一部公開 非公開 

平成 30 年度 852 13,309 9,886 3,407 16 11 107 1 60 

令和元年度 854 12,031 7,153 4,818 60 8 123 0 89 

令和 2 年度 1,088 10,852 7,998 2,814 40 15 211 1 103 

令和 3 年度 1,104 12,794 7,441 5,341 12 15 145 3 90 

令和 4 年度 953 9,448 7,341 2,084 23 11 101 5 87 

合  計 4,851 58,434 39,819 18,464 151 60 687 10 429 

 

（２）不服申立ての状況 

（処理の状況は令和５年６月３０日現在） 

（単位：件） 

年 度 不服申立て 

 処 理 の 状 況 

取下げ 未処理 
認 容 一部認容 棄 却 却 下 計 

平成 30 年度 ３２ ３ － ７ １ １１ ２１    － 

令和元年度 ２２ １ ５ １０ － １６ ６    － 

令和 2 年度 ２９ ６ ３ １２ － ２１ ３  ２ 

令和 3 年度 ２１ ５ － ２ － ７ ２ － 

令和 4 年度 ３３ ３ ４ ５ ３ １５ １ １７ 

合 計 １３７ １８ １２ ３６ ４ ７０ ３３ １９ 

※令和４年度に公文書公開請求が行われ、その決定に対して不服申立てがあった件数は、令和５年６月 

３０日現在合計３０件です。 
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２ 令和４年度公文書公開制度の運用状況  

 

（１）公文書公開請求及びその処理の状況 

（単位：件） 

実施機関 請 求 

処 理 の 状 況 

取下げ 
 

請求

拒否 
不存在 却下 対 象 公 文 書 

 
公 開 一部公開 非 公 開 

市   長 796 8,453 6,673 1,757 23 11 82 5 50 

交通局長 19 190 123 67 0 0 2 0 6 

上下水道局長 64 289 277 12 0 0 0 0 17 

消防長 16 39 30 9 0 0 0 0 7 

教育委員会 44 379 213 166 0 0 10 0 6 

その他 14 98 25 73 0 0 7 0 1 

合 計 953 9,448 7,341 2,084 23 11 101 5 87 

 

３ 出資法人の情報公開 

 

（１）出資法人の情報公開規程の整備状況  

（単位：法人） 

出資法人の種別 

 令和５年４月１日現在で 

 条例の情報公開に関する責務規定 

 の適用を受ける出資法人数 

  令和５年４月１日現在で 

  規程のある出資法人数 

100％出資法人 ７ ７ 

100％未満 50％以上

出資法人 
５ ５ 

50％未満 25％以上

出資法人 
５ ５ 

合   計 １７ １７ 

    

 

 

（２）出資法人の情報公開の運用状況 

 

請求件数 公文書数 公開 一部公開 非公開 請求拒否 不存在 取下げ 

１０ １６ １４ ２ ０ ０ ６ ０ 

 

   ※令和５年４月１日時点の出資法人（１７団体）を対象とした件数です。 

   ※不服申立てがなされたものはありません。 
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第２ 個人情報保護制度の運用状況 

 

１ 個人情報保護制度の運用状況（平成３０年度～令和４年度） 

 

（１）請求件数等の推移 

 

ア 個人情報開示請求 

（単位：件） 

年 度 請 求 

処 理 の 状 況  

取下げ 
 

請求 

拒否 
不存在 却下 

対象個人情報 開 示 一部開示 非開示 

平成 30 年度 ２１１ ５２６ ３９５ １１１ ２０ １ １１ ０ ３ 

令和元年度 ３１３ ９２１ ５２５ ３９２ ４ ２ １７ ０ １３ 

令和 2 年度 ２６６ １，１９５ ９５０ ２１９ ２６ ０ ４５ ３ ２ 

令和 3 年度 ２４２ ６０４ ３９７ ２０６ １ ０ １１ ２ ７ 

令和 4 年度 １８４ ５２０ ４０２ １１７ １ ０ １６ ３ ６ 

合  計 １，２１６ ３，７６６ ２，６６９ １，０４５ ５２ ３ １００ ８ ３１ 

 

 

  イ 個人情報訂正請求 

（単位：件） 

年 度 請 求 

処 理 の 状 況 

取 下 げ  
却 下 

対象個人情報 訂 正 非 訂 正 

平成 30 年度 １ １ ０ １ ０ ０ 

令和元年度 １ ２ １ １ ０ ０ 

令和 2 年度 ４ ５ ３ ２ ０ ０ 

令和 4 年度 １  １ ０ １ ０ ０ 

合  計 ７ ９ ４ ５ ０ ０ 

 ※請求のあった年度のみ記載しています。 
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ウ 個人情報利用停止請求 

（単位：件） 

年 度 請 求 

処 理 の 状 況 

取 下 げ 
 

却 下 
対象個人情報 利 用 停 止 非利用停止 

平成 30 年度 １４ ８ ０ ８ ６ ０ 

令和元年度 ３ ３ ０ ３ ０ ０ 

令和 2 年度 ２ ２ ０ ２ ０ ０ 

合  計 １９ １３ ０ １３ ６ ０ 

 ※請求のあった年度のみ記載しています。 

 

 

（２）不服申立ての状況 

（処理の状況は令和５年６月３０日現在） 

（単位：件） 

年 度 不服申立て 

 処 理 の 状 況 

取下げ 未処理 
認 容 一部認容 棄 却 却 下 計 

平成 30 年度 ５ － １ １ ２ ４ １ － 

令和元年度 ２３ １ ３ １８ １ ２３ － － 

令和 2 年度 ４７ ３ １ ３３ － ３７ １ ２ 

令和 3 年度 １５ １ － １ － ２ － ２ 

令和 4 年度 ３０ １ － － ８ ９ １ ２０ 

合 計 １２０ ６ ５ ５３ １１ ７５ ３ ２４ 

※令和４年度に個人情報開示請求が行われ、その決定に対して不服申立てがあった件数は、令和５年６月 

３０日現在合計２８件です。 
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２ 令和４年度個人情報保護制度の運用状況                                 

（１）請求件数及びその処理の状況 

 

  ア 個人情報開示請求 

（単位：件） 

実施機関 請 求 

処 理 の 状 況 

取下げ  
請求 

拒否 
不存在 却下 

対象個人情報 開 示 一部開示 非 開 示 

市   長 93 316 248 67 1 0 13 3 6 

交通局長 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

上下水道局長 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

消防長 9 43 7 36 0 0 0 0 0 

教育委員会 82 161 147 14 0 0 3 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 184 520 402 117 1 0 16 3 6 

 

 

  イ 個人情報訂正請求 

（単位：件） 

実 施 機 関 請 求 

処 理 の 状 況 

取 下 げ  

却 下 
対象個人情報 訂 正 非 訂 正 

合  計 １ １ ０ １ ０ ０ 

 

 

  ウ 個人情報利用停止請求 

（単位：件） 

実 施 機 関 請 求 

処 理 の 状 況 

取 下 げ  

却 下 
対象個人情報 利 用 停 止 非 利 用 停 止 

合  計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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３ 個人情報取扱事務の開始届等の状況 

（処理の状況は令和５年４月１日現在） 

(単位：件) 

実施機関 開 始 届 変 更 届 廃 止 届 取扱事務数 

市 長 ３７ １２ ４９ １，７９７ 

（共 通） ０ ０ ０ １５ 

（環境政策局） ３ ０ ６ １３１ 

（行財政局） ３ ２ ０ １１６ 

（総合企画局） ４ ０ １４ ９１ 

（文化市民局） ４ ０ ４ １５２ 

（産業観光局） ５ ３ ６ １５７ 

（保健福祉局） ２ ３ ０ ３１５ 

（子ども若者はぐくみ局） ４ ３ １ １７７ 

（都市計画局） ２ １ ０ ２０８ 

（建設局） ２ ０ ９ １３６ 

（会計室） ０ ０ ０ ５ 

（区役所共通） ０ ０ ０ １５７ 

（特定の区役所） ８ ０ ９ １３７ 

交 通 局 長 １ ０ ０ ５５ 

上下水道局長   １ ２ ８ １０２ 

消 防 長 １ ０ １ １９０ 

教 育 委 員 会 ２ ２ ６ １６８ 

選挙管理委員会 ０ ０ ０ ３９ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ １０ 

監 査 委 員 ０ ０ ０ １１ 

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ ２０ 

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ ６ 

市     会 ０ ０ ０ ５３ 

地方独立行政法人 

京都市立病院機構 
１ １ ０ ７０ 

公立大学法人 

京都市立芸術大学 
０ ３ ０ ２３ 

地方独立行政法人 

京都市産業技術研究所 
２ ０ １ ２７ 

合    計 ４５ ２０ ６５ ２，５７１ 
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４ 出資法人の個人情報保護 

 

（１）出資法人の個人情報保護規程の整備状況                                 

（単位：法人） 

出資法人の種別 

 令和４年４月１日現在で 

 条例の個人情報保護に関する責務

規定の適用を受ける出資法人数 

  令和４年４月１日現在で 

  規程のある出資法人数 

100％出資法人 ７ ７ 

100％未満 50％以上

出資法人 
５ ５ 

50％未満 25％以上

出資法人 
５ ５ 

合   計 １７ １７ 

 

 

（２）出資法人の個人情報開示の運用状況 

 

請求件数 対象個人情報 開示 一部開示 非開示 請求拒否 不存在 取下げ 

２ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ０ 

 

    ※令和５年４月１日時点の出資法人（１７団体）を対象とした件数です。 

 

 

 

第３ 審査会・審議会の開催状況 

 

１ 審査会の開催状況 

  30 年度 令和元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

第１部会 １０回 １０回 ９回 ９回 ９回 

第２部会 １０回 ８回 ８回 ９回 ９回 

 

２ 審議会の開催状況 

 

30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和3年度 令和4年度 

４回 ４回 ５回 ４回 ４回 
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公文書公開制度の運用状況の概要 

 

１ 公文書公開請求の内容の推移（令和３年度、令和４年度）           単位：件 

請 求 の 内 容 令和３年度 令和４年度 増 減 

1 税務関係情報      ２ １ －１  

2 財務・契約事務関係情報 
  （うち金入り設計書） 

３１８ 
（１３７） 

３６０ 
（１０１） 

＋４２ 
 （－３６） 

3 市民生活関係情報 １２２ ４９ －７３ 

4 産業・経済関係情報 ２５ ９ －１６ 

5 公害・環境関係情報 １６ ８ －８ 

6 保健福祉関係情報 ９７ ４５ －５２ 

7 まちづくり関係情報 ４０１ ３５０ －５１ 

8 防災関係情報 ２２ ６ －１６ 

9 交通・運輸関係情報 １３ １０ －３ 

10 文化関係情報 ２ １１ ＋９ 

11 教育関係情報 １６ １９ ＋３ 

12 その他行政一般関係情報   ７０ ８５ ＋１２ 

合    計 １，１０４ ９５３ －１５１ 

                                      （括弧内は内数） 
 

２ 令和４年度の公文書公開請求の概要 

（１）非公開等の状況（主なもの） 

 ア 全部非公開となった案件 

○ 公募型プロポーザルに関する企画提案書（受付番号 170） 

○ 固定資産税土地課税台帳、同家屋税台帳（受付番号 500） 

○ 保護者等からの苦情対応記録（受付番号 611） 

 

 イ 請求拒否となった案件 

    ○ 特定の企業に係る現場確認状況、指導状況等と解消見込みに関する文書（受付番号 107） 

○ 特定個人が行った要請書に基づき調査に係る一切の文書（受付番号 295） 

○ 特定個人が行った内部通報に関し調査した文書（受付番号 658） 

   

ウ 却下となった案件 

    ○ 個別支援計画書等のうち「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」等の記載があるもの（受付番号

604,638,815,816） 

 

  （３）不服申立てがなされた案件（主なもの） 

○ 特定個人が行った要請書に基づき調査に係る一切の文書（受付番号 295） 

○ 個別支援計画書等のうち「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」等の記載があるもの（受付番号

604,638,815,816） 

参考資料 



 
 
 
 
 
 

１ 公文書公開請求の内容一覧表 
 
 

（令和４年度） 
 
 
 
 
 

（注）１ 「請求年月日」欄の「（郵）」は、公文書公開請求が郵送により行われたものです。 
２ 「備考」欄の丸数字は、非公開又は一部公開の理由として、情報公開条例第７条の

何号に該当するとしたのかを示したものです。 
   ３ 「備考」欄の「（延）」は、情報公開条例第１１条第１項の期間を同条第２項の規定

により延長したものです。また、「（特延）」は、条例第１２条の規定により特例として

延長したものです。 

４ 網掛け（  ）は、不服申立てがなされたものです。 
５ 伏字（＊＊）は、プライバシー等に配慮すべき事項として処理したものです。 
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
1 4.4.1 金入り設計書 公開 4 上下水

品目別産地別取扱高(貝類)(平成29年1月～令和4
年1月)

公開 1

・ｱｻﾘ産地別取扱高(令和4年2月、3月分)
・ｱｻﾘ取扱高(令和4年1月21日～2月14日)

不存在

3 4.4.4
〇地籍図
〇境界明示の手引

公開 2 行財

建築計画概要書 公開 135
同上 一部公開 14 ①
同上 一部公開 1 ②④

5 4.4.4 金入り設計書 公開 5 上下水

6 4.4.4
関係業者等対応届(平成28年度～令和3年度のう
ち全額相手負担分のみ)

公開 873 行財 (延)

7 4.4.4 市有財産境界明示図 公開 1 建設
8 4.4.4 国有土地境界確定図 公開 1 建設

9 郵 4.4.4
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽの公募選定結果について(令和
4年4月から9月開所分)
醍醐支所の選定に係る過程や点数等

子若 取下げ

土地買収一件　西九条屠場拡張 一部公開 1 行財 ①②④(延)

工場竣成並清算報告書綴　授産場、屠場、伝染
病院、火葬場、文化事業諸費

一部公開 1 都計 ①②④

屠場に関する重要書類 一部公開 1 産観 ①④

11 4.4.5
○市有財産境界明示図
○道路境界明示図
○土地境界明示図

公開 3 建設

12 4.4.5 市有財産境界明示図 一部公開 2 産観 ①④
13 4.4.5 国有土地境界確定図 公開 1 建設
14 4.4.7 金入り設計書 公開 2 建設

15 4.4.7 平安講社　時代祭関係費収入支出予算書 公開 2 産観

金入り設計書 公開 4
同上 公開 13

16-2 郵 4.4.7 同上 公開 27 建設
16-3 郵 4.4.7 同上 公開 1 環境
17 郵 4.4.7 同上 公開 15 交通
18 郵 4.4.7 同上 公開 145 上下水 (延)
19 4.4.8 宅地造成工事図面及び水理計算書 一部公開 1 建設 ①②④
20 4.4.8 金入り設計書 公開 7 上下水
21 郵 4.4.8 同上 公開 上下水
22 郵 4.4.8 同上 公開 1 上下水

23 4.4.8
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図
○土地境界明示図

公開 6 建設

24 4.4.8

・**及び**団地の工事完了審査・現地調査をし
ていないとすることが適切であるとする根拠
・合同の現地調査をした結果がわかる文書を作
成していないとすることが適切であるとする根
拠
・当該2団地の構造計算書の構造計算適合性の確
認をしていないとすることが適切であるとする
根拠

不存在 都計

25 郵 4.4.11
○救助工作車Ⅱ型ぎ装4図面①～③
○化学消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車Ⅱ型外観5面図
○同上(ﾎｰｽｶｰ組立図)

一部公開 5 消防 ②

26 郵 4.4.11 全国有志医師の会から送付された資料 一部公開 2 保福 ①②
27 4.4.11 国有土地境界確定図 公開 2 建設

10 郵 4.4.4

産観

4 4.4.4 都計

4.4.12

都計16-1 4.4.7郵
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

28 4.4.11
議題172号京都市区の所管区域条例の一部を改正
する条例制定について

公開 1 文市

29 4.4.11 出火原因認定書 一部公開 1 消防 ①⑥

30 4.4.11

平成27年度～平成31年度(令和元年)度の地域優
良賃貸住宅家賃減額補助金交付変更決定通知書
の旧特定優良賃貸住宅分　別紙1、地域優良賃貸
住宅家賃減額補助金実績報告集計表

公開 1 都計

31 4.4.12

○第72・73回美観風致専門小委員会の議事録に
ついて
○第70回京都市美観風致審議会の議事録及び答
申について

一部公開 3 都計 ⑤⑥

32 4.4.12 国有土地境界確定図 公開 1 建設

33 4.4.12
平成26年度下半期～平成31年度(令和元年度)の
地域優良賃貸住宅家賃減額交付変更決定通知書
の別紙1　市ﾌﾗｯﾄ関連補助金実績報告集計表

公開 1 都計

34 4.4.13 金入り設計書 公開 6 上下水
35 4.4.13 金入り設計書 公開 5 上下水
36 4.4.13 地所件数取調書 一部公開 5 行財 ①④
37 4.4.14 国有土地境界確定図 公開 1 建設

○支出命令書
○支出証明書
○領収書
○資金前渡出納簿

公開 4

庁内ﾒｰﾙ(京都府知事市長表敬に関するもの) 一部公開 4 ①⑥

･京都市長が京都府知事に手交した花束を購入す
るに至った経緯、購入目的、購入により得られ
る効果、購入の意思決定過程、本件花束の手交
先に知事を選定した理由が分かる一切の文書及
び電磁的記録
･本件花束を知事に手交した理由、目的及び本市
における意思決定過程が分かる一切の文書及び
電磁的記録

不存在

38-2 郵 4.4.14 庁内ﾒｰﾙ(京都府知事市長表敬に関するもの) 一部公開 1 行財 ①⑥

39 4.4.15

京都市西京極総合運動公園北川区域、京都市体
育館、京都市民ｽﾎﾟｰﾂ会館、京都市京北運動公園
の年次報告書(令和元年度分、令和2年度分)及び
前回公募時の事業計画書(提案書)

文市 取下げ

建築計画概要書 公開 179
同上 一部公開 11 ①
同上 一部公開 3 ②④
同上 一部公開 1 ①②④

41 4.4.15
新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ接種後の副反応疑い報告書(電磁的
記録)

公開 1 保福

42 4.4.15
○疾病などの認定に係る審査結果
○健康被害調査委員会議事録

一部公開 7 保福 ①⑤⑥

業務完了報告書 公開 3
○同上
○委託契約書

一部公開 11 ②④⑥

撤去重点区域地図 非公開 1 ⑥
43-2 4.4.15 委託契約書 一部公開 1 行財 ②④
44 4.4.15 金入り設計書 公開 2 上下水
45 4.4.15 金入り設計書 公開 1 上下水
46 4.4.15 国有土地境界確定図 公開 1 建設

建設

都計4.4.15

38-1 郵 4.4.14 総企

40

43-1 4.4.15
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

47 郵 4.4.15
令和4年度「ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ申請窓口の開設等に係
る企画・運営業務に関する受託事務業者ﾌﾟﾛﾎﾟｰ
ｻﾞﾙ」における受託候補者が提出した企画提案書

一部公開 1 文市 ②

48-1 4.4.19 金入り設計書 公開 4 建設
48-2 4.4.19 同上 公開 1 教育
49-1 4.4.19 同上 公開 1 都計
49-2 4.1.19 同上 公開 2 建設
50 4.4.19 同上 公開 2 上下水

令和4年度産業観光局予算概要書 公開 1

有害鳥獣対策協議会がある場合はその予算書
電気柵、メッシュ柵の購入に使用する予算の内
訳が分かる書類
狩猟商品購入に使用する予算の内訳が分かる書
類

不存在

旅館業許可施設一覧(令和4年2月末時点) 一部公開 1 ①②(延)
(請求内容のうち、理容所、美容所、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ店) 取下げ

53 4.4.19
○京都市長選に関する選挙運動費用収支報告書
○京都市長選に関する公費負担に係る請求書及
び振込依頼書

一部公開 2 選管 ①②④

54 4.4.19 地所件数取調書 一部公開 11 行財 ①④

55 4.4.20

○京都・ｷｴﾌ姉妹都市提携50周年記念ｲﾍﾞﾝﾄ~新た
な50周年へ向けて、日本からｳｸﾗｲﾅへ祈りを込め
て~
○上記の後援名義の使用許可について

一部公開 2 総企 ①

ﾛｰﾑｼｱﾀｰ京都に設置する喫煙設備の取扱いに係る
覚書の更新について

公開 1

○寄付受納について(京都ｺﾝｻｰﾄﾎｰﾙ喫煙設備)
○同上(ﾛｰﾑｼｱﾀｰ京都喫煙設備)

一部公開 2 ②④

57 4.4.20 市長日程資料 一部公開 1 環境 ①②

58 4.4.20

○公文書の公開に関する照会書(令和4年3月23日
付)
○公文書の公開に関する意見書(令和4年4月6日
付)

一部公開 2 行財 ②⑤⑥

京都市公設喫煙場所の供用開始について(JR西大
路駅北側喫煙場所)

公開 1

○寄付受納事前協議確認票[JR西大路駅北側喫煙
場所]
○JR西大路駅北側(新改札口前ﾛｰﾀﾘｰｴﾘｱ)での喫
煙場所の新設に係る地元説明について
○喫煙場所の設置、管理運営等に関する覚書の
締結について(JR西大路駅北側喫煙場所)
○寄付受納について(JR西大路駅北側喫煙場所)
○公設喫煙場所設置に伴う道路占有許可申請書
の提出について(JR西大路駅北側喫煙場所)
○喫煙設備の取扱いに係る覚書別紙について

一部公開 6 ①②④⑥

60 4.4.20
(回答)都市公園における喫煙の対応について(北
九州市)

一部公開 1 建設 ⑥

61 4.4.20
喫煙者への禁煙外来受診勧奨等による健康管理
支援の推進について(通知)

公開 1 保福

62 4.4.20
(照会･回答)同性ﾊﾟｰﾄﾅｰの入居及び公住敷地内で
の喫煙制限について(北海道)

一部公開 1 都計 ⑥

63 4.4.20
○市長への手紙について(喫煙所について)
○ｺｰﾙｾﾝﾀｰへの問合せについて(井門明治安田生
命ﾋﾞﾙ裏の喫煙について)

一部公開 2 行財 ①②

産観

文市

保福52 郵 4.4.19

文市

4.4.2059

51 郵 4.4.19

56 4.4.20

　　（備考欄の略号）
　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘

4



受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

64 4.4.20
はたちを祝う記念式典ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾊﾞﾅｰ広告掲載
事業者の決定について(**株式会社**支社)

一部公開 1 子若 ①②

65 4.4.20 市長への手紙(教員の路上喫煙)について 一部公開 1 教育 ①

66 4.4.20
市長への手紙(松原中学校ﾌﾞﾛｯｸ塀工事警備員の
喫煙)について

公開 1 教育

67 4.4.20 消防学校中庭の喫煙について 公開 1 消防
68 4.4.21 金入り設計書 公開 2 上下水

69 郵 4.4.21
基地経営等許可申請に係る資料、申請書及び付
属資料

保福 取下げ

70-1 郵 4.4.22 令和4年度京都市市有債権回収業務委託契約書 一部公開 1 行財 ②④

70-2 郵 4.4.22

○令和4年度京都市母子父子寡婦福祉資金債権管
理回収等業務委託契約書
○京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金債権管理
回収等業務委託企画提案書

一部公開 2 子若 ②④

令和4年度京都市市営住宅退去者滞納家賃等収納
及び請求業務委託契約書

一部公開 1 ②④

京都市市営住宅退去者滞納家賃等請求及び収納
業務委託に関する仕様書

公開 1

71 郵 4.4.22

○損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表
○同上(弁護士協議後)
○同上(弁論準備手続結果)
○同上(次回弁論準備手続きへの対応)
○損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応
○(議員対応表)懲戒処分取消請求訴訟の判決結
果を踏まえた職員の再処分について

一部公開 6 行財 ⑥(延)

72 郵 4.4.22 自動車検査証 公開 46 交通
73 郵 4.4.22 実施設計委託 公開 1 上下水

処分等の概要書 公開 2
建築計画概要書 一部公開 1 ②④

75 4.4.27
京都市桃陵市営住宅団地再生事業における民間
導入可能性調査及び基本構想策定業務委託

都計 取下げ

76 4.4.27 地所件数取調書 公開 13 行財

77 4．4.27
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 8 建設

78 郵 4.5.2

○市道路線の廃止等の告示について
○市道路線の認定等、道路の区域変更等の告示
について
○道路の区域決定･供用開始及び区域変更･供用
開始･告示について
○道路の供用開始及び供用廃止･自転車歩行者専
用道指定等の告示について
○道路の区域変更･供用開始･告示について(八瀬
118号線)
○同上(上賀茂経138号線、松尾嵐山緯31号線、
松尾松室経10号線)
○同上(大原野101号線、大原野108号線)
○同上(皆山経6号線)

公開 8 建設

79 郵 4.5.2
･京都市ﾊﾞｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ行先表示器
･ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ注入用行先表示ﾃﾞｰﾀ

交通 取下げ

80 4.5.2 地所件数取調書 一部公開 11 行財 ①④
81 4.5.2 地所件数取調書 一部公開 12 行財 ①④
82 4.5.2 国有土地境界確定図 公開 1 建設

83 4.5.6
向島中学校建設工事及び旧向島中学校体育館耐
震改修工事の図面

公開 7 都計

土地売買契約書 公開 1

市有地の売却について 一部公開 1 ①②④

84-2 郵
行政財産の用途廃止及び売払いについて(左京区
大原野村町)

一部公開 1 産観 ①②④

郵84-1

4.5.6

70-3 郵 4.4.22 都計

行財

74 郵 4.4.26 都計
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
85 4.5.6 金入り設計書 公開 1 都計
86 4.5.9 同上 都計 取下げ
87 4.5.9 同上 公開 2 都計

処分説明書 公開 1

○処分説明書
○文書厳重注意文

一部公開 2 ①

89 4.5.9
令和3年11月25日から令和4年5月6日に行った懲
戒処分及びけん責処分の処分内容がわかる書類

消防 取下げ

令和4年3月2日付け懲戒処分に係る処分説明書 公開 1
令和3年11月25日から令和4年5月6日までに行っ
た懲戒処分に係る人事異動通知書、懲戒処分の
一覧表

一部公開 21 ①

91 4.5.9
職員の人事について(令和4年3月14日決定)のう
ち、けん責処分の内容が分かる書類

一部公開 3 上下水 ①

92 4.5.9 処分書 公開 2 教育
93 4.5.9 金入り設計書 公開 6 都計
94 4.5.9 道路の供用開始･告示について(桃山緯122号線) 公開 1 建設
95 4.5.9 金入り設計書 公開 1 上下水

建築計画概要書 公開 166
同上 一部公開 6 ①
同上 一部公開 9 ②④

97 4.5.10
京都市桃陵市営住宅団地再生事業における民間
活力導入可能性調査及び基本構想策定業務委託

都計 取下げ

98 4.5.11
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

99 4.5.11 金入り設計書 公開 2 都計
100 4.5.11 同上 公開 2 都計
101 郵 4.5.11 同上 公開 2 都計

認定路線調書 公開 1
認定外建設局財産の路線調書 不存在

103-1 郵 4.5.11 金入り設計書 公開 1 環境
103-2 郵 4.5.11 同上 公開 39 都計
103-3 郵 4.5.11 同上 公開 1 建設
104 4.5.12 国有土地境界確定図 公開 1 建設
105 4.5.13 国有土地境界確定図 公開 1 建設

106 4.5.13
京都市立八瀬小学校校舎等整備事業に伴う地質
調査業務委託報告書

一部公開 5 教育 ①②

107 郵 4.5.13

**に係る自転車の公道(上七軒通)上不法放置及
び展示自転車の公道(上七軒通)上不法はみ出し
についての現場確認状況･指導状況･取り締まり
状況等の対応内容と不法事態解消見込に関する
公文書一式

拒否 建設 ②⑥

108 郵 4.5.13 金入り設計書 公開 8 交通

109 4.5.13
京都市本庁舎改修工事及び新西庁舎(仮称)新築
工事ただし、電気設備工事

公開 1 行財

110 4.5.16 金入り設計書 公開 3 上下水

111 4.5.16
○国有土地境界確定図
○道路境界明示図

公開 2 建設

112 4.5.17 地所件数取調書 公開 7 行財
113 4.5.17 金入り設計書 公開 2 上下水
114 4.5.17 金入り設計書 公開 2 上下水
115 4.5.17 金入り設計書 公開 2 建設

116 4.5.17
○旧公図
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 3 建設

117 4.5.18 地所件数取調書 一部公開 11 行財 ①④
118 4.5.18 国有土地境界確定図 公開 2 建設
119 4.5.18 金入り設計書 公開 10 建設
120 4.5.19 国有土地境界確定図 公開 4 建設
121 4.5.19 旧公図 公開 1 行財

88

96

102

都計4.5.10

交通

4.5.11 建設

90 4.5.9

4.5.9 行財
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122 4.5.19

○都市計画法による開発行為の許可(昭和63年12
月6日付第1837号、平成4年2月21日付変第1227
号)に係る図面のうち、位置図及び造成計画平面
図
○都市計画法による開発行為の許可(平成21年10
月2日付第3791号、平成22年12月3日付変第1735
号)に係る図面のうち、位置図、造成計画平面図
並びに公共施設新旧対照図
○都市計画法による開発行為の許可(令和3円6月
25日付第4868号)に係る図面のうち、位置図、造
成計画図(1)、造成計画図(2)及び公共施設新旧
対照図

一部公開 3 都計 ②④

123 4.5.19 国有土地境界確定図 公開 2 建設
124 4.5.19 国有土地境界確定図 公開 1 建設
125 郵 4.5.20 1965年ﾊﾟﾘ市への石灯篭寄贈に係る資料一式 公開 1 総企
126 4.5.20 地所件数取調書 一部公開 5 行財 ①④
127 4.5.23 金入り設計書 公開 1 上下水
128 4.5.23 地所件数取調書 一部公開 3 行財 ①④

129 郵 4.5.23

2021年10月25日月曜日に行われた口頭意見陳述
において**かがやきｾﾝﾀｰ長が「診断結果に基づ
いていない記述がでたらめとは言えないと思い
ます。」と発言しているので、「操作的診断基
準(ICD and/or DSM)に基づいていない記述がで
たらめとは言えない」と判断出来る事由及び根
拠を示す公文書

不存在 保福

130 4.5.23

2009年度における京響運営特別会計のうち、
「2.事業活動支出/②管理費支出」の中の「委託
費支出」として支出されたもののうち、10万円
を超える支出について、支出に関する決定書等
支出件名、支出先、金額及び支出日が記載され
た書類

不存在 文市

131-1 4.5.24 市有財産境界明示図 公開 1 産観
131-2 4.5.24 国有土地境界確定図 公開 1 建設

建築計画概要書 公開 198
同上 一部公開 18 ①
同上 一部公開 3 ②④

○(支出負担)令和30基準年度に係る標準宅地等
の鑑定評価に関する業務の委託について(平成28
年10月11日決定)
○平成30基準年度標準宅地等の鑑定評価に関す
る業務委託の契約書、仕様書、実務実施計画
○同上(令和3基準年度)
○(支出命令)平成30基準年度に係る標準宅地等
の鑑定評価に関する業務の委託について(平成29
年4月6日決定)
○(支出負担)令和3基準年度評価替えに係る標準
宅地等の鑑定評価に関する業務の委託について
(令和元年9月2日決定)
○(支出命令)令和3基準年度評価替えに係る標準
宅地等の鑑定評価に関する業務の委託について
(令和2年4月3日決定)

一部公開 6 ②④

･平成30年11月26日、総務省から都道府県市町村
税担当課担当者宛に送信された「【参考】不動
産鑑定士協会に対する鑑定業務の依頼について
(総務省)」と題するﾒｰﾙに関し京都府から入手し
た書面等
･平成30年度固定資産標準宅地の評価替えに係る
平成28年度の鑑定評価等業務及び付随業務及び
令和3年度固定資産標準宅地の評価替えに係る令
和元年度の鑑定評価等業務及び付随業務に関す
るに関する完了報告書及び請求書

不存在

都計

133 行財

132 4.5.24

郵 4.5.24
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
134 4.5.24 国有土地境界確定図 公開 2 建設
135 4.5.24 地所件数取調書 公開 23 行財

136 4.5.25 市参事会議決書目録 公開 7 行財 (延)

137 4.5.24

○京都市京ｾﾗ美術館事業企画推進業務に係るﾌﾟﾛ
ﾎﾟｰｻﾞﾙによる業務受託者選定において、**から
令和3年2月10日付けで提出された書類
○京都市美術館ﾘﾆｭｰｱﾙ準備業務に係るﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
による業務受託者選定において、**から平成30
年6月20日付けで提出された書類

一部公開 2 文市 ①②④

138 4.5.26 金入り設計書 公開 3 上下水

○烏丸線10系車両(1･2次車)全面表示器
○烏丸線10系車両(3～6次車)前面･側面表示器
○烏丸線20系車両前面･側面表示器
○東西線50系車両全面表示器

公開 4

烏丸線10系車両(1･2次車)側面表示器及び東西線
50系車両側面表示器

不存在

140 郵 4.5.26 請求日現在京都市消防局が保有する車両一覧 消防 取下げ

141 郵 4.5.27
医事及び薬事施設台帳の内、全営業種別におい
て2022年5月24日までに営業許可決定した施設及
び営業届を収受した施設

保福 取下げ

142 郵 4.5.27
環境営業者台帳の内、全営業種別において2022
年5月24日までに営業許可決定した施設及び営業
届を収受した施設

保福 取下げ

143 郵 4.5.27
食品営業施設台帳の内、全営業種別において
2022年5月24日までに営業許可決定した施設及び
営業届を収受した施設

保福 取下げ

土地境界明示図 公開 1
市有財産境界明示図 一部公開 1 ①②④

145 郵 4.5.30 ｹｱ･ｻﾎﾟｰﾄｾｯﾄﾚﾝﾀﾙ業務提携契約書 一部公開 1 病院 ②④(延)

146 4.5.30
「京都市本庁舎改修工事及び新西庁舎(仮称)新
築工事ただし、電気設備工事」について(平成28
年9月30日決定)のうち工事内訳に係る部分

公開 1 行財

○(支出命令)京都市本庁舎改修工事及び新西庁
舎(仮称)新築工事ただし、電気設備工事に係る
完成払について
○漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉の積算根拠となる見積書(3社
分)

一部公開 4 ②④

147 4.5.30 地所件数取調書 一部公開 6 行財 ①④

漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉のﾃﾞｻﾞｲﾝに係る受託者等との協
議資料(令和2年4月21日、7月15日)

公開 2

○工事請負契約書(工事名:京都市本庁舎改修工
事及び新西庁舎(仮称)新築工事ただし、電気設
備工事)の当初契(平成29年5月20日付契約)及び
工事請負変更契約書(平成29年5月30日、平成29
年11月2日、平成30年3月28日、平成31年3月20
日、令和2年3月25日、令和3年6月1日)
○漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉に係る作業経過報告書(令和2
年4月30日、6月10日、9月2日、12月21日、令和3
年3月29日、5月24日)及び漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉に係
る使用機材搬入報告書(令和3年7月20日)
○京都市本庁舎改修工事及び新西庁舎(仮称)新
築工事ただし、電気設備工事　本庁舎EV-h2、3
号機漆扉打合せﾚｼﾞｭﾒ(令和元年10月9日、12月11
日、令和2年1月29日)
○(市長ﾋｱﾘﾝｸﾞ資料)本庁舎のしつらえ(漆塗りの
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉)について(令和2年3月30日)
○監督員通知書(平成29年5月30日)及び監督員変
更通知書(平成29年5月31日、平成30年4月23日、
令和2年4月17日、令和3年4月1日)

一部公開 23 ①②④

149 4.5.31 金入り設計書 公開 1 都計

交通

建設

139 4.5.26

148 4.5.30 行財

4.5.30144
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
国有土地境界確定図 公開 1
土地境界明示図 一部公開 1 ①②④

151 4.5.31 国有土地境界確定図 公開 1 建設

152 4.5.31
京都市庁舎のｴﾚﾍﾞｰﾀｰの扉の製作に際して京都市
と打ち合わせに際して作成した資料

不存在 産技研

○漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉のﾃﾞｻﾞｲﾝに係る受託者等との
協議資料(令和2年4月21日、7月15日)
○漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉の設置に係る京都市産業技術
研究所との協議資料(令和元年9月5日)

公開 3

○京都市本庁舎改修工事及び新西庁舎(仮称)新
築工事ただし、電気設備工事　本庁舎EV-h2,3号
機漆扉打合せﾚｼﾞｭﾒ(令和元年10月9日、12月11
日、令和2年1月29日)
○監督員通知書(平成29年5月30日)及び監督員変
更通知書(平成29年5月31日、平成30年4月23日、
令和2年4月17日、令和3年4月1日)

一部公開 8 ①②

･漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉設置の決定(平成28年9月30日)
以前において、漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉の設置を検討す
るに当たり作成された事前協議資料及び当該協
議資料に係る決定書
･漆塗りｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉の設置に当たり、**氏と京都
市が打合せにより作成した資料

不存在 1

154 4.5.31

**団地及び**団地の構造の安全を確認しない
で、当該2団地に対し、特定優良賃貸住宅の建設
及び管理に係る補助金を交付することが適切で
あるとする根拠法令規定

不存在 都計

155 郵 4.5.31

京都市内の公立小学校・幼稚園のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾄｯ
ﾌﾟ画面で「正しく知ろうﾜｸﾁﾝ接種~若い世代の皆
様へ~」という文字をｸﾘｯｸすると、京都市のｺﾛﾅﾜ
ｸﾁﾝ接種のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄが開き、京都府･京都市が合
同で作成された山中教授のﾒｯｾｰｼﾞ動画の中で
「発熱などの副反応が多くの人で起こります
が、数日で治ります」と発言しているが、この
発言の科学的根拠

不存在 保福

156 4.6.1
○昭和22年9月　単線化工事施工申請書
○狭軌木造単車書類1
○電車配属表　昭和30年1月16日から

非公開 交通 ⑥

157 4.6.1
京都市上京区総合庁舎整備事業に伴うｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉
漆塗り等業務委託請負見積書

一部公開 1 文市 ②④

158 郵 4.6.2 商調法一件(小売市場届書綴No.1～5) 一部公開 5 産観 ①②④(延)

159 4.6.2

○京都市まちの美化推進事業団第28回理事会
○同上(第29回)
○京都市まちの美化推進事業団令和2年度通常総
会
○同上(令和3年度)
○補欠役員の選任(案)及び入会会員の承認
(案)(京都市まちの美化推進事業団理事会)
○役員選任(案)(京都市まちの美化推進事業団臨
時総会)
○理事長、理事長代理、副理事長及び専任理事
の互選(案)(京都市まちの美化推進事業団)

一部公開 7 環境 ①④

160 4.6.2
「勤務時間中の喫煙禁止に関する調査について
(照会)」(平成30年12月27日付け起案)に係る照
会結果

公開 1 行財

150 4.5.31 建設

153 4.5.31 行財
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

161 郵 4.6.2

平成31年4月1日から令和5年3月31日までの期間
における京都市ｽﾎﾟｰﾂ施設の指定管理者募集にお
いて提出があった下記の指定管理区分及び応募
団体の提出書類
･京都市西京極総合運動公園北川区域(陸上競技
場兼競技場･補助競技場･野球場)、京都市体育
館、京都市市民スポーツ会館
･京都市西京極総合運動公園ﾌﾟｰﾙ施設(京都ｱｸｱﾘｰ
ﾅ)、西院公園
･京都市武道ｾﾝﾀｰ、岡崎公園
･京都市東山地域体育館、京都市下京地域体育
館、京都市吉祥院地域体育館、殿田公園、上鳥
羽公園
･京都市山科地域体育館、勧修寺公園、東野公園
･京都市桂川地域体育館、京都市久世地域体育
館、小畑川中央公園、牛ケ瀬公園
･吉祥院公園、下鳥羽公園
･伏見桃山城運動公園、京都市伏見北堀公園地域
体育館、伏見公園
･京都市右京地域体育館、京都市中京地域体育
館、朱雀公園

文市 取下げ

162 4.6.3 金入り設計書 公開 2 都計
163 4.6.3 金入り設計書 公開 2 上下水
164 4.6.3 金入り設計書 公開 15 建設
165 4.6.3 金入り設計書 都計 取下げ
166 4.6.3 国有土地境界確定図 公開 1 建設
167 4.6.7 国有土地境界確定図 公開 1 建設
168 4.6.7 国有土地境界確定図 公開 1 建設
169 4.6.7 国有土地境界確定図 公開 2 建設

「親子で学んで体験!京の地蔵盆事業」業務委託
に係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙに関する企画提案書(**
提出分)及び見積書(**及び**提出分)

一部公開 4 ①②④

「親子で学んで体験!京の地蔵盆事業」業務委託
に係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙに関する企画提案書(**
提出分)

非公開 ②

建築計画概要書 一部公開 1 ②④
同上 一部公開 12 ①
同上 公開 164

○令和3年度第1回、第2回、第4回～第7回、第9
回～第13回市高校長会次第
○令和4年度第1回～第4回市高校長会次第
○校長会　提案･報告事項一覧(R4年4月4日(月))
○同上(R4年4月13日(木))
○同上(R4年5月9日(月))
○同上(R4年6月6日(月))

公開 20

○令和3年度第3回及び第8回市高校長会次第 一部公開 2 ①②
･平成27年度及び平成28年度分の次第及び令和3
年度以前分の提案･報告事項一覧等

不存在

○係会議(令和4年4月18日(月))
○同上(令和4年5月11日(水))

公開 2

令和4年1月から3月分及び会議の記録及びこれに
類する文書等

不存在

174 4.6.8 土地境界明示図 一部公開 1 建設 ①④
175 4.6.9 第19番字正宗丈量反別取調帳 公開 9 行財

176 4.6.10
平成11年度～令和4年度における交通専門官の雇
用条件書、任用条件書、勤務条件通知書、求人
票、人材情報提供申込書

公開 29 交通

177 4.6.10
「建築基準法の道路について(伏見区小栗栖中山
田町75-6)」(平成16年4月14日決定)のうち道路
種別判定依頼書一式を除く決定書一式

一部公開 1 都計 ①②④

教育4.6.8

4.6.8

173 郵

都計

教育172 郵 4.6.8

171

170 4.6.7 文市
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
178 4.6.10 国有土地境界確定図 公開 3 都計

179 郵 4.6.13
令和3年度末までの、有害物質使用特定施設及び
有害物質貯蔵指定施設が設置されている場若し
くは事業場名等の一覧

環境 取下げ

180 4.6.13 金入り設計書 公開 1 都計
181 4.6.13 金入り設計書 公開 2 都計

182 4.6.13
令和3年度都市計画決定後生産緑地全筆ﾃﾞｰﾀ(町
名･地番･指定年月日)

公開 1 都計

183 4.6.13
地図訂正について(南区吉祥院観音堂町他1筆)決
定書(平成27年9月1日決定)のうち決定要旨のみ

公開 1 行財

184 4.6.15 地所間数取調書 一部公開 3 行財 ①④
185 4.6.15 土地境界明示図 公開 1 建設

186 4.6.15
○国有土地境界確定図
○市有財産(道路区域内)境界明示図

公開 3 建設

187 4.6.15 国有土地境界確定図 公開 1 建設

188 4.6.16
向島中学校建設工事及び旧向島中学校耐震改修
工事の図面

公開 2 都計

189 4.6.16
左京区錦林市営住宅K1棟の地盤情報が分かる資
料

不存在 都計

190 4.6.17 国有土地境界確定図 公開 1 建設

国有土地境界確定図 公開 4

市有財産境界明示図 一部公開 1 ①②④
192 4.6.17 国有土地境界確定図 公開 1 建設
193 4.6.17 地所間数取調書 公開 1 行財
194 4.6.17 地所間数取調書 公開 12 行財

195 郵 4.6.20

･食品営業台帳の全営業種別について、「営業者
名」「営業者所在地」「営業所名称」「営業所
所在地」「営業種別」「許可番号」「許可年月
日」が掲載された一覧表
･旅館業許可施設、公衆浴場、興行場営業、美容
所開設、理容所開設、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所、ｺｲﾝﾗﾝﾄﾞﾘｰの
それぞれについて、「営業者名」「営業者所在
地」「営業所名称」「営業所所在地」「営業種
別」「許可又は届出番号」「許可又は届出年月
日」が掲載された一覧表

保福 取下げ

建築計画概要書 一部公開 1 ②④
建築確認等受付ｶｰﾄﾞ 公開 1

197 郵 4.6.20 金入り設計書 公開 1 上下水

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉の蒔絵へのﾘｻｲｸﾙ金活用に関する決定
書

公開 1

○支給品受領書
○支給品返納書

一部公開 2 ①②④

･本庁舎ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ扉とびらのうるしぬり作業のた
めにﾘｻｲｸﾙ家電から回収した金の価格が分かる資
料
･**氏がごみ減量推進課に話した内容がわかる資
料

不存在

199 4.6.21 金入り設計書 公開 8 建設
200 4.6.21 同上 上下水 取下げ
201 4.6.21 同上 公開 1 上下水

○市有財産境界明示図
○土地境界明示図

公開 2

○国有土地境界確定図
○境界確定協議書

一部公開 5 ①④

203 4.6.22

○京都駅西部ｴﾘｱに関する来訪者ｱﾝｹｰﾄ調査報告
書(平成27年度～令和3年度分)
○京都駅西部ｴﾘｱに関する居住者ｱﾝｹｰﾄ調査報告
書(平成27年度～令和3年度分)及び別冊(各学区
の傾向(平成27年度～29年度、令和元年度分))

公開 3 総企

202 4.6.21 建設

建設

4.6.20

都計4.6.20

191 4.6.17

196

環境198

郵
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
204 4.6.23 地所間数取調書 一部公開 5 行財 ①④

建築計画概要書 公開 218
同上 一部公開 10 ①
同上 一部公開 1 ②④

206 郵 4.6.24

**は電子ﾒｰﾙにおいて記載している「審査請求等
の内容については一切応じません」という内容
は、行政不服審査法84条に違反しているに関わ
らず、そのような内容を電子ﾒｰﾙに記載している
事由及び根拠

不存在 保福

207 4.6.24

･受動喫煙防止対策について中央安全衛生委員会
における審議内容が分かる文書(令和2年度第2回
以降)
･健康管理医の職場巡視結果報告書及び改善報告
書(令和3年度、ただし保育園と都市計画局を除
く)

行財 取下げ

京都たばこ商業協同組合令和4年度通常総代会手
持資料

公開 1

○令和4年度通常総代会のみ開催のご案内
○業種別組合通常総代会における市長祝辞につ
いて(京都たばこ商業協同組合)
○業種別組合の総代会での組合員店舗表彰にお
ける京都市長賞の交付について(京都たばこ商業
協同組合)
○組合機関誌における市長の挨拶文の寄稿につ
いて(京都たばこ商業協同組合)添付文書回議票

一部公開 4 ①②④⑥

市長表敬訪問に係る文書 不存在

209 4.6.24
**との接触の際に作成･取得した文書(令和4年4
月20日以降のもの)

不存在 文市

210 4.6.24

○【供覧】「京都市受動喫煙防止対策相談･届出
専用窓口」への問合せ等について(令和2年3月
分)
○同上(令和2年2月分)、(12月分)、(11月分)、
(10月分)、(9月分)、(8月分)、（7月分）

一部公開 8 保福 ①②⑥

211 4.6.24 地所間数取調書 一部公開 11 行財 ①④
212-1 4.6.24 住宅地造成事業法認可 一部公開 1 都計 ②④
212-2 4.6.24 国有土地境界確定図 公開 1 建設
213 4.6.27 同上 公開 3 建設
214 4.6.27 土地境界明示図 公開 1 建設
215 郵 4.6.27 金入り設計書 公開 1 都計
216 4.6.28 地所間数取調書 一部公開 2 行財 ①④
217 4.6.28 国有土地境界確定図 公開 1 建設
218 4.6.28 同上 公開 1 建設
219 4.6.28 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④

220-1 郵 4.6.30 自動車保険証券等 公開 2 環境
220-2 郵 4.6.30 同上 公開 2 行財

同上 公開 15
同上 一部公開 1 ①⑥
同上 一部公開 1 ①
同上 公開 9
同上 一部公開 2 ①②
同上 公開 14
同上 一部公開 2 ⑥
同上 公開 7
同上 一部公開 2 ①②
同上 公開 1
同上 一部公開 2 ①②

220-8 郵 4.6.30 同上 公開 9 建設
220-9 郵 4.6.30 同上 公開 1 会計
220-10 郵 4.6.30 同上 公開 6 区役所
220-11 郵 4.6.30 同上 公開 2 区役所
220-12 郵 4.6.30 同上 公開 1 区役所

4.6.30

4.6.30

220-6 郵 4.6.30 子若

220-7 郵 4.6.30 都計

208

220-4 産観

保福

産観

郵

4.6.24

郵

都計4.6.23205

220-5

220-3 郵 4.6.30 文市
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
220-13 郵 4.6.30 同上 公開 2 区役所
221 郵 4.6.30 同上 公開 8 消防
222 郵 4.6.30 同上 公開 7 交通

同上 公開 5
同上 一部公開 1 ①②

同上 公開 21

同上 一部公開 12 ①②
同上 公開 9
同上 一部公開 46 ①②④

226 郵 4.6.30 同上 産技研 取下げ
227 郵 4.6.30 同上 一部公開 2 芸大 ①②
228 4.6.30 国有土地境界確定図 公開 1 建設
229 4.6.30 地所間数取調書 公開 2 行財

223 郵 4.6.30 上下水

教育4.6.30郵224

病院4.6.30郵225
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
230 4.7.1 旧公図 公開 1 建設
231 4.7.4 地所間数取調書 一部公開 5 行財 ①④

232 4.7.4
施設居住系の介護ｻｰﾋﾞｽ事業所を整備･運営する
事業候補者の公募(令和4年度第1回募集)に係る
事前協議書類一式(特定3社分)

一部公開 8 保福 ①②④

233 4.7.4 地所間数取調書 一部公開 3 行財 ①④
234 4.7.4 国有土地境界確定図 公開 4 建設

行財

総企
産観
都計

236 郵 4.7.5 金入り設計書 公開 5 上下水
公有財産の目的外使用、貸付等ﾏﾆｭｱﾙのChapter1 公開 1

行政財産を他の地方公共団体に使用させる場合
の実務のための判断の参考として使用している
図書等の該当部分の写し

不存在

○金入り設計書
○代価表
○共通費内訳書

公開 3

三社見積書 一部公開 3 ②⑥

239 4.7.5
施設居住系の介護ｻｰﾋﾞｽ事業所を整備･運営する
事業候補者の公募(令和4年度第1回募集)に係る
事前協議書類一式(特定3社分)

一部公開 5 保福 ①②④

240 4.7.5 金入り設計書 公開 1 上下水
241 4.7.5 土地境界明示図 公開 1 建設

242 4.7.6
**立ち入り調査の内容及び再調査の全て内容が
わかるもの

保福 取下げ

○小型家電及びﾘｻｲｸﾙ金の収支記録
○ﾘｻｲｸﾙ金活用記録

公開 2

使用済小型家電から抽出した金からの金箔作製
について

一部公開 1 ②④

課長が金の処分を決定できる権限が分かる規則 却下
244 4.7.7 支出負担行為書 公開 3 教育

建築計画概要書 公開 4

各種届出等 一部公開 4 ①②④

246 4.7.7 京都市都市計画局　第H30危険左第025号 拒否 都計 ①②

247 4.7.7 市有財産(道路区域内)境界明示図 公開 1 産観

248 4.7.7 国有土地境界確定図 公開 5 建設
建築計画概要書 公開 1
各種届出等 一部公開 1 ①②④

250 4.7.8 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④

251 4.7.8
令和4年6月1日～6月30日の期間に、保健所で新
たに営業許可を取得した事業所の一覧

保福 取下げ

252 郵 4.7.8 金入り設計書 上下水 取下げ

253 4.7.8
京都市地域優良賃貸住宅(特定優良賃貸住宅型)
整備基準

不存在 都計

254 4.7.11 旧公図 公開 1 建設

郵 4.7.4

4.7.6

･京都市において、職員がﾗｲﾝﾜｰｸｽ上でしたやり
取りが情報公開請求の対象となる行政文書に該
当すると判断している根拠又は理由が記載され
た文書(情報公開事務の手引を除く)
･2021年3月17日付読売新聞ｵﾝﾗｲﾝの「ﾁｬｯﾄは公文
書なのか?自治体で活用急拡大、ﾙｰﾙまちまち」
と題する記事にある、京都市が条例や規則に基
づき通信内容をﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸに記録するなどして一
定期間保存する運用をしていることについて詳
細が記載された文書

243

237 郵 4.7.5 行財

235

環境

不存在

249 郵 4.7.8 都計

238 郵 4.7.5 都計

245 郵 4.7.7 都計
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

255 4.7.12
母に対しての措置について記載のある文書全て
(令和3年10月～令和4年5月)

拒否 区役所 ①

土地境界明示図 公開 2
同上 一部公開 1 ①④
国有土地境界確定図 公開 1
土地境界明示図 一部公開 1 ①②④
建築計画概要書 公開 170
同上 一部公開 13 ①
同上 一部公開 2 ②④

259 4.7.12 金入り設計書 公開 1 都計
260 4.7.12 地所間数取調書 一部公開 12 行財 ①④
261 4.7.13 国有土地境界確定図 公開 1 建設

262 郵 4.7.14
大規模小売店舗立地法に基づく届出添付図面の
うち、「周辺見取図」及び「建物配置図」

公開 2 産観

263 4.7.14
京都市立向島中学校の測量図面のうち
地盤高図、横断位置図、横断面図

公開 3 都計

264 4.7.14
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図
○旧公図

公開 4 建設

265 4.7.14

公金支出金返還行為請求事件において、被告京
都市代理人弁護士が第9号事件の書面の主張に
「**団地及び**団地の共用廊下の有効幅員は市
特優賃基準第1条を満たしている」と主張するに
も関わらず、第12号事件の書面に「市特優賃基
準第1条は…本件各補助金の支出要件として建築
基準法例に適合することを固有の条件として定
めたものではなく…」とする主張が適切である
とする根拠法令規定としての京都市地域優良賃
貸住宅(特優賃型)整備基準

不存在 都計

266 4.7.15

都市計画法による開発行為の許可(昭和50年1月
21日付開発許可第1134号、昭和51年6月8日付変
更許可変第1039号)のうち、変更許可に係る造成
計画平面図

公開 1 都計

関連6号棟ﾄｲﾚ喫煙所の移設について(周知) 公開 1

○指定場所以外における喫煙に係る警告につい
て
○場内喫煙所の設置に係る**との覚書の締結に
ついて
○覚書
○覚書の締結に係るﾒｰﾙ
○場内指定喫煙所の移設に係る**との協議につ
いて(摘録)

一部公開 13 ①②④⑥

268 4.7.15
第18回京都さくらよさこいにおいて**が主催し
た「ひろえば街が好きになる運動」への名義後
援の申請、承認に係る文書

総企 取下げ

269 郵 4.7.19

食品衛生法に基づく営業許可施設台帳のうち、
令和4年6月30日時点の営業許可･届出登録施設一
覧及び令和3年12月1日から令和4年6月30日まで
の廃業施設一覧

保福 取下げ

270-1 郵 4.7.19 損害保険証券等 一部公開 1 文市 ①
270-2 郵 4.7.19 同上 公開 2 建設

同上 公開 1
同上 一部公開 1 ①②

272 郵 4.7.19 270-1と同一 交通 取下げ
273 郵 4.7.19 270-1と同一 上下水 取下げ

4.7.19 消防

267 4.7.15

257 4.7.12 建設

258 4.7.12 都計

256 4.7.12 建設

産観

271 郵
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
損害保険証券等 公開 6
同上 一部公開 5 ①②

275 4.7.19

住宅地造成事業法による許可(昭和42年3月10日
認可　認可番号第7号)に係る
○住宅地造成事業認可通知書
○道路及び排水計画平面図及び断面図

公開 3 都計

276 4.7.19

･平成20年4月1日以前に京都市特定優良賃貸住宅
供給促進制度実施要綱の規定により認定をうけ
た供給計画については、京都市特定優良賃貸住
宅制度実施要綱附則第3項により、当該要綱の規
程により認定をうけた供給計画とみなすとする
ことが適切であるとする根拠法令規定としての
京都市地域優良賃貸住宅(特優賃型)審査基準
･家賃減額補助金について、平成20年4月までは
京都市特定優良賃貸住宅供給促進制度実施要綱
及び京都市特定優良賃貸住宅補助金等交付要領
の適用を受け、平成20年4月以降は、京都市特定
優良賃貸住宅制度実施要綱及び京都市地域優良
賃貸住宅補助金等交付要綱の規定が適用される
とすることが適切であるとする根拠法令規定と
しての京都市地域優良賃貸住宅(特優賃型)審査
基準

不存在 都計

277 4.7.19 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④
278 4.7.20 地所間数取調書 一部公開 7 行財 ①④
279 4.7.20 市有財産(道路区域内)境界明示図 公開 3 建設

280 4.7.20
･**に係る墓地経営許可申請書一式
･**に係る毎年の墓地財務状況等報告書(墓地経
営許可から最新の年度のものまで)

不存在 保福

281 4.7.20 国有土地境界確定図 公開 1 建設

282 4.7.20
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
第10条第1項の規定に基づく届出(受付番号

公開 1 都計

823 4.7.21
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

284 4.7.21 金入り設計書 公開 7 建設
285 4.7.21 同上 公開 2 建設

286 郵 4.7.22
○高校教育担当役割分担(3/31～暫定版)
○同上(4/18～確定版)、(6/1～確定版)

公開 3 教育

287 郵 4.7.22
令和2年度、3年度及び4年度の高校教育担当に関
係するいわゆる「高担会」の会議で配布された
資料及びそれらの電磁的記録の一切

教育 取下げ

○第1回～第5回、第15回及び第16回高担会(配布
資料兼記録)

一部公開 7
①②⑤⑥
(延)

令和4年4月及び7月の高校教育担当に関係するい
わゆる「高担会」の会議に関する次の資料
･会議の次第及びこれに類する文書
･会議の記録及びこれに類する文書
･職員としてのﾒﾓ及びこれに類する文書
･音声ﾃﾞｰﾀ
･電磁的記録の一切

不存在

289 4.7.22 国有土地境界確定図 公開 2 建設
290 4.7.22 建築基準法令による処分等の概要書 公開 5 都計

○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 15

国有土地境界確定図 一部公開 1 ①④

292 4.7.26
京都市救護施設の整備及び運営事業者選定に係
る提出資料

一部公開 1 保福 ①②④(延)

293 4.7.26 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④

288

291 4.7.25

4.7.22郵

建設

274 郵 4.7.19 教育

教育
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
294 4.7.26 国有土地境界確定図 公開 1 建設

295 郵 4.7.26
**が2022年4月13日付けで出した要請書に基づく
西京区役所生活福祉課に対する調査に係る一切
の文書

拒否 行財 ①⑥

○公文書公開請求について(高校担当課長等の校
長会出席時の会議記録等)
○同上(高校校長会の会議資料･年間予定)
○同上(高校教育担当(行政職)係会議に関する公
文書等)
○公文書非公開決定についての審査請求に対す
る裁決書について

一部公開 4 ①

公文書公開請求について(高校校長会の会議の次
第等)

一部公開 1 ①②

297 郵 4.7.26

学校指導課高校教育担当の「係会議」に関する
公文書公開決定通知書により公開された公文書
に記載されている(4月係会議　案件)及び(5月係
会議　案件)のそれぞれの案件内容がわかる文書
並びにそれらの電磁的記録の一切

不存在 教育

298 郵 4.7.26

山科駅前地区第一種市街地再開発事業に関わる
以下の資料
･当時の住民に配布されたﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄなど
･都市計画の変更の原因がわかる資料
･当時の住民の方々との交渉、説明会の内容がわ
かる資料
･地域住民の方々が設立した「会」での会議録や
「会」との交渉記録など

建設 取下げ

299 4.7.28 地所間数取調書 一部公開 7 行財 ①④
300 4.7.28 土地境界明示図 公開 1 建設

○(支出命令)京一商西京同窓会館賃借料[平成26
年度前期分](ふれあいの杜西大路御池学習室他)
○同上［平成26年度後期分］、［平成27年度前
期分］、［平成27年度後期分］、［平成30年度
分］、［平成30年度前期分］、［平成30年度後
期分］
○(支出負担)京一商西京同窓会館賃借料(ふれあ
いの杜西大路御池学習室他)
○同上(支出負担)
○土地及び賃室賃貸借契約書(平成30年4月1日)

一部公開 11 ②④

誓約書 一部公開 1 ①②④

○(支出命令)京一商西京同窓会館　電気･水道料
平成26年度上半期分(4月～9月分)(ふれあいの杜
西大路御池学習室)
○同上(平成26年度下半期分)(10月～3月分)
○同上(平成27年度上半期分)(4月～9月分)
○同上(平成27年度下半期分)(10月～3月分)

一部公開 4 ①②④

○(支出命令)京一商西京同窓会館　電気･水道料
平成30年度上半期分(4月～9月分)(ふれあいの杜
西大路御池学習室)
○同上(平成30年度下半期分)(10月～3月分)
○同上(令和2年度上半期分)(4月～9月分)
○同上(令和2年度下半期分)(10月～3月分)
○土地及び賃室賃貸借契約書(令和2年4月1日)

一部公開 5 ②④

302 4.7.28
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

303 4.7.29 地所間数取調書 公開 14 行財
建築計画概要書 公開 155
同上 一部公開 17 ①
同上 一部公開 1 ①②④

教育296 郵 4.7.26

都計

301 郵 4.7.28 教育

304 4.7.29
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

305 4.7.29

○都市計画法による開発行為の許可(平成30年5
月11日付変第1981号)のうち、構造図①～④
○同上(平成30年9月25日付変第1988号)のうち、
造成計画平面図及び擁壁展開図

一部公開 2 都計 ①④

306 4.7.29 地所間数取調書 一部公開 9 行財 ①④
建築基準法令による処分等の概要書 公開 1
建築計画概要書 一部公開 1 ①②④

308 4.8.1

住宅地造成事業法による許可(昭和43年2月21日
認可　認可番号第17号)に係る
○住宅地造成事業認可通知書
○新公共施設求積図
○計画平面図

公開 3 都計

309 4.8.1 地所間数取調書 一部公開 7 行財 ①④
310 4.8.1 国有土地境界確定図 公開 1 建設

311 4.8.1
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 3 建設

312 4.8.1 地所間数取調書 公開 1 行財

○建築計画概要書
○建築基準法令による処分等の概要書

公開 6

各種届出等 一部公開 3 ①②④

○建築計画概要書
○建築基準法令による処分等の概要書

公開 2

･工事監理者変更届
･工事施工者変更届
･設計者変更届

不存在

315 4.8.1 金入り設計書 公開 2 都計

316 郵 4.8.1
○電話対応ﾒﾓ(令和4年6月29日)、(令和4年7月6
日他)
○【1年研修旅行費】出納簿(平成30年度)

公開 3 教育 (延)

○電話対応ﾒﾓ(令和4年6月27日)
○個人別集金台帳(平成30年度)、(平成31年度)
○【1年研修旅行費】出納簿(平成31年度)
○支払証明書･返金証明書(平成31年度)

一部公開 5 ①

電話対応ﾒﾓ(令和4年6月22日) 一部公開 1 ②
○通帳(代表口座)(2年学年費)、(3年学年費)、
(1年研修旅行費)、(2年研修旅行費)、(生徒会
費)

一部公開 6 ④

○回答書(3枚1綴り)、(5枚1綴り)
○【1年学年費】出納簿(平成30年度)、(平成31
年度)
○同上【2年学年費】、【3年学年費】
○【2年研修旅行費】出納簿(平成30年度)、(平
成31年度)
○【生徒会費】出納簿(平成30年度)、(平成31年
度)
○支払証明書･返金証明書(平成30年度)
○ﾙﾈｻﾝｽ基金出納簿(平成29年4月～令和元年7月)
○ｵｰｹｽﾄﾗ定期演奏会出納簿
○通帳(1年学年費)

一部公開 16 ①②④

本件に関係する同校PTA会費の預貯金口座の通帳
の写し

不存在

317 郵 4.8.2
京都市の運営する浄水場(蹴上、松ケ崎、新山
科)の制御･監視ｼｽﾃﾑの各ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業名と同ｼｽﾃﾑ
が導入された年(最新のｼｽﾃﾑに更新された年)

上下水 取下げ

318 4.8.2 金入り設計書 公開 1 建設
319 4.8.2 国有土地境界確定図 公開 2 建設
320 4.8.2 国有土地境界確定図 公開 1 建設
321 4.8.2 国有土地境界確定図 公開 5 建設

都計4.7.29307

都計4.8.1郵313

314 都計4.8.1郵
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

322 4.8.3
開発登録簿第4138号記載の開発について、開発
区域が幹線道路へ至る道に関する協議内容並び
に道路図等の図面資料

都計 取下げ

323 4.8.3
大正14年度第五号線丸太町四条土地買収に関わ
る図面

不存在 建設

324 郵 4.8.3

京都市立京都堀川音楽高等学校事務長が、同校
PTAの会費等を私的流」していた件に関して、京
都市議会において京都市教育委員会は「監査もｸ
ﾘｱしていたので問題がないと思った」と弁明し
た。当該監査に関する①から⑤の項目を含む一
切の文書及びそれらの電磁的記録
①本件監査の概要(監査主体や監査の目的･趣旨
を含む)
②本件監査のすべての監査項目
③②の監査項目に本件PTA会費の監査が含まれて
いることがわかる文書
④本件監査の結果報告及び説明
⑤本件監査を受けて、同校が改善した点がわか
る文書

不存在 教育

令和4年3月2日付け懲戒処分に係る人事異動通知
書及び処分説明書

公開 1

市ﾊﾞｽ運転士による運賃着服事案について 一部公開 1 ①

326 4.8.3
たばこ商業組合等に対する補助金･啓発品につい
ての照会の取りまとめ結果について

公開 1 行財

327 4.8.3
京都たばこ商業協同組合の市長表敬訪問につい
て

公開 1 産観

328 4.8.3
苦情受付一覧(当課受け･ｺｰﾙｾﾝﾀｰ受け･市長への
手紙)(令和3年12月10日、令和3年12月17日～令
和4年8月3日通し番号757～882)

一部公開 1 文市 ①②⑥

「京都市受動喫煙防止対策相談･届出専用窓口」
運営及び通報対応業務に係る年次報告書(令和3
年4月から令和4年3月)

公開 1 (延)

○委託契約書(令和3年4月1日締結)
○(契約)令和3年度「京都市受動喫煙防止対策相
談･届出専用窓口」運営及び通報対応業務の委託
について
○委託契約書(令和3年4月1日締結)
○(契約)令和4年度「京都市受動喫煙防止対策相
談･届出専用窓口」運営及び通報対応業務の委託
について
○通報対応報告(令和3年度分)
○監視業務報告(令和3年度分)
○問合わせ一覧(令和3年度分)
○喫煙可能室設置施設届出書一覧(令和3年度分)

一部公開 8
①②④⑥
(延)

330 4.8.3
**が主催した「ひろえば街が好きになる運動」
への名義後援の申請、承認に係る文書

総企 取下げ

331 4.8.4 旧公図 公開 2 行財

332 4.8.4
○実測図
○明示書

一部公開 2 行財 ①④

333 4.8.5 国有土地境界確定図 公開 1 建設

334 郵 4.8.5

○道路区域変更･供用開始･告示について
○道路の供用開始･告示について
○市道路線の認定等、道路の区域変更等の告示
について
○市道路線の廃止等の告示について
○市道路線の認定等、道路の区域変更等の告示
について
○市道路線の廃止等の告示について

公開 6 建設

329 4.8.3 保福

交通4.8.3325
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
335 4.8.5 地所間数取調書 一部公開 6 行財 ①④
336 4.8.8. 同上 一部公開 15 行財 ①④
337 4.8.8. 国有土地境界確定図 公開 1 建設

338 郵 4.8.9
大規模小売店舗法に基づく届出について(「届出
書」、「広域見取図」、「周辺見取図」及び
「平面図･建物配置図」)

公開 2 産観

339-1 4.8.9 賠償責任保険証券等 一部公開 2 文市 ①②
同上 公開 2
自動車保険証券等 一部公開 2 ①②

340 4.8.10 第19回京都市路上喫煙等対策審議会音声ﾃﾞｰﾀ 公開 1 文市
341 4.8.10 金入り設計書 公開 2 都計
342 4.8.12 国有土地境界確定図 公開 2 建設

343 郵 4.8.12

･きょうと市民しんぶんの広告掲載業務におけ
る、直近3回分(3年分)の落札会社名、落札金
額、応札会社数、応札会社名、応札金額、落札
会社の見積金額、契約期間の分かるもの
･きょうと市民しんぶんの広告掲載に関する仕様
書及び広告掲載業務の入札に関する要綱(直近の
もの)
･京都市のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ広告掲載業務における、直近
3回分(3年分)の落札会社名、落札金額、応札会
社数、応札会社名、応札金額、落札会社の見積
金額、契約期間の分かるもの
･京都市のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ広告掲載に関する仕様書及び
広告掲載業務の入札に関する要綱

総企 取下げ

344 4.8.12 国有土地境界確定図 公開 2 建設

345 4.8.12
竣工図　飲料水兼用型耐水性貯水槽設置工事(近
畿郵政局)

一部公開 1 上下水 ②④

346 4.8.15

○「史跡名勝天然記念物現状変更終了届の提出
並びに進達方依頼について」のうち、添付図面
のみ
○清流園平面図
○清流園(和風庭園)
○清流園(洋風庭園)

公開 4 文市

347 4.8.15
梅小路公園(当初)竣工図面(公園全域と朱雀の
庭)

建設 取下げ

348 4.8.15
住宅地造成事業法による認可に係る計画及排水
平面図

公開 1 都計

建築計画概要書 公開 180
同上 一部公開 14 ①
同上 一部公開 1 ②④

350 4.8.17
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 3 建設

351 4.8.17
住宅室住宅政策課が保有する一般社団法人**の
定款及び社員名簿一覧

不存在 都計

352 4.8.18 国有土地境界確定図 公開 1 建設

353 4.8.18
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 3 建設

354 4.8.19 金入り設計書 公開 2 建設
355 4.8.19 地所間数取調書 一部公開 5 行財 ①④
356 4.8.19 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④

都計349

子若

4.8.17

339-2 4.8.9
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○新京極公園喫煙所移設に係る公園施設設置許
可申請及び使用料減免申請について
○新京極公園喫煙場所移設に係る公園区域の占
有許可及び使用料減免申請について
○市有財産使用承認について(新京極公園喫煙場
所壁面)
○新京極公園における喫煙場所の寄付について
(副申書)(令和4年7月5日付け)

公開 4

○仕様変更承認依頼書兼承認書(新京極公園喫煙
場所)の提出について
○寄付受納事前協議確認票「新京極公園喫煙場
所」
○寄付受納について(新京極公園喫煙場所)
○同上(喫煙設備(暖簾設置))
○喫煙設備に係る覚書の締結について(新京極公
園喫煙場所)
○喫煙設備の取扱いに係る覚書別紙について

一部公開 6 ①②④⑥

358 4.8.19
地域企業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝが保有する令和4年夏発行の京
煙だより(第148号)

不存在 産観

359 4.8.19 国有土地境界確定図 公開 1 建設
360 4.8.19 地所間数取調書 一部公開 3 行財 ①④
361 4.8.19 国有土地境界確定図 公開 2 建設

362 郵 4.8.22
○建築基準法令による処分等の概要書
○建築計画概要書

公開 2 都計

同上 公開 2
建築計画概要書 一部公開 1 ①④
○建築基準法令による処分等の概要書(建築物)
○同上(昇降機)
○建築計画概要書

公開 3

建築主等変更届 一部公開 1 ①④

365 4.8.22
ﾏｲﾎﾞﾄﾙ等で利用できる給水ｽﾎﾟｯﾄの拡大に関する
連携協定書

公開 1 環境

366 4.8.22 国有土地境界確定図 公開 1 建設
367 郵 4.8.23 金入り設計書 教育 取下げ
368 4.8.23 道路境界明示図 公開 1 建設

損害保険証券等 公開 15

同上 一部公開 3 ①②④

同上 公開 35

同上 一部公開 2 ①②⑥

同上 一部公開 1 ①

同上 公開 12

同上 一部公開 4 ①②

同上 公開 38

同上 一部公開 4 ①⑥

同上 公開 16

同上 一部公開 4 ①②

同上 公開 6

同上 一部公開 6 ①②

369-7 郵 4.8.24 同上 公開 12 建設

369-8 郵 4.8.24 同上 公開 2 会計
369-9 郵 4.8.24 同上 公開 14 区役所

369-10 郵 4.8.24 同上 公開 3 区役所

369-11 郵 4.8.24 同上 公開 2 区役所

370 郵 4.8.24 同上 公開 19 消防

371 郵 4.8.24 同上 公開 11 交通

文市4.8.24郵369－2

文市357 4.8.19

363 4.8.22

364 都計4.8.22郵

都計

行財4.8.24郵369－1

郵

産観4.8.24郵369-3

4.8.24郵369-4

子若

保福

4.8.24369-5 郵

4.8.24郵369-6 都計
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
同上 公開 20
同上 一部公開 1 ①②
同上 公開 37
同上 一部公開 27 ①②
同上 一部公開 4 ①②
同上 一部公開 4 ①②④
同上 一部公開 1 ②④

374 4.8.24 地所間数取調書 公開 3 行財
375 4.8.25 名勝円山公園平成29年全体平面図 公開 1 建設
376 郵 4.8.25 金入り設計書 公開 2 上下水

377 4.8.26
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図
○土地境界明示図

公開 5 建設

378 4.8.26 地所間数取調書 一部公開 2 行財 ①④
379 4.8.26 地所間数取調書 一部公開 14 行財 ①④
380 4.8.26 地所間数取調書 一部公開 9 行財 ①④

381 4.8.26
○総合評価方式評価調書
○総合評価落札方式(簡易型)落札者決定基準

公開 4 都計

382 郵 4.8.29

○京都市生活保護疑義解釈集
○生活保護返還徴収金債権管理ﾏﾆｭｱﾙ
○京都市生活保護医療扶助事務処理ﾏﾆｭｱﾙ
○生活保護法介護扶助事務処理ﾏﾆｭｱﾙ

公開 4 保福

383 郵 4.8.29 金入り設計書 建設 取下げ
384 郵 4.8.29 金入り設計書 公開 1 建設

385 4.8.30
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

386 4.8.30 国有土地境界確定図 公開 2 建設

387 4.8.30
関西日仏交流会館(新文化交流施設)の建設計画
一件

総企 取下げ

388 4.8.30
風致許可･許可番号513号　日仏文化協会(平成2
年)

都計 取下げ

委託仕様書　京都市立伏見工業高等学校敷地に
係る土壌調査業務

公開 1

京都市立伏見工業高等敷地に係る土壌調査業務
委託設計書

一部公開 1 ⑥

390 4.8.31 地所間数取調書 一部公開 8 行財 ①④
391 4.9.1 地籍調査票 公開 2 行財

建築確認等受付ｶｰﾄﾞ 公開 1
建築計画概要書 一部公開 1 ②④

393 4.9.2 地所間数取調書 一部公開 21 行財 ①④

394 4.9.2

○(平成30年7月13日供覧終了)受動喫煙防止に係
る協力依頼について
○同上(平成29年12月12日供覧終了)
○灰皿に関する受動喫煙防止対策について

一部公開 3 保福 ①⑥

395 4.9.2

健康長寿企画課が保有する京都市受動喫煙防止
対策相談･届出専用窓口の記録に、2019年7月1日
11時30分の京都市立横大路小学校教頭からの電
話による問い合わせ「別住所にある小学校のｸﾞﾗ
ｳﾝﾄﾞの入り口灰皿について」に対し、「敷地内
に設置された灰皿であれば、今回の改正法を根
拠に撤去可能→教育委員会から連絡してもらう
こになった。」と回答がなされたと記載されて
いるところ、教育委員会における問い合わせ･連
絡に係る記録

不存在 教育

396 4.9.2 地所間数取調書 一部公開 23 行財 ①④
397 4.9.2 金入り設計書 公開 2 都計

389 4.8.31 教育

4.9.1392 郵

372 上下水

都計

4.8.24郵

373 郵 4.8.24 教育
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
398 4.9.2 桂駅前ﾋﾞﾙ　平面図及び定期点検結果報告書 消防 取下げ

399-1 郵 4.9.5

○公益通報処理窓口への通報について(内部通報
No.2)
○公益通報処理窓口への通報の調査結果につい
て(内部通報No.2)
○公文書公開請求について

一部公開 3 行財 ①⑥

個人情報保護事務の手引及び情報公開･個人情報
保護審議会事務の手引の改訂について

公開 1

公文書公開請求書の写し(令和4年度295) 一部公開 1 ①

399-3 郵 4.9.5
令和4年4月西京区役所生活保護課がなした京都
市個人情報保護条例第8条4号該当性についての
判断過程がわかる一切の文書

不存在 区役所

建築計画概要書 公開 157
同上 一部公開 15 ①
同上 一部公開 1 ②④

401 4.9.5 金入り設計書 公開 1 都計

402 4.9.6

･京都市と**との間で連携･協定した「損害保険
に関する連携･協力に関する包括連携協定」にか
かる連携協定書(双方で協定した内容を示すも
の)
･行財政局防災危機管理室が保有する**の定款及
び社員名簿一覧

行財 取下げ

403 4.9.7 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④
404 4.9.8 国有土地境界確定図 公開 2 建設

○建築基準法令による処分等の概要書
○受付ｶｰﾄﾞ

公開 4

建築計画概要書 一部公開 2 ①
令和2年度から令和3年度までの事業実績報告書 公開 1

○平成29年度から令和元年度までの事業実績報
告書
○平成29年度から令和3年度までの地域子育て支
援事業経費に係る支出負担及び支出命令決定書
○平成31年度から令和3年度までの京都市子育て
支援活動いきいきｾﾝﾀｰ事業委託料に係る支出負
担及び支出命令決定書並びに京都市子育て支援
活動いきいきｾﾝﾀｰ事業実績報告書

一部公開 43
①②④
(延)

407 4.9.12 市有財産境界明示図 公開 1 建設

408 郵 4.9.12
担当課長等の担当する事務の概目等の報告につ
いて

公開 1 建設

○建設総務課長における事務引継報告書
○同上(担当課長)、(労務係長)、(担当係長)
○建設総務課労務担当による土木管理部職員へ
の聴き取り
○趣旨説明の資料(土木管理部職員聴き取り1回
目)
○建設総務課労務担当による土木管理部職員へ
の聴き取り(2回目)、(3回目)
○監察主任及び監察副主任の指定について(報
告)
○担当課長(当時)が建設局職員に送信したﾒｰﾙ
(ﾜｰﾄﾞﾌｧｲﾙに貼り付けたもの)

一部公開 11 ①⑥

4.9.9405

406

4.9.5

郵

399-2

400 4.9.5

総企

都計

都計

子若

郵

4.9.9
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

･建設総務課長の業務引継ぎ及び当該文書のう
ち、職員との面談等に関係する記載のある部分
･同上(建設総務担当課長)、(建設総務課労務係
長)、(建設総務課担当係長)、(建設総務課労務
担当職員)
･個人情報の取扱い方針が確認できる文書
･同上(個人情報の共有範囲)、(個人情報の管理
方法)、(個人情報の保存期間)、(個人情報を建
設総務課労務担当以外の第3者への情報提供する
際の条件)
･個人情報の取扱いに関するその根拠
･個人情報の取扱い適切であると客観的に確認で
きる資料

不存在

･当該面談後の対応等について、建設総務課等で
決定した対応方針等がわかる資料
･同上(建設総務課等で対応方針等を決定するた
めの意思決定過程)
･令和2年度以降、当該職員との対応等につい
て、建設総務課等で決定した対応方針等がわか
る文書

･令和2年度、建設総務課が人事委員会事務局か
ら職員への対応等について要請された事実が確
認できる文書及びその際の記録
･人事院会事務局からの要請を受けて、建設総務
課内で決定した対応方針等がわかる文書及びそ
の対応方針等を決定するための意思決定過程が
わかる文書
･令和2年8月、建設総務課担当係長及び人事委員
会事務局とのやりとりの記録
･令和2年9月及び10月、建設総務課担当課長及び
人事委員会事務局とのやりとりの記録
･令和4年度建設総務課労務担当の名簿
･建設局観察担当による令和3年10月22日付文書
についてその意思決定がわかる文書
令和4年6月20日建設局長名文書に関して、意思
決定過程がわかる資料

･平成30年度建設総務課担当課長及び担当係長が
建設局職員から退職に関する相談を受けた記録
･令和4年3月、建設総務課担当課長による建設局
職員へのﾒｰﾙ対応における過失に関して、建設総
務課担当課長が建設局職員に対して自分の過失
を認めた主張した記録
･同上(謝罪した主張した)、(「単なる見落と
し」と主張した)、(「ｹｱﾚｽﾐｽ」と主張した)、
(「再発防止を図る必要はない。」と主張した)
･本件への対応として、建設総務課担当課長が実
施した内容が確認できる資料及びその内容に要
した期間が確認できる資料
･本件について、建設総務課担当課長が上司等へ
報告した事実及びその内容が確認できる資料
･本件について、建設企画部長が総務課担当課長
へ注意等を行った事実及びその内容が確認でき
る資料
･建設局において、本件への再発防止を図るため
の対応が確認できる資料

拒否 ①⑥
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

･本文書に記載されている指示もしくは指導を行
うことができる根拠が確認できる文書、「客観
的に確認されている」とされる根拠が確認でき
る文書、「個人間の問題である」との記載の根
拠が確認できる文書、「相手方職員の言動にも
問題があった」との記載の根拠が確認できる文
書及び「本件等に対して適切かつ十分な対応を
尽くしてきた」ことが確認できる文書

409－1 郵 4.9.12 防空施設費公債一件 公開 1 行財 (延)

409－2 郵 4.9.12
○工事竣成並精算報告綴防空貯水槽2冊の1
○工事竣成精算報告綴臨時防空関係

一部公開 2 都計 ①②④

○松ヶ崎宝ヶ池緑地公園用地買収一件
○宝ヶ池公園用地買収一件

一部公開 2 ①④

宝ヶ池公園一件防空施設費公債一件 公開 1

410 郵 4.9.12

○国宝及重要美術品ノ防空関係書類綴(恩賜元離
宮二条城事務所)
○国宝類分散保存ニ関スル件:昭和20年1月起(防
空)(恩賜元離宮二条城事務所)
○昭和15年防空関係書類綴(恩賜二条城事務所)

公開 3 文市

411 4.9.12
西陵中学校区小中一貫教育校施設整備事業設計
業務委託に係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙにおいて選定さ
れた受託候補者の技術提案書

公開 1 都計

412 4.9.12
小栗栖中学校区小中一貫教育校施設整備事業設
計業務委託に係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙにおいて選定
された受託候補者の技術提案書

公開 1 都計

413 4.9.12
**及び**の店舗に係る京都市中規模小売店舗設
置指導要綱に基づく届出書類一式

公開 2 産観

414 4.9.12 国有土地境界確定図 公開 3 建設
415 4.9.12 市有財産境界明示図 公開 1 建設
416 4.9.13 金入り設計書 公開 1 上下水
417 4.9.13 金入り設計書 公開 1 建設

418 郵 4.9.13

○懲戒委員会(自動車運転委員会)摘録
○職員の処分について
○烏丸営業所**運転士に対する面談記録(令和4
年8月25日実施)
○処分説明書

一部公開 4 交通 ①⑤⑥

419 4.9.13
○国有土地境界確定
○市有財産境界明示図

公開 3 建設

420 4.9.13 地籍調査票(現地調査用) 一部公開 7 行財 ①②④

421 郵 4.9.14
京都府南部指令ｾﾝﾀｰ共同運用基本調査業務に係
る文書「整備費等検討結果報告書」

一部公開 1 消防 ②⑤

422 4.9.14
住宅地造成事業法による認可に係る認可図書一
式

公開 1 都計

423 4.9.14 地所間数取調書 一部公開 13 行財 ①④

424 4.9.15
住宅地造成事業法による認可に係る認可に係る
認可した「住宅地造成事業の関係図書送付につ
いて」及び「計画平面図」

一部公開 2 都計 ②④

425 4.9.15 地籍図 公開 1 建設

426 4.9.20
･旧公図
･地所間数取調書

一部公開 5 行財 ①④

427 4.9.20 地所間数取調書 一部公開 24 行財 ①④

郵409－3 4.9.12 建設
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

損害保険に関する連携･協力についての包括連携
協定

一部公開 1 ②④

行財政局防災危機管理室が保有する**の定款及
び社員名簿一覧

不存在

429 4.9.21
○国有土地境界確定
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

430 4.9.21 地所間数取調書 一部公開 8 行財 ①④
431 4.9.21 地所間数取調書 一部公開 8 行財 ①④

建築計画概要書 公開 156
同上 一部公開 13 ①

433 4.9.22 地所間数取調書 一部公開 6 行財 ①④

434 4.9.22
内閣府によるSDGs全国ｱﾝｹｰﾄ調査に対する京都市
の回答(令和2年度)

公開 1 総企

435 4.9.22 旧公図 公開 2 建設

436 4.9.22
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

437 4.9.22 勤務実績簿 一部公開 7 区役所 ①
438 4.9.22 出勤簿ｶﾚﾝﾀﾞｰ(令和2年4月分) 一部公開 1 区役所 ①⑥(延)

○市ﾊﾞｽ地下鉄ﾏﾝｽﾘｰﾗｲﾝ広告料について
○ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄを契機としたﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ普及促進に
係る啓発事業の規格･運営業務
○同上(追加分)
○京都市ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰの開設等に係る広報事
業の企画･運営業務委託について(令和3年7月8
日)
○ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ出張申請窓口等に係る広報･啓発
事業の企画･運営業務

一部公開 9 ①②④

○交通局ﾀｲｱｯﾌﾟﾎﾟｽﾀｰ･ﾏﾝｽﾘｰﾗｲﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ作成等業
務委託
○同上(5月30日～)
○ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ普及促進に係る広告掲載･地下鉄
四条駅ﾎｰﾑﾄﾞｱｼｰﾄ分について
○ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄ第2弾を契機としたﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ普及
促進委に係る広報･啓発事業の企画･運営業務委
託

○京都市ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰの開設に係る周知広告
料について
○ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの安全性や出張申請窓口等に係る
周知広告料について
○ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄ第2弾の本格開始に係る周知広告料に
ついて

公開 3

440 郵 4.9.26
保守管理の委託契約に係る委託仕様書及び委託
内訳書

公開 6 環境

令和2年度から4年度の廃蛍光灯管及び使用済乾
電池の保有状況

公開 3

○(契約)産業廃棄物収集運搬処理業務(廃蛍光灯
及び廃乾電池)(令和2年6月18日決定)
○同上(令和3年8月18日決定)、(令和4年7月7日
決定)

一部公開 3 ①②④

○見積書(2020年6月11日付)、(2021年6月29日
付)、(2022年7月5日付)
○覚書(令和2年6月18日付)、(令和3年8月18日
付)、(令和4年7月7日付)
○産業廃棄物処理委託契約書【収集･運搬用】
(令和2年6月18日付)、(令和3年8月18日付)、(令
和4年7月7日付)、
○同上【処分用】(令和2年6月18日付)、(令和3
年8月18日付)、(令和4年7月7日付)

一部公開 12 ②④

439 4.9.26 文市

4.9.20428

441 4.9.26 教育

都計432

行財

4.9.22
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
442 郵 4.9.26 金入り設計書 建設 取下げ

443 4.9.26

令和元年度第5回京都市建築審査会(令和元年9月
13日開催)で委員に配布された資料のうち、文化
庁新庁舎(京都府警察本部本館)に係る建築基準
法適用除外の指定について(京都市歴史的建築物
の保存及び活用に関する条例)に関するもの

一部公開 1 都計 ④

444 郵 4.9.27

京都市保健福祉局医療衛生企画課が郵送した葉
書に於いて「ﾜｸﾁﾝには「感染」や「重症化」を
防ぐ効果があります。」と書かれているので此
れを裏付けられる医学的根拠を記す公文書

不存在 保福

○就任承諾書(令和2年10月7日付け)
○委嘱状送付文(令和2年11月9日付け)
○委嘱状(令和2年11月29日付け)
○「苦情申出窓口」の設置について(**氏就任に
伴うもの)

一部公開 4 ①④

･「苦情申出窓口の設置について」に於いて「第
三者委員」と書かれているので第三者委員を選
定する手順を記す公文書

不存在

446 4.9.27 境界明示書 一部公開 1 行財 ①②④
447 4.9.27 宅造許可 行財 取下げ

448 4.9.27
○旧公図
○地所間数取調書

一部公開 16 行財 ①④

449 郵 4.9.27 事故報告書 一部公開 1 保福 ①
450 4.9.27 国有土地境界確定図 公開 2 建設
451 4.9.28 同上 公開 1 建設
452 4.9.28 同上 公開 1 建設
453 4.9.29 同上 公開 1 建設

454 郵 4.9.29
上京区総合庁舎整備事業に係る基本設計業務成
果物一式のうち打合せ議事録

不存在 文市

455 郵 4.9.29 西京区総合庁舎整備事業に係る打合せ議事録 一部公開 5 文市 ①②④⑤

456 4.9.29
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 2 建設

457 4.9.29 地所間数取調書 公開 12 行財
458 4.9.29 同上 一部公開 6 行財 ①④

459 4.9.30

(総合評価)京都市立芸術大学及び京都市立銅駝
美術工芸高等学校移転整備工事ただし、A地区及
びB地区建築工事並びに(総合評価)京都市立芸術
大学移転整備工事ただし、C地区建築工事のﾚ
ﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ配合計画書

一部公開 2 都計 ②

保福445 4.9.27郵
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

○市民宛て建設総務課労務担当名文書
○令和3年12月15日付け建設総務課労務担当名文
書
○同上(令和4年1月27日付け)、(令和4年3月2日
付け)、(令和4年3月30日付け)、(令和4年6月9日
付け)、(令和4年7月28日付け)、(令和4年8月10
日付け)
○市民からの令和4年1月16日付け建設総務課職
員宛て文書
○同上(令和4年3月13日付け)、(令和4年5月15日
付け)、(令和4年6月9日付け)

一部公開 12 ①

令和3年度及び4年度において、市民に対して、
「建設総務課労務担当」名で発出した以下の文
書
･各文書において意思決定過程が分かる文書

不存在

461 4.10.3 地所間数取調書 公開 4 行財

462 4.10.3 国有土地境界確定図 公開 2 建設
463 郵 4.10.3 建築計画概要書 一部公開 1 都計 ①④

464 郵 4.10.4

長岡市営ﾄﾛﾘｰﾊﾞｽ計画に関する資料について
･長岡市議会議員が京都市に視察に訪れた際の記
録
･京都市営ﾄﾛﾘｰﾊﾞｽの車両を長岡市へ譲渡する予
定があった事が分かる資料

交通 取下げ

465 郵 4.10.4

**における令和3年度の以下の資料
　事業報告書、年間役員名簿、社員名簿、活動
計算書、財産目録、賃借対照表、登記事項証明
書の写し、役員名簿

文市 取下げ

466 4.10.4
○旅行命令簿
○支出負担行為兼支出命令書(旅費)
○ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ管理簿

公開 3 総企

旅行命令簿 公開 1

○旅行命令簿
○清算書
○同上(令和4年10月6日決定)
○支出命令書

一部公開 4 ①

468 4.10.4
○京都市まちの美化推進事業団第30回理事会
○同上(令和4年度通常総会)

一部公開 2 環境 ①④

469 4.10.4 京都ｷｴﾌ交流の会の市長訪問について 公開 1 総企

470 4.10.4
くらし安全推進課が保有する**との接触の際に
作成･取得した文書(令和4年8月19日以降のもの)

不存在 文市

「京都市受動喫煙防止対策相談･届出専用窓口」
運営及び通報対応業務委託に係る受託候補者の
選定について(決定書)

公開 1

○同上(決定書のうち、企画書)
○同上(決定書のうち、見積書)

一部公開 2 ①②④

472 4.10.4
○令和4年京都市はたちを祝う記念式典ｵﾌｨｼｬﾙｻｲ
ﾄ等制作業務委託の決定について
○同上(【変更】の決定について)

一部公開 2 子若 ①②④

473 4.10.5 金入り設計書 公開 1 建設
474 4.10.5 国有土地境界確定図 公開 1 建設

475 4.10.6
○地所間数取調書
○旧公図

一部公開 10 行財 ①④

476 4.10.6 同上 一部公開 7 行財 ①④
477 4.10.7 地所間数取調書 一部公開 4 行財 ①④
478 4.10.7 住宅地造成事業法による認可に係る計画平面図 一部公開 1 都計 ①④
479 4.10.7 国有土地境界確定図 公開 1 建設

467 4.10.4

471

4.10.3郵460

市会

4.10.4 保福

建設
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
480 4.10.11 金入り設計書 上下水 取下げ

481 4.10.11
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図
○道路境界明示図

公開 4 建設

建築計画概要書 公開 182
同上 一部公開 14 ①
同上 一部公開 3 ②④

483 郵 4.10.11
生活保護法による重度障害者加算及び家族介護
料の適正な認定について(通知)

公開 1 保福

484 郵 4.10.11

2020年京都精華大学とのｺﾗﾎﾞで作成したﾎﾟｽﾀｰ
「あなたの大切な人を大麻から守って!」内にあ
る「覚せい剤と同じ危険な薬物」という文言の
根拠となる資料･ﾃﾞｰﾀ等「覚せい剤と同じ危険性
を持つ」といその同等性を裏付ける資料等文言
の裏付け

保福 取下げ

485 4.10.12 京都市公告大正7年 文市 取下げ
486 4.10.13 消防点検報告書別紙24のみ 消防 取下げ

487 4.10.13
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

488 郵 4.10.13
･給水装置工事及び補助排水管工事の算定基準
･一般給水装置工事費の算定並びに徴収の取り扱
い工事標準単価表

上下水 取下げ

489 4.10.14 金入り設計書 公開 1 建設
490 4.10.14 国有土地境界確定図 公開 1 建設
491 郵 4.10.17 2022年9月末時点の食品営業許可施設一覧 保福 取下げ
492 4.10.17 国有土地境界確定図 公開 5 建設

493-1 4.10.17 ○建物建設工事一件 商品陳列所 一部公開 1 都計 ②④(延)

493-2 4.10.17
○大礼記念美術館新築
○大礼記念京都美術館竣工一件

一部公開 2 文市 ①②④(延)

494 4.10.17 消防情報報告書 一部公開 1 消防 ①
495 4.10.18 国有土地境界確定図 公開 3 建設
496 4.10.18 道路境界明示図 公開 1 建設
497 4.10.18 水道料金系ｼｽﾃﾑにおける検針履歴画面のCSVﾃﾞｰﾀ 公開 1 上下水

498 4.10.18
地域優良賃貸住宅住宅制度実施要綱等について
(平成20年4月1日決定)

公開 都計

499 4.10.19 国有土地境界確定図 公開 2 建設

500 郵 4.10.19
○固定資産税土地課税台帳
○固定資産税家屋課税台帳

非公開 2 行財 ⑦

501 郵 4.10.19 京都市固定資産税(土地)地番図ﾃﾞｰﾀ 非公開 1 行財 ⑦
502 4.10.20 地所間数取調書 一部公開 3 行財 ①④

503 郵 4.10.20

･各特別支援学校の学部別訪問籍の児童生徒数が
わかる資料
･各特別支援学校の学部別医療的ｹｱが必要な児童
生徒数がわかる資料
･各特別支援学校の看護師配置人数や配置時間が
わかる資料
･医療的ｹｱ実施にかかわる要項

教育 取下げ

504 4.10.20
京都市立学校及び教育施設照明設備LED化簡易型
ESCO事業(その1～3)の評価基準の点数

教育 取下げ

505 4.10.20 国有土地境界確定図 公開 3 建設
506 4.10.21 地所間数取調書 公開 4 行財

482 4.10.11 都計
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507 郵 4.10.21

･京都市に入庁した市長部局の正規職員数(2017
年4月～2018年3月末)、(2018年4月～2019年3月
末)、(2019年4月～2020年3月末)、(2020年4月～
2021年3月末)、(2021年4月～2022年3月末)、
(2022年4月～同年9月末)
･入庁5年以内の勤務年数で退職した市長部局の
正規職員数(2017年4月～2018年3月末)、(2018年
4月～2019年3月末)、(2019年4月～2020年3月
末)、(2020年4月～2021年3月末)、(2021年4月～
2022年3月末)、(2022年4月～同年9月末)

行財 取下げ

･京都市に正規職員として採用決定されたが入庁
を辞退した数(2017年4月～2018年3月末)、(2018
年4月～2019年3月末)、(2019年4月～2020年3月
末)、(2020年4月～2021年3月末)、(2021年4月～
2022年3月末)、(2022年4月～同年9月末)

508 4.10.21 地所間数取調書 一部公開 6 行財 ①④

○「京都映画賞実行委員会」第1回総会の開催に
ついて
○同上(設立会議)次第、総会資料1配席図
○同上(資料2京都映画賞実行委員会実行委員等
候補者名簿)、(資料3京都映画賞運営委員候補者
名簿)、(議案1京都映画賞実行委員会規約
(案))、(議案2事業計画及び収支予算(案))
○「京都映画賞実行委員会」について(委員就任
依頼)報酬あり
○同上(報酬なし)
○映画に係る新たな顕彰制度第4回検討会議次
第、配布資料5（実行委員会及び選考委員会の構
成について)、(第5回検討会議資料)、(第5回検
討会議資料配布資料1実行委員会及び選考委員会
の構成について)

公開 13 (延)

京都映画賞について、実行委員の経歴や著作･論
文が分かる資料

不存在

510 4.10.24
○納付誓約による分割納付の取扱いについて(令
和4年10月21日改正)
○同上(平成13年3月22日)

公開 2 行財

511 4.10.24
京都市地域優良賃貸要綱(地位の継承)第29条規
定に基づく市長の当該承認書(公社等が買い取
り、管理する)

不存在 都計 (延)

512 4.10.25 国有土地境界確定図 公開 1 建設
513 4.10.25 国有土地境界確定図 公開 1 建設

514 4.10.25
小学校給食調理業務委託に係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
(契約期間令和4年4月1日～令和7年3月31日分)の
実施計画書

一部公開 1 教育 ①②

515 4.10.26 地所間数取調書 一部公開 10 行財 ①④
516 4.10.27 金入り設計書 上下水 取下げ

建築計画概要書 公開 194
同上 一部公開 9 ①
同上 一部公開 4 ②④
国有土地境界確定図 公開 2
同上 一部公開 1 ①④

519 4.10.27
京都市と**との「大学のまち京都･学生のまち京
都」の推進に関する連携協定について(令和3年
12月9日決定)

一部公開 1 総企 ②④

520 4.10.27
くらし安全推進課が保有する**との接触の際に
作成･取得した文書(令和4年10月4日以降のもの)

不存在 文市

文市4.10.24509

517 4.10.27

518 4.10.27

都計

建設
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交付決定通知書(京都市商店街等ｷｬｯｼｭﾚｽ･DXﾁｬﾚﾝ
ｼﾞ支援事業補助金)

公開 1

(支出負担)令和4年度京都市商店街等ｷｬｯｼｭﾚｽ･DX
ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援事業補助金の交付について(令和4年8
月30日決定)
※**への補助金に係る文書のみ

一部公開 1 ①②④

522 4.10.27
○診療所2箇所管理について
○診療所開設許可事項中一部変更許可について

一部公開 2 保福 ①②④

523 4.10.27
京都市土地利用の調整に係るまちづくりに関す
る条例に基づく届出について(**他1件)

都計 取下げ

524 4.10.27
市長が和装着用に関し支出した金額が分かる文
書　保存がなされているものすべて

不存在 総企

525 郵 4.10.27
薬物乱用防止読本『薬物乱用は「ﾀﾞﾒ。ｾﾞｯﾀ
ｲ。」健康に生きようﾊﾟｰﾄ33』

公開 1 保福

526 4.10.28 金入り設計書 公開 1 上下水
527 4.10.28 道路案内標識ﾘｽﾄのうち、119-A及び119-Bのみ 公開 1 建設

528 郵 4.10.31

伏見区役所において、実施された国土交通省淀
川河川事務所、京都府山城北土木事務所、京都
市、桃山南連合会が参加して行われた「大島樋
門増設及び山科川左岸仮設道路建設についての
会議議事録」

建設 取下げ

529 郵 4.10.31

伏見区役所において、実施された国土交通省淀
川河川事務所、京都府山城北土木事務所、京都
市、桃山南連合会、養斉･第一大島･六地蔵大島
各町内会が参加して行われた「大島樋門増設及
び山科川左岸仮設道路建設についての会議議事
録」のうち令和4年9月22日14時～16時と令和4年
10月13日18時～19時の会議議事録

建設 取下げ

530 4.11.1 金入り設計書 上下水 取下げ
531 4.11.1 金入り設計書 上下水 取下げ
532 4.11.1 金入り設計書 公開 1 建設
533 4.11.1 京都市地域優良賃貸住宅(高齢者型)整備基準 公開 1 都計
534 4.11.1 公有財産台帳(土地･建物) 公開 1 行財

535 4.11.2
平成30年度都市基盤河川改修事業安祥寺川詳細
設計業務委託　特記仕様書

公開 1 建設

536 4.11.2 地所間数取調書 公開 7 行財
537 郵 4.11.2 金入り設計書 公開 2 上下水
538 4.11.2 保険証券等 一部公開 3 教育 ①②
539 4.11.2 官有地籍図 公開 2 建設

540 郵 4.11.4 保険証券等 一部公開 2 教育 ①②

541 4.11.4
住宅地造成事業法認可に基づく認可に係る住宅
地造成事業認可通知書及び道路及排水計画平面
図道路横断図

公開 2 都計

542 4.11.4 御陵村煉瓦製造所縮図(明治20年8月15日調査) 上下水 取下げ
543 4.11.4 国有土地境界確定図 公開 1 建設

544 4.11.4

京都市地域優良賃貸住宅補助金等交付要綱(補助
対象)第3条第1項第1号地域優良賃貸住宅(高齢者
型)アに規定される事業主体、住宅の区分及び当
該費用が記載されている文書

不存在 都計

545 郵 4.11.7 都市計画施設証明書 一部公開 1 建設 ①②④
546 郵 4.11.7 位置図及び平面図 公開 4 建設
547 4.11.7 地所間数取調書 公開 8 行財
548 4.11.8 金入り設計書 公開 9 建設

○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 2

市有財産境界明示図 一部公開 2 ①④
549 4.11.8 建設

521 4.10.27 産観

　　（備考欄の略号）
　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘

31



受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
550 郵 4.11.8 大規模小売店舗立地法に基づく届出資料 公開 1 産観
551 4.11.8 国有土地境界確定図 公開 1 建設
552 4.11.9 官有地籍図 公開 2 建設

○「京都市職員の倫理を確立するための行動規
範(京都市職員)倫理憲章」のﾎﾟｽﾀｰの掲示につい
て(依頼)
○令和3年度新規採用職員研修京都市職員ｺﾝﾌﾟﾗｲ
ｱﾝｽ推進指針のうち、京都市職員倫理憲章に関す
る部分
○同上(新任係長級職員研修)、(新任課長級職員
研修)、(令和3年10月1日付け採用職員研修)、
(新任主任級職員研修)、(公務員基本理念研修)

公開 7

平成26年2月14日付け請求書(請求番号4796) 一部公開 1 ②④

「京都市職員の倫理を確立するための行動規
範」ﾎﾟｽﾀｰに関する審査請求手続き(行動規範に
違反した職員の言動に対する不服を申し立てる
場合の手続)(書式を含む)

不存在

554 4.11.10 国有土地境界確定図 公開 1 建設

555 4.11.10
都市計画法による開発行為の許可のうち、造
成・排水計画平面図及び造成計画断面図

公開 2 都計

○(総合評価)京都市立芸術大学移転整備工事た
だし、C地区建築工事及び(総合評価)京都市新北
庁舎(仮称)新築工事ただし、建築主体その他工
事の総合評価方式評価調書
○上記工事の総合評価落札方式(特別簡易型)落
札者決定基準

公開 4 (延)

上記工事の総合評価落札方式により提出された
技術提案書

一部公開 2 ①②④

557 4.11.11
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 2 建設

558 4.11.11
京都市男女共同参画ｾﾝﾀｰ(ｳｨﾝｸﾞｽ京都)の有効活
用に係るｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型市場調査についての提案資
料

一部公開 1 文市 ②④⑥

559 4.11.11
施設･居住系の介護ｻｰﾋﾞｽ事業所を整備･運営する
事業候補者の公募<令和4年度第2回募集>に係る
事前協議書類一式

一部公開 1 保福 ①②④

560 4.11.11
京都市特定優良賃貸住宅及び京都市高令者向け
優良賃貸住宅の計画認定をした認定計画の用途
の廃止に関する規定を決定した決定書

不存在 都計

建築計画概要書 公開 162
同上 一部公開 22 ①
同上 一部公開 3 ②④

562 郵 4.11.14
令和5年度京都市立公立学校教員採用試験におけ
る問題、正答、回答用紙、論文問題一式及び実
技試験問題

教育 取下げ

563 4.11.14 市有財産境界明示図 公開 2 建設
564 4.11.15 地所間数取調書 公開 5 行財

565 4.11.15
京都市高齢者向け優良賃貸住宅制度実施要綱等
の制定について(H12.8.14決定)決定書一式

公開 1 都計

松賀茂児童公園の都市計画変更に関する説明会
における摘録について

公開 1

○元松賀茂苗圃について(行財政改革計画案件)
○報道機関取材報告書(**)(令和4年11月14日)
○松賀茂児童公園の都市計画変更に関する説明
会(摘録)(令和4年8月31日)

一部公開 3 ⑤⑥

令和4年11月14日(月)、左京区役所における「松
賀茂児童公園の都市計画変更」への御意見に対
する「説明会」当日の説明会摘録やその後の報
告書

不存在

都計4.11.14561

都計4.11.11

566 4.11.15 建設

556

553 4.11.9 行財
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
567 4.11.16 金入り設計書 公開 1 上下水

568 4.11.16
「京都映画賞」に関して、議会に提出された全
ての資料

文市 取下げ

569 4.11.17
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 3 建設

570 4.11.18

○寄付受納について(清水坂観光駐車場内喫煙場
所)
○喫煙設備の取扱いに係る覚書別紙について
○覚書の改訂について(喫煙設備の取扱い)

一部公開 3 文市 ①②④

571 4.11.18 国有土地境界確定図 公開 2 建設
572 郵 4.11.18 公共下水道台帳施設平面図交付申請書 一部公開 上下水 ①②
573 4.11.21 京都市役所内の茶室の利用状況が分かる資料 行財 取下げ

574 4.11.22

元京都市立植柳小学校跡地活用計画における京
都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保
全及び形成に関する条例第11条第3項に基づく届
出の添付図書

一部公開 1 都計 ④

○住民票の写し等の取得に関する疎明資料の提
出及び住民票の写し等の返還要請並びに被取得
者への通知について
○お知らせ(2021年11月6日付け)
○住民票の写し等の取得に関する疎明資料の提
出について
○住民票の写し等の被取得者に対する通知の実
施について

公開 4

住民票の写し等又は戸籍謄本等の交付請求につ
いての調査に対する回答書一式(11月25日受付)

一部公開 1 ①②④

576 4.11.22 国有土地境界確定図 公開 1 建設

577 4.11.22
平成30年度都市基盤河川改修工事事業安祥寺川
詳細設計業務委託報告書(令和2年3月)地下河川
実施計画編

一部公開 1 建設
①②④⑥
(延)

578 4.11.22 金入り設計書 公開 6 上下水

579 4.11.24
公害苦情相談処理カード(令和4年度左京区No.11
令和4年10月31日分まで)

一部公開 1 環境 ①②

580 4.11.24 元松賀茂苗圃について(行財政改革計画案件) 一部公開 1 建設 ⑤⑥
581 4.11.25 地所間数取調書 公開 6 行財

国有土地境界確定図に係る復命書 公開 1
国有土地境界確定図 一部公開 1 ①④
国有土地境界確定図に係る同意書 一部公開 1 ①④

583 4.11.28 事務報告綴　昭和18年度 公開 1 総企 (延)
584 4.11.28 国有土地境界確定図 公開 1 建設
585 4.11.29 地所間数取調書 公開 8 行財

処分説明書 公開 1
厳重文書訓戒文 一部公開 1 ①

587 4.11.29
令和4年5月7日～11月28日に行った懲戒処分及び
けん責処分の処分内容が分かる文書

消防 取下げ

○処分説明書 公開 1

○処分説明書
○人事異動通知書
○(別紙)処分(戒告以上･発生日順)
○厳重文書訓戒

一部公開 41 ①

589 4.11.29
令和4年5月7日～11月28日に行った懲戒処分及び
けん責処分の処分内容が分かる文書

上下水 取下げ

590 4.11.29 地所間数取調書 公開 13 行財
○校外活動届(京都市立洛北中学校　3件) 公開 3
○同上(計13件) 一部公開 13 ①

教育4.11.30591

交通4.11.29588

行財4.11.29586

建設4.11.28582

文市4.11.22575
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
建築計画概要書 公開 258
同上 一部公開 18 ①
同上 一部公開 1 ②④

593 郵 4.12.1 賠償責任保険証券等 一部公開 1 教育 ①

594 4.12.1
伏見区久我本町12番5の埋蔵文化財試掘調査「平
成9年7月30日:97-NG-098」の調査日誌及び図面

公開 2 文市

○市会手帳(本冊及び別冊)の作成に係る支出命
令書(平成29年度～令和3年度分)
○市会手帳(本冊及び別冊)の発行数及び無償配
布先が分かる決定書(令和2年度分)

公開 11

○同上(令和2年度～令和3年度分)
○市会手帳(本冊及び別冊)の作成に係る請求書
(平成29年度～令和3年度分)

一部公開 18 ①②④

過去5年間における(2017年から2021年)におけ
る、市会手帳の送付先、送付件数及び送付に
係った経費が分かる文書

不存在

596 4.12.1
**産業廃棄物の処分実績報告書(平成29年～令和
2年度分)

環境 取下げ

597-1 4.12.2 昭和2年度大礼に関する予算一件 公開 1 行財

597-2 4.12.2

○大礼奉祝事務一件(大正4年)
○大礼に関する施設事項(下京)(大正5年)
○大礼奉祝に関する諸費一件(昭和3年)
○大礼奉祝事務局各部計画一件(昭和3年)
○大礼奉祝誌編纂一件(昭和3年)
○大礼奉祝事務局に関する打合せ一件･照会文書
一件(昭和3年)
○大礼に関し市民に論告の件、他2件(昭和3年)
○大礼奉祝事務局規定一件(昭和3年)

公開 8 総企 (延)

597-3 4.12.2
○大礼に関する施設事業一件(昭和2･3年度)
○大礼工事収支計算書(昭和4年度)

公開 3 建設

598 4.12.2
住宅地造成事業法による認可に係る図書のう
ち、土地平面図

公開 1 都計

599 4.12.2
令和2･3年度分政務活動費に係る職員従事状況記
録簿及び事務所使用状況記録簿

公開 4 市会

○副反応疑い報告について
○取りまとめ(健康被害救済制度)

公開 2

新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝがｺﾛﾅｳｲﾙｽに有効である根拠資料 不存在

601 4.12.5
京都いつでもｺｰﾙが開設してから令和4年12月5日
現在までの資料一式

総企 取下げ

602-1 郵 4.12.6 金入り設計書 公開 2 都計
602-2 郵 4.12.6 金入り設計書 公開 1 建設
603 4.12.6 地所間数取調書 公開 18 行財

個別支援計画書 一部公開 1 ①(延)

京都障害者職業ｾﾝﾀｰ元職員**が作成している職
業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画のうち、
「TEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」、「T-TAPによるｱｾｽﾒﾝﾄ」及
び「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」が書かれている職
業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画

不存在

600 4.12.5 保福

595 4.12.1 市会

592 4.11.30 都計

　　（備考欄の略号）
　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘

34



受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

･かがやき職員及び元職員が作成している個別支
援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄのう
ち、「TEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」、「T-TAPによるｱｾｽﾒﾝ
ﾄ」及び「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」が書かれてい
る個別支援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰ
ﾄ
･京都障害者職業ｾﾝﾀｰ職員及び元職員(職業ｶｳﾝｾ
ﾗｰ)が作成している職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
計画のうち、「TEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」、「T-TAPによ
るｱｾｽﾒﾝﾄ」及び「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」が書
かれている職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画

却下

605 郵 4.12.8 金入り設計書 公開 4 上下水

606 郵 4.12.8
令和2年･3年度の給水装置工事及び補助配水管工
事の算定基準

上下水 取下げ

607 4.12.8 地所間数取調書 公開 1 行財
608 4.12.8 地所間数取調書 公開 13 行財

寄付申出書(令和4年12月5日付け) 公開 1

○寄付受納事前協議確認票「西大路駅南側喫煙
場所」
○覚書本体及び別紙

一部公開 3 ①②④

610 4.12.9
2022年度未成年者喫煙防止協議会の開催中止に
ついて(令和4年11月1日)

一部公開 1 子若 ①②

611 4.12.9
○031214前理事長からの手紙に対する返答
○040217令和4年2月14日お詫び文書

公開 6 子若 (延)

○R030427(意見書に対する回答)
○R030527(**への回答文書)
○R030531(**からの電話)
○R030531(**から局長への文書)

○031110_前理事長からの手紙
○040217_**との協議ﾒﾓ
○040314_**対応ﾒﾓ
○040314_**事務長に架電
○040316～**との日程調整
○**対応ﾒﾓ(21件)
○040222_**の運営状況等について
○040411_**への指導方針(案)について
○041024_**の理事長変更届の提出等について

一部公開 64 ①②④⑥

○協議
○**からの手紙
○**への通知
○弁護士からの通知、弁護士への通知
○保護者会からの手紙、保護者会への通知
○弁護士からの手紙
○医療機関への手紙、保護者会役員会議事録
○**への電話
○意見書
○**からの手紙、保護者会役員会議事録
○左京子どもはぐくみ室長対応ﾒﾓ
○**からの意見書
○**からの文書
○**からのFAX
○**から左京はぐくみ室への文書
○左京子どもはぐくみ室･協議
○**への回答文書
○**から局長への文書
○**から課長への文書
○**から局長･課長への文書
○建築設計事務所との相談、**からの手紙
○**からの電話

所有する法人理事会及び評議委員会議事録 14 ②
保護者等からの苦情対応記録 1 ①⑥

609 4.12.9 文市

非公開

604 郵 4.12.7 保福
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

612 4.12.12
京都市下京区西洞院町466及び柳町330の元植柳
小学校跡地に、**が建設中建物の地下1階の計画
平面図　ない場合は概要書にある平面図の元図

不存在 都計

613
平成20年4月1日施行　京都市地域優良賃貸住宅
(一般型)整備基準

不存在 都計

○京都映画賞(仮称)実行委員会及び選考委員会
について(令和2年3月作成)
○映画賞の創設について(令和4年8月作成)

公開 2 (延)

○京都映画賞実行委員会への参画に関して、こ
れまでに京都市又は京都映画賞実行委員会から
「京都映画賞実行委員会を構成している映画関
係会社」から京都市又は京都映画賞実行委員会
に提出された資料
○「京都映画賞実行員会を構成している映画関
係会社」の京都映画賞に対する権利義務がわか
る資料
〇京都市又は京都映画賞実行委員会と「京都映
画賞実行委員会を構成している映画関係会社」
との間のこれまでのお金のやり取りがわかる資
料

不存在

615 4.12.12
2020年9月～2021年3月の、上京障害福祉課の2名
の職員が保健所業務への応援従事したことが分
かる文書

不存在 区役所

616 4.12.13 事故報告書（令和3年度分） 一部公開 18 保福 ①②④
617 4.12.13 区長懇談会地元要望(令和元年～令和3年度分) 公開 3 区役所
618 郵 4.12.13 国有土地境界確定図 公開 1 建設
619 郵 4.12.13 都市計画施設証明書(S61-88) 一部公開 1 都計 ①②④
620 4.12.13 特定粉じん排出等作業実施届出書 一部公開 1 環境 ①②

621 4.12.14
住宅地造成事業法認可に基づく認可に係る図書
のうち、計画平面図及び保管袋の表紙

公開 2 都計

622 4.12.14 市有財産境界明示図 公開 1 建設
623 4.12.14 国有財産特定図面 公開 2 建設

624 4.12.14
○国有土地境界確定図
○市有財産(道路区域内)境界明示図

公開 5 建設

625 4.12.15 地所間数取調書 公開 14 行財

626 郵 4.12.15
「令和2年度～4年度特定医療費の業務委託」に
係る公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙにおける選定会社の企画提
案書

非公開 1 保福 ②

627 4.12.15 市有財産境界明示図 公開 1 建設
建築計画概要書 公開 221
同上 一部公開 14 ①

629 4.12.16 地所間数取調書 公開 7 行財
630 4.12.16 国有土地境界確定図 公開 1 建設

631 4.12.16
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応に係る応援従事予定者名
簿

一部公開 1 保福 ①

632 4.12.19
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 3 建設

633 4.12.19 国有土地境界確定図 公開 1 建設
634 4.12.20 地所間数取調書 公開 14 行財
635 4.12.22 土地境界明示書 一部公開 1 行財 ②④

636 4.12.22
令和4年度京都市駐車場指定管理者提案書　ただ
し、**及び**提出分のうち、募集要項のｸﾞﾙｰﾌﾟC
及びDのみ

一部公開 2 建設 ①②(延)

637 4.12.23
○国有土地境界確定図
○市有財産(道路区域内)境界明示図
○市有財産境界明示図

公開 4 建設

都計4.12.16628

文市4.12.12614
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

○**かがやき元職員が作成した個別支援計画書
及びﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄのうち、「真に診断基準の趣旨
に合致する所見」が書かれているもの
○同上(支援対象者の体型について「細身」ある
いは「痩せている」と書かれているもの)
○**京都障害者職業ｾﾝﾀｰ元職員が作成した職業
評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画のうち、「真に診
断基準の趣旨に合致する所見」が書かれている
もの

不存在 (延)

職業評価 一部公開 3 ①

○かがやき職員及び元職員が作成した個別支援
計画書及びﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄのうち、「真に診断基準
の趣旨に合致する所見」が書かれているもの
○同上(支援対象者の体型について「細身」ある
いは「痩せている」と書かれているもの)
○京都職業ｾﾝﾀｰ職員及び元職員が作成した職業
評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画のうち、「真に診
断基準の趣旨に合致する所見」が書かれている
もの
○同上(評価対象者の体型について「細身」ある
いは「痩せている」と書かれているもの)

却下

639 4.12.26
住宅地造成事業法に基づく認可に係る図書のう
ち、計画平面図

公開 1 都計

640 4.12.26 国有土地境界確定図 公開 1 建設
641 4.12.26 国有土地境界確定図 公開 1 建設

642 4.12.27
埋蔵文化財に関し、行為の届出(京都市文化財保
護条例第45条)がわかるもの及び埋蔵調査不要と
認めるものがわかるもの

不存在 文市

提出種別 公開 1 (延)
意見一覧 一部公開 1 ①②

「みんなが暮らしやすい魅力と活力のあるま
ち」の実現に向けた都市計画の見直しに関する
市民意見(原本)

非公開 1 ⑥

644 4.12.28
○ｺﾝﾉｰﾄ殿下接待一件(明治39年)
○墺国皇族接待一件(明治26年)
○露国皇太子殿下接待一件(明治24年)

公開 3 総企 (延)

645 4.12.28

上京区障害福祉課職員(保健師のみ)の、2020年9
月～2021年3月の、保健所応援業務の予定ﾘｽﾄ。
ただし、上京区地域力推進室で保有するものの
み。

不存在 区役所

643 4.12.28 都計

638 郵 4.12.26 保福
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
646 5.1.5 市有財産境界明示図 公開 1 建設
647 5.1.6 地所間数取調書 公開 3 行財

建築計画概要書(令和4年10月24日から令和4年11
月6日まで)

公開 146

同上 一部公開 15 ①

649 5.1.6

国整備対象要綱第3条第1項の表の(ｲ)欄に掲げる
事業主体が整備する(ﾊ)欄に掲げる住宅の区分に
応じ、当該各欄に掲げる費用と規定されている
ことが適切であるとする根拠としての国整備対
象要綱第3条第1項の表の(ｲ)欄及び(ﾊ)欄による
上記ｱの規定が記載されている文書

不存在 都計

650 郵 5.1.10
市ﾊﾞｽﾃﾞｼﾞﾀﾙ行先表示器ｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟﾈﾙ注入用行先表
示ﾃﾞｰﾀ単色･ﾌﾙｶﾗｰ(前面、側面、後面)全営業所
分所分

交通 取下げ

651 郵 5.1.10
「退職手当支給制限処分に係る審査請求につい
て(令和2年7月6日付)」のうち＜参考2＞

公開 1 行財

○組合機関誌における市長の年頭あいさつ文の
寄稿について
○新春役員･総代･女性部幹事合同懇親会出席依
頼
○新春役員･総代･女性部幹事合同研修懇親会の
案内及び回答

一部公開 3 ②④

**新春役員･総代女性部幹事合同研修懇親会にお
ける市長挨拶について(令和4年度)決定書案

一部公開 1 ①②

地域企業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室が保有する**に係る、
寄稿文が掲載された京煙だより

不存在

653 5.1.10 平成28年度～令和3年度の地域要望 公開 5 区役所
654 5.1.11 市有水路敷境界確定図 公開 1 建設

655 5.1.11
公文書簿冊目録のうち、住民訴訟(平成26年度、
27年度、28年度、29年度、30年度)

公開 7 都計

656 5.1.11 **に係る、国及び市長あて全体設計承認申請書 都計 取下げ

657 5.1.12

都市計画法第29条第1項の規定に基づく開発行為
の許可（平成18年4月27日許可　許可番号　第
3411号　変第1598号　変第1634号　変第1654
号）に係る図書のうち、造成計画平面図

一部公開 都計 ②④

658 郵 5.1.12
内部通報で調査確認したすべての記録及び決定
文書(依頼者**)

拒否 行財 ①⑥

659 郵 5.1.12
**が内部通報した調査回答文書の記録および決
定文書及び保険福祉ｾﾝﾀｰ及び生活保護課の返答
文書(依頼者**)

拒否 区役所 ①⑥

660 郵 5.1.12
市長の手紙に対応した全ての文書及び決裁文(依
頼者**)

拒否 総企 ①

661 郵 5.1.12
○令和4年2月収受文書
○同上(令和3年10月)

一部公開 保福 ①

662 5.1.13 国有土地境界確定図 公開 1 建設
663 5.1.13 市有財産(道路区域内)境界明示図 公開 1 建設

664 郵 5.1.13
地域企業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室が保有する京煙だより
(令和5年新年度)

不存在 産観

665 5.1.13 地所間数取調書 公開 7 行財
666 5.1.13 企画提案書(令和4年8月18日付　**提出分) 一部公開 1 保福 ①②④
667 5.1.16 地所間数取調書 公開 4 行財
668 5.1.17 地所間数取調書 公開 7 行財
669 5.1.17 旧公図 公開 1 建設

都計648 5.1.6

652 郵 5.1.10 産観
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

霊山観音事件(課税処分無効確認事件)昭和31年
度及び当該事件の訴訟日誌

一部公開 1 行財 ①

○(昭和44年度)古都特別保存地区内における行
為の許可申請書(許可決定書)霊山観音協会
○同上(昭和49年度)
○同上((昭和45年度)(霊山観音協会責任役員))

一部公開 3 都計 ①②④

671 5.1.18 旧公図 公開 1 建設

○工事請負契約書(京都市本庁舎改修工事及び新
西庁舎(仮称)新築工事ただし、建築主体その他
工事)
○同上(電気設備工事)、(空調設備工事)、(衛生
設備工事)
○工事請負契約書(京都市新北庁舎(仮称)新築工
事ただし、建築主体その他工事)
○同上(電気設備工事)、(空調衛生設備工事)

以下の支出命令書及びその関連書類
○京都市本庁舎改修工事及び新西庁舎(仮称)新
築工事ただし、建築主体その他工事
○同上(電気設備工事)、(空調設備工事)、(衛生
設備工事)
○京都市新北庁舎(仮称)新築工事ただし、建築
主体その他工事

673 5.1.18 国有土地境界確定図 公開 4 建設
○通学路における合同点検の実施について(依
頼)(令和3年7月9日付文部科学省依頼文)
○同上に関する報告様式等について(令和3年7月
29日付文部科学省事務連絡)
○「通学路における合同点検」に関する令和3年
度末の実施状況の報告について(依頼)(令和4年4
月4日付文部科学省事務連絡)
○通学路における合同点検状況(令和3年9月30
日、同年10月31日、同年12月31日及び令和4年3
月31日時点)

公開 7

通学路安全対策要望箇所記入票 一部公開 1 ①

675 5.1.18

○推進体制の構築状況、通学路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
策定状況
○京都市通学路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(平成27年7月作
成)
○京都市通学路･児童の移動経路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ(令和3年3月作成)
○京都市通学路交通安全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ新旧対照表
○通学路安全対策要望箇所要望一覧(令和2年2月
～の対策要望箇所一覧)

公開 7 教育

通学路安全対策要望箇所記入票 一部公開 1 ①

未就学児が日常的に集団で移動する経路の交通
安全の確保の徹底について(令和元年6月19日付
内閣府他通知)

公開 1 教育

令和元年6月18日付府政共生160号ほか「未就学
児が日常的に集団で移動する経路の交通安全の
確保の徹底について」において、記載のある合
同点検に関する以下のもの。(令和元年～3年度
分)
･(内閣府通知による場合)施設からの回答をふま
え、警察･施設･道路管理者等で合同点検した際
の①施設回答がわかるもの、②危険個所(具体的
な内容)、③対策案等がわかるもの(個票･一覧)

不存在

71 行財 ②④

674 5.1.18 教育

670 5.1.17

672 郵 5.1.18 一部公開

5.1.18676

　　（備考欄の略号）
　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘

39



受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
･(内閣府通知によらない場合)警察･施設･道路管
理者等で合同点検した際の①危険個所(具体的な
内容)、②対策案等がわかるもの(個票･一覧)
･上記の合同点検をふまえ取りまとめたもの(合
同点検時に対策が決定されず、後日対策が決定
したものについてはそれも含む)
･(内閣府通知によらない場合)点検の実施につい
て、教育長･首長･上席の指示による場合はその
指示内容･指示した年月日がわかるもの

677 5.1.18
未就学児が日常的に集団で移動する経路の交通
安全の確保の徹底について(令和元年6月18日付
内閣府他通知)

公開 1 教育

令和元年5月8日に発生した大津市大萱6丁目交差
点における未就学児死傷事故を受けて実施した
もので、令和元年6月18日付府政共生160号ほか
「未就学児が日常的に集団で移動する経路の交
通安全の確保の徹底について」によらない交通
安全に関する取組であって、いわゆる「先行し
て実施している点検及び緊急安全点検」に関す
る以下のもの。

不存在

･点検対象、点検場所をはじめ点検項目･点検ﾎﾟｲ
ﾝﾄがわかるもの(要領の類)
･上記による点検結果･対策案がわかるもの(個票
および一覧)(点検時に対策が決定されず、後日
対策が決定したものについてはそれに含む)
･先行点検の実施について、教育長･首長･上席の
指示による場合はその指示内容･指示した年月日
がわかるもの

678 5.1.18

「通学路の交通安全の確保に向けた着実かつ効
果的な取組の実施状況の報告について(依頼)」
令和3年9月に文部科学省から依頼があり、国に
回答した以下のもの。
･国への回答
･上記の回答のうち、推進対策の構築状況におい
て、構築済みと回答した場合のその体制(通学路
安全推進会議等)の設置要綱(規約)の類。新規･
改定時の変更内容(新旧対照表等)がわかるもの
も含める。保管されているものすべて。

不存在 建設

･上記の回答のうち、推進体制の構築状況におい
て、構築済みと回答した場合のその体制(通学路
安全推進会議等)の会議に関する令和3年度及び4
年度の配布資料
･上記の回答のうち、推進体制の構築状況におい
て、構築済みと回答した場合のその体制(通学路
安全推進会議等)の会議に関する会議記録の類
(保管されているものすべて)

679 5.1.18

「緊急安全点検等の結果報告について(依頼)」
令和元年6月から7月頃に地方整備局から依頼が
あり、国に回答したいわゆる先行点検に関する
以下のもの。(令和元年中の同様調査も含む)
○未就学児が日常的に集団で移動する経路等の
交通安全の確保について
○様式2-2(R1.11.8報告)及び様式3(R1.11.8報
告)
○【55京都市】未就学児移動経路の対策状況
(R310末時点)
○緊急安全点検等の結果及び対策案の報告につ
いて

公開 3 建設

先行点検の実施について、教育長･首長･上席の
指示による場合はその指示内容･指示した年月日
が分かるもの

不存在
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680 5.1.18

令和元年6月18日付府政共生160号ほか「未就学
児が日常的に集団で移動する経路の交通安全の
確保の徹底について」において、記載のある合
同点検に関する以下のもの。(令和元年6月18日
付国道国技第37号国道環第29号「未就学児が日
常的に集団で移動する経路等の交通安全の確保
について」に添付)
なお、内閣府等通知によらない交通安全に関す
る取組みであって、複数の関係機関が合同点検
を行ったものについては対象に含める(令和元年
～3年度分)

不存在 建設

○(内閣府通知による場合)施設からの回答をふ
まえ、警察･施設･道路管理者等で合同点検した
際の、①施設回答がわかるもの、②危険個所(具
体的な内容)、③対策案等がわかるもの(個票･一
覧)
○(内閣府通知によらない場合)警察･施設･道路
管理者等で合同点検した際の①危険個所(具体的
な内容)、②対策案等がわかるもの(個票･一覧)
○上記の合同点検をふまえ取りまとめたもの(合
同点検時に対策が決定されず、後日対策が決定
したものについてはそれも含む)
○上記に関する国への報告の根拠となった国の
依頼文
○(内閣府通知によらない場合)点検の実施につ
いて、教育長、首長、上席(副市長)の指示によ
る場合はその指示内容･指示した年月日がわかる
もの

681 5.1.18

交差点等に整備した防護柵･車止め類の設置工事
に係る令和3年8月以降の工事実施分で工事が完
了しているもの(いわゆる官民境界側に設置した
ものは除くこと)未就学児対策･通学路対策等の
経緯は問わない
○交差点改良工事(外環状線)
○道設置工事(水垂上桂千他)(その1及びその2)
○交差点改良工事(藤ノ木町)
○同上(堀川寺之内)

公開 16 建設

○歩道整備工事(太秦経117号線)
○同上(二条停車場嵐山線他)
○交通安全施設整備工事(その1)
○舗装道補修(今宮門前通)
○交差点改良(三条小橋)
○歩道整備工事(佐井通他)
○同上(西大寺通)(その2)、(竹田街道他)
○3・3・5中山石見線道路改築(その19工事)
○桃山石田線石田大山交差点改良工事(その1及
びその2)

○御報告いただいた箇所への交通安全対策案
○(通知)未就学児が日常的に集団で移動する経
路の交通安全の確保の徹底について

公開 2

令和元年6月18日付府政共生160号ほか「未就学
児が日常的に集団で移動する経路の交通安全の
確保の徹底について」において、記載のある合
同点検に関する以下のもの。(令和元年～3年度
分)
･(内閣府通知によらない場合)点検の実施につい
て、教育長･首長･上席)の指示による場合はその
指示内容･指示した年月日がわかるもの

不存在

682 5.1.18 子若
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683 5.1.18

○散歩ｺｰｽなど児童移動路の安全点検調査の実施
について
○御報告いただいた箇所への交通安全対策案
○(通知)未就学児が日常的に集団で移動する経
路の交通安全の確保の徹底について

公開 3 子若

令和元年5月8日に発生した大津市大萱6丁目交差
点における未就学児死傷事故を受けて実施した
もので、内閣府通知等(令和元年6月18日付府政
共生160号ほか「未就学児が日常的に集団で移動
する経路の交通安全の確保の徹底について」)に
よらない交通安全に関する取組であって、いわ
ゆる「先行して実施している点検及び緊急安全
点検」に関する以下のもの。(令和元年度分)
･先行点検の実施について、教育長･首長･上席の
指示による場合はその指示内容･指示した年月日
がわかるもの

不存在

684 5.1.18

○「放課後児童ｸﾗﾌﾞの来所･帰宅経路の安全点検
の実施について(依頼)」(令和3年10月18日)に基
づき、本市から照会元へ提出したもの
○「放課後児童ｸﾗﾌﾞの来所･帰宅経路の安全点検
結果のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟについて」(令和4年5月25日)に
基づき、本市から照会元へ提出したものとその
根拠となるもの

公開 2 子若

「放課後児童ｸﾗﾌﾞの来所･帰宅経路の安全点検の
実施について(依頼)」(令和3年10月18日)に基づ
き、調査対象施設から本市へ提出されたもの

一部公開 1 ①②

○御報告いただいた箇所への交通安全対策案
○(通知)未就学児が日常的に集団で移動する経
路の交通安全の確保の徹底について

公開 2

令和元年6月18日付府政共生160号ほか「未就学
児が日常的に集団で移動する経路の交通安全の
確保の徹底について」において、記載のある合
同点検に関する以下のもの。(令和元年～3年度
分)
･(内閣府通知によらない場合)点検の実施につい
て、教育長･首長･上席の指示による場合はその
指示内容･指示した年月日がわかるもの

不存在

○散歩ｺｰｽなど児童移動路の安全点検調査の実施
について
○御報告いただいた箇所への交通安全対策案
○(通知)未就学児が日常的に集団で移動する経
路の交通安全の確保の徹底について

公開 3

令和元年5月8日に発生した大津市大萱6丁目交差
点における未就学児死傷事故を受けて実施した
もので、内閣府通知等(令和元年6月18日付府政
共生160号ほか「未就学児が日常的に集団で移動
する経路の交通安全の確保の徹底について」)に
よらない交通安全に関する取組であって、いわ
ゆる「先行して実施している点検及び緊急安全
点検」に関する以下のもの。(令和元年度分)
･先行点検の実施について、教育長･首長･上席の
指示による場合はその指示内容･指示した年月日
がわかるもの

不存在

687 5.1.18
○国有土地境界確定図
○市有財産(道路区域内)境界明示図

公開 2 建設

688 5.1.18 土地境界明示書 一部公開 1 行財 ①④

689 5.1.18
京都市職員の懲戒処分に関する指針(令和2年6月
改正)

公開 1 行財

685 5.1.18 子若

子若5.1.18686
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690 5.1.19
入札番号:469428　案件名:事業用地の樹木伐採
の入札公告、仕様書及び明細書

公開 3 行財

691 郵 5.1.19

2022年8月以降、2023年1月15日までの間におい
て、京都市中央卸売市場の卸売場にて販売され
た青森県産ｸﾛﾏｸﾞﾛ(出荷者が青森県大間町に所在
するもの、若しくは青森県漁業協同組合連合会
に販売を委託した大間漁協もしくは大間の漁業
者による出荷のもの)の数量(尾数及び重量)と販
売価格を記載した行政文書全て

不存在 産観

692 5.1.19

住宅政策課が保有する、京都市地域優良賃貸住
宅(高令者型)**に係る以下の文書
･国の地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領(平
成19年3月28日付国住備第162号)第25全体設計の
承認第1項に規定する市長から国あて全体設計承
認申請書及び第2項に規定する国から市長あて全
体設計承認通知書

不存在 都計

693 5.1.20 国有土地境界確定図 公開 1 建設
694 5.1.20 国有土地境界確定図 公開 1 建設
695 5.1.23 土地境界明示書 一部公開 1 行財 ①④

○国有土地境界確定図
○国有土地境界明示図

公開 5

国有土地境界確定図 一部公開 1 ①④

697 5.1.24
○国有土地境界確定図
○土地境界明示図

公開 2 建設

○(照会)PTA会費管理状況調査の実施について(e
ｱﾝｻｰ)
○PTA会費管理状況調査の実施について(依頼)
○PTA会費管理状況調査の結果について

公開 3

○PTA会費管理状況調査の回答結果一覧
○PTA会費管理状況調査の回答修正箇所

一部公開 2 ②④

699 5.1.24 地所間数取調書 公開 7 行財

建築計画概要書(令和4年11月7日から令和4年11
月27日まで)

公開 216

同上 一部公開 12 ①
同上 一部公開 5 ②④

701 郵 5.1.24 京煙だより(令和5年新年号) 一部公開 1 産観 ①②
702 5.1.25 金入り設計書 公開 2 上下水

703 5.1.26
1975年11月住宅局「楽只地区同和対策総合計画
についての試案」

不存在 都計

○養正市営住宅団地再生事業における整備戸数
○養正市営住宅入居者ｱﾝｹｰﾄ自由記載欄のご意見
等について

公開 2 (延)

養正市営住宅団地再生事業における現時点での
更新棟平面図、断面図、立面図

非公開 3 ⑥

養正地域の市営住宅建替事業の現居住者の希望ﾀ
ｲﾌﾟと調査結果及び現居住世帯の人数別戸数の調
査結果

不存在

5.1.26 都計

教育

5.1.23696 建設

700 5.1.24 都計

698 郵 5.1.24

704
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705 5.1.26

○(単価契約)令和4年度京都市ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ交付
関連業務従事者派遣
○(調達)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ等移送業務
○ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ事務ｾﾝﾀｰ(仮称)設置によるﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰ
ﾄﾞ業務の集約化について　検討資料
○「【京都市界隈】物件資料20201014(絞り込
み･詳細追記)PDF」

公開 4 文市

○(支出負担)ｶﾗｽﾏﾌﾟﾗｻﾞ21の定期建物賃貸借契約
について
○(契約)ｶﾗｽﾏﾌﾟﾗｻﾞ21の広告施設利用料の支払い
について
○(契約)証明書発行ｺｰﾅｰ及び各区役所･支所にお
けるﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ交付予約受付に係る運営業務
○同上(契約変更)
○(調達)京都市ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰにおける機械警
備業務委託について
○(契約)京都市ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰ清掃業務

一部公開 35
①②④⑤
⑥

○(支出負担)物品ﾄﾗｯｸ輸送(2ﾄﾝﾄﾗｯｸ　京都市内
～分庁舎･ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰ)
○(支出命令)物品ﾄﾗｯｸ輸送(ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ･旧市役所
証明書発行ｺｰﾅｰ･分庁舎～烏丸ﾌﾟﾗｻﾞ)の代金とし
て(2tﾄﾗｯｸ)
○同上(京都市各区役所～烏丸ﾌﾟﾗｻﾞ)(ﾄﾗｯｸ)
○同上(ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ･旧市役所証明書発行ｺｰﾅｰ･分庁
舎～烏丸ﾌﾟﾗｻﾞ)(荷役作業員)
○同上(京都市各区役所～烏丸ﾌﾟﾗｻﾞ)(荷役作業
員)
○(支出負担)物品ﾄﾗｯｸ輸送(荷役作業員　京都市
内～分庁舎･ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞｾﾝﾀｰ)
○(支出命令)ｶﾗｽﾏﾌﾟﾗｻﾞ21電気量(4月分)につい
て
○同上(6月分～3月分、令和4年4月分～12月分)

706 5.1.26

○京都市交通局非正規職員に(会計年度任用職
員)関する資料
○令和3年度交通局主催の技術職職員が受講対象
の研修について講師が誰か、外部講師が招いた
費用、研修資料

交通 取下げ

707 5.1.26
○京都市上下水道局非正規職(会計年度任用職
員)に関する資料
○京都市水道局請負事業に関する資料

上下水 取下げ

708 5.1.26

令和2年度～4年度
○会計年度任用教職員夏期期末手当支給要綱
○同上(年末期末手当)
○会計年度任用管理用務員及び会計年度任用給
食調理員夏期期末手当支給要綱
○同上(年末期末手当)
○会計年度任用職員に係る夏期期末手当支給要
綱
○同上(年末期末手当)
○会計年度任用職員　任用結果報告書

公開 20 教育

709 5.1.26

令和2年6月11日に公告された業務【公共下水道
管渠実施設計(その3)委託】の受託者を選定する
為に入札を行った際に配布された公告資料の
内、業務内容の記載がある書類

上下水 取下げ

710 5.1.26 道路境界明示ノ件 一部公開 1 建設 ①④
711 5.1.26 地所間数取調書 公開 8 行財
712 5.1.27 地所間数取調書 公開 3 行財
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713 5.1.27

○令和5年度教員採用試験　筆記試験実施要領
○同上((第1次試験)個人面接実施要項)、((個人
面接)質問例示集)、((個人面接)現場対応ﾛｰﾙﾌﾟﾚ
ｲ質問例示集)
○1次試験･個人面接におけるｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する
質問例示集
○個人面接評価票
○「論文試験」試験進行ﾏﾆｭｱﾙ
○指導案作成･模擬授業･模擬保育進行ﾏﾆｭｱﾙ
○「集団討議」進行ﾏﾆｭｱﾙ

公開 9 教育

令和5年度教員採用試験結果(基準点、合格点、
受験者最高点)

一部公開 1 ①

714 郵 5.1.30
公文書公開請求拒否決定通知書京都市指令行ｺ第
12号の決定書

拒否 行財 ①

715 郵 5.1.30 金入り設計書 公開 7 上下水

716 郵 5.1.30

○**の軽自動車税(種別割)申告書(報告書)
○同上(消滅用)
○**の軽自動車税(種別割)申告書(報告書)
○**及び**の課税情報

一部公開 4 行財 ①(延)

717 5.1.30
公文書簿冊目録のうち、特優賃関係補助金住民
訴訟事件(平成30年度及び平成31年度)

公開 3 都計

718 5.1.31 市有財産境界明示図 公開 1 建設
719 5.2.1 地所間数取調書 公開 6 行財

720 5.2.2
○国有土地境界確定図
○道路境界明示図

公開 4 建設

721 5.2.2 金入り設計書 公開 3 都計

722 郵 5.2.2

○令和3年7月京都市上下水道局･対応一覧表
○同上(令和4年1月及び7月)
○令和3年7月報告　刊行物単価資料
○同上(令和4年1月報告及び7月報告)

一部公開 6 上下水 ②

723 郵 5.2.2
令和2年度及び3年度の給水装置工事及び補助配
水管工事の算定基準

上下水 取下げ

724 郵 5.2.2
京都市教育相談総合ｾﾝﾀｰに係る施設賠償責任保
険の証券及びそれに付随する書類

教育 取下げ

国有土地境界確定図 公開 2
土地境界明示図 一部公開 1 ①④
同上 一部公開 1 ①②④

726 5.2.3

都市計画法第29条第1項の規定に基づく開発行為
の許可(平成6年3月22日付け許可　第2120号、平
成6年9月27日付け変更許可　変第1285号)に係る
図書のうち、造成計画平面図、公共施設の新旧
対照図及び位置図　公図一部写

一部公開 3 都計 ②④

727 郵 5.2.3
令和4年4月1日から令和4年12月31日までに営業
許可申請のあった環境衛生営業施設一覧(理容
所･美容所･ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所)

保福 取下げ

728 郵 5.2.3
新規許可施設一覧(令和4年4月1日から令和4年12
月31日までに許可を受けたもの)

一部公開 1 保福 ①②

729 5.2.3 国有土地境界確定図 公開 1 建設

730 5.2.3
消防局本部庁舎の敷地内における喫煙の取扱い
変更について

公開 1 消防

731 5.2.3
住宅地造成事業法に基づく認可(昭和44年6月11
日付け認可　認可番号第33号)に係る図書のう
ち、施工位置図、計画平面図、排水計画平面図

公開 3 都計

732 5.2.3 **の市長表敬訪問について(令和4年12月21日付) 一部公開 1 環境 ①②

725 5.2.2 建設
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

○意見交換資料(学生主体の地域課題解決事業に
ついて令和3年9月)
○事業企画書(学生主体の地域課題解決事業令和
3年11月)

公開 2

京都市と**との「大学のまち京都･学生のまち京
都」の推進に関する連携協定について

一部公開 1 ②④

734 5.2.3 寄附受納について(京都ｺﾝｻｰﾄﾎｰﾙ喫煙設備) 一部公開 1 文市 ②④
735 5.2.3 寄附受納について(喫煙設備) 一部公開 1 文市 ②④

736 5.2.3
元離宮二条城内に設置する喫煙設備の取扱いに
ついて

一部公開 1 文市 ②④

寄付申出書(令和5年2月1日付け) 公開 1

○寄付受納について(JR西大路駅南側喫煙場所)
○喫煙設備の取扱いに係る覚書別紙について

一部公開 2 ①②④

738 5.2.3
地域企業ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室が保有する京煙だより
(令和5年新年号)

産観 取下げ

739 5.2.3 新水産棟内の喫煙専用室の運用開始について 公開 1 産観

740 5.2.3
産業医科大学の受動喫煙防止対策の調査に係る
依頼文(令和4年10月28日付け)及び本市回答書

一部公開 1 保福 ①②

741 郵 5.2.6

○道路の区域決定･供用開始･告示について
○道路の区域変更･供用開始･告示について
○市道路線の認定等、道路の区域変更等の告示
について
○市道路線の廃止等の告示について
○道路の供用開始･告示について

公開 10 建設

742 5.2.6
○「(仮称)京都御室花伝抄新築計画」用途許可
に係る公聴会　意見聴取記録
○同上(「(仮称)相国寺門前町計画」)

公開 2 都計

平成22年度**団地に係る
○地域優良賃貸住宅供給計画認定通知書
○地域優良賃貸住宅　賃貸計画承認通知書

公開 2 (延)

**に係る以下の文書
○地域優良賃貸住宅　供給計画認定申請書
○地域優良賃貸住宅　賃貸計画承認申請書

一部公開 2 ①②④

京都市地域優良賃貸住宅(高令者型)**に係る以
下の文書
･地域通両賃貸住宅　管理契約承認申請書
･同上(管理契約承認通知書)
･全体設計承認申請書
･同上(通知書)
･完了実績報告書
･整備事業補助金交付申請書
･同上(補助額確定通知書)
･利子補給対象事業認定申請書
･同上(認定通知書)
･利子補給金交付申請書
･同上(交付決定通知書)

不存在

744 郵 5.2.6
公文書公開請求拒否決定通知書京都市指令企市
広第2号の決定書

拒否 総企 ①

745 郵 5.2.6
公開請求拒否決定通知書京都市指令北地第38号
の決定書

拒否 区役所 ①

746 5.2.7
御池通ｼﾝﾎﾞﾙﾛｰﾄﾞ整備工事に係る歩道照明灯A1、
灯具及び蛍光ﾗﾝﾌﾟの仕様書並びに配線図及び箇
所図

一部公開 5 建設 ①④

743 5.2.6

733 5.2.3 総企

737 5.2.3 文市

都計
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　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘

46



受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

747 郵 5.2.7

①直近10年間の、「心中以外の虐待死」と「心
中による虐待死」の年度ごとの件数
②京都市の児童相談所等において、年度ごと
に、厚生労働省からの照会で報告した虐待死の
数。また、虐待と「確定した数」と「疑いの
数」にわけてある数。直近10年間
③虐待死の数を報道する際に使用された報道資
料
④②に記載されている、厚生労働省からの照会
文書
④②の「疑いの数」について、厚生労働省から
虐待と認定したと報告が来た件数

子若 取下げ

748 5.2.8
住宅地造成事業法による認可(昭和43年4月1日付
認可認可番号第18号)に係る花園団地計画平面図

公開 1 都計

749 5.2.8 国有土地境界確定図 公開 1 建設

「(支出負担)令和6基準年度評価替えに係る標準
宅地等の鑑定評価に関する業務の委託につい
て」に係る、決定書、契約書、仕様書、実施計
画書及び標準宅地の一覧表

一部公開 5 ②④

令和6年度固定資産(土地)評価替えに係る令和4
年度の標準宅地の鑑定評価業務に関する次の書
面等
･予定価格に関する決裁書
･報酬支払いに関する決裁書(中間金等に関する
完了届、請求書、支出命令書等を含む。)

不存在

751 5.2.9

○「小規模多機能型居宅介護事業所**(仮称)」
分について
補助事業事前協議書(施設整備補助)、補助事業
事前協議書(解説準備経費等補助)
○「**(仮称)」分について
補助事業事前協議書(開設準備経費等補助)、付
近見取図、平面図

一部公開 5 保福 ①②④

752 5.2.9
令和5年度予算案で助成する**の建物概要がわか
る資料

子若 取下げ

建築計画概要書(令和4年11月28日から令和4年12
月18日まで)

公開 251

同上 一部公開 34 ①
同上 一部公開 2 ②④

754 5.2.9
令和2年6月11日に公告された業務【公共下水道
管渠実施設計(その3)委託】を受託した者が作
成･納品した成果品の内、報告書及び図面

上下水 取下げ

755 5.2.9 支出負担行為書 公開 11 教育
756 5.2.10 金入り設計書 公開 3 都計
757 5.2.10 土地境界明示図 公開 1 建設

758 5.2.10
住宅地造成事業法による認可(認可年月日昭和45
年1月29日認可番号第50号)に係る計画平面図

一部公開 1 都計 ①④

759 郵 5.2.10

令和2年度～令和4年度
･入庁された保健師資格の職員数
･退職された保健師資格の職員数
･退職された入庁5年以内の保健師資格の職員数
･保健師資格の職員総数

不存在 行財

753 5.2.9 都計

750 郵 5.2.8 行財
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
ﾊﾗｽﾒﾝﾄの相談状況(令和2年度) 公開 1

･令和2年度～4年度の京都市ﾊﾗｽﾒﾝﾄ調査委員会で
処理を行った件数
･令和2年度～4年度の京都市情報館で公表されて
いるｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ･ﾊﾟﾜｰﾊﾗｽﾒﾝﾄ･妊娠･出産･育児休
業等のそれぞれの相談数のうち同委員会で処理
がなされたそれぞれの数
･令和2年度～4年度の同委員会で処理を行った件
数のうちﾊﾗｽﾒﾝﾄと該当(認定)となった件数

不存在

761 郵 5.2.10
令和3年度一般国道162号(川東第2工区)橋梁詳細
設計等業務委託にかかる報告書及び図面

一部公開 2 建設 ①②

762 5.2.10 金入り設計書 公開 9 都計

○京都市立幼稚園管理職昇任先行実施要綱
○京都市立小･中･小中学校管理職昇任選考実施
要綱
○同上(主幹教諭)、(指導教諭)
○京都市立高等学校管理職昇任選考実施要綱
○同上(主幹教諭･指導教諭)、(総合支援学校管
理職)、(総合支援学校副教頭)、(総合支援学校
主幹教諭)、(総合支援学校指導教諭)
○令和5年度　京都市立学校管理職等選考試験日
程(令和4年度実施)
○令和5年度　昇任候補者推薦書(幼)
○同上(小･中･小中)、(総支)、(高)

○自己ｱﾋﾟｰﾙ書
○令和5年度京都市立学校校長候補選考試験論文
1及び論文2(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ)
○同上(教頭)、(主幹教諭)、(指導教諭)、(高等
学校校長)、(高等学校教頭)、(高等学校主幹教
諭)、(総合支援学校副教頭)、(幼稚園園長)、
(幼稚園教頭)
○令和4年度　京都市立学校管理職等選考試験結
果(令和3年度実施)

764 5.2.13 国有土地境界確定図 公開 1 建設
765 5.2.13 地所間数取調書 公開 3 行財
766 5.2.13 地所間数取調書 公開 10 行財

767 5.2.14
都市計画法による開発行為の許可(昭和54年12月
26日付第1427号)のうち、計画平面図及び新旧公
共施設対照図

一部公開 1 都計 ①④

768 5.2.14 国有土地境界確定図 公開 1 建設

769 5.2.14
**名義で行った2019年1月1日から2023年1月24日
までの間の戸籍謄本抄本･住民票等の職務上請求
の用紙

不存在 文市 (延)

770 5.2.15 土地境界明示図 公開 1 建設

771 5.2.15
京都府から受信したﾒｰﾙ(事務連絡)計311件(電磁
的記録)[令和2年12月18日から令和4年3月10日受
信分]

公開 311 保福

772 5.2.15 国有土地境界確定図 公開 2 建設
773 5.2.16 国有土地境界確定図 公開 5 建設
774 5.2.16 地所間数取調書 公開 1 行財
775 5.2.17 金入り設計書 公開 1 上下水

776 5.2.17
住宅地造成事業法による認可(昭和42年3月7日付
け認可認可番号第6号)のうち、平面計画図

公開 1 都計

郵 5.2.10 教育公開 37763

行財760 郵 5.2.10
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考

**に係る、地域住宅交付金総括表(平成22年
度)、地域住宅交付金単年度交付額算定票(平成
22年度)及び社会資本整備総合交付金調書(平成
23年度～令和4年度)

公開 5 (延)

住宅政策課が保有する、京都市が**に交付した
地優賃補助金(利子補給)について、京都市長か
ら国に対して申請した補助金交付申請書類のう
ち、補助金の名称及び金額がわかるもの

不存在

778 郵 5.2.17
(単価契約)南部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ焼却残灰運搬業務仕様
書

公開 1 環境

779 5.2.17
朱雀公園ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ北面使用及び南北全面使用につ
いて(依頼)(令和2年度～4年度)

公開 3 教育

市街灯中Ⅿ26-43の写真 公開 1
勤務実績簿 一部公開 1 ①

781 郵 5.2.20
○令和2年度土木工事の単価設定根拠表(前期改
定単価)
○同上(主要資材単価)令和3年7月

公開 2 建設

782 郵 5.2.20
○令和4年1月京都市上下水道局･対応一覧表
○令和4年1月報告　刊行物単価　資料

公開 2 上下水

783 5.2.20 市有財産境界明示図 公開 1 建設

784 5.2.20
○国有土地境界確定図
○市有財産境界明示図

公開 2 建設

785 5.2.20
京都市男女共同参画ｾﾝﾀｰ(ｳｨﾝｸﾞｽ京都)の有効活
用に係るｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ型市場調査の参加申込書及び
提案書

一部公開 6 文市 ②④⑥

786 5.2.20 地所間数取調書 公開 4 行財

787 5.2.20 国有土地境界確定図 公開 2 建設

788 5.2.20
平成27年6月頃の京都市山ノ内浄水場解体工事に
伴う、工事代金、工事期間、元請負、下請負業
者、説明会関連資料等が分かる書類

上下水 取下げ

789 5.2.21

○議案番号第5号(別紙2)(仮称)京都御室花伝抄
計画意見聴取まとめ
○「(仮称)京都御室花伝抄新築計画」用途許可
に係る公聴会　意見聴取記録
○同上(「(仮称)相国寺門前町計画」)
○議案番号第6号(別紙2)(仮称)相国寺門前町計
画　意見聴取まとめ

公開 4 都計

建築計画概要書及び建築基準法令による処分等
の概要書

公開 2

工事監理者届 一部公開 1 ②④
791 5.2.22 土地境界明示書 一部公開 1 行財 ①④

792 5.2.22
【京都府照会】地方公共団体の関係する分煙施
設整備の取組状況について(回答)

一部公開 1 行財 ⑥

○ﾊﾟﾈﾙ用画像
○ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ案

公開 2

寄付受納について(JR山科駅前喫煙場所) 一部公開 1 ①②

794 5.2.22
○京都ﾏﾗｿﾝ2021　ご協賛･ご協力申込書
○同上(2022)

一部公開 2 文市 ①②④

**新春役員･総代･女性部幹事合同研修懇親会
市長挨拶骨子

公開 1

(市長日程資料)**令和5年新春役員･総代･女性部
幹事合同研修懇親会について

一部公開 1 ①②

796 5.2.22
受動喫煙防止に関する啓発広告に係る、京都受
動喫煙防止対策事業者連絡協議会事務局からの
原稿ﾃﾞｰﾀ(令和4年12月29日京都新聞朝刊掲載)

公開 1 保福

795 5.2.22 産観

780 5.2.20 建設

790 郵 5.2.21 都計

777 5.2.17 都計

793 5.2.22 文市
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797 5.2.22

健康長寿企画課が**と令和2年4月1日に締結した
「京都市受動喫煙防止対策相談･届出専用窓口」
の委託に係る報告文書(問い合わせ報告(令和2年
度分))

一部公開 1 保福 ①②⑥

高齢者向け優良賃貸住宅　供給計画認定通知書
(平成18年度**団地)

公開 1 (延)

**に係る、高齢者向け優良賃貸住宅　供給計画
認定申請書

一部公開 1 ①②④

住宅政策課が保有する、京都市高令者向け優良
賃貸住宅又は京都市地域優良賃貸住宅**に係
る、以下の文書
･市長あて全体設計承認申請書、事業者あて全体
設計承認通知書
･国あて全体設計承認申請書、市長あて全体設計
承認通知書

不存在

799 5.2.22

住宅政策課が保有する、**及び**に係る以下の
文書(H19年度～H23年度)
①京都市が、交付決定した補助金(整備事業･利
子補給･家賃減額)の決定通知書類のうち、表
紙、実績額及び補助額がわかるもの
②京都市長から国に申請した上記①に係る補助
金交付申請書類のうち、表紙、計算の統括表、
実績報告の総括表及び実績額がわかるもの

不存在 都計 (延)

苦情処理ｶｰﾄﾞ　様式2(令和4年度左京区　No.11-
21からNo.11-29まで)

一部公開 1 ①②

公害苦情処理取扱要領 公開 1
801 5.2.27 国有土地境界確定図 公開 1 建設

802 郵 5.2.27

交通局と**との連絡運輸に係る**が定めた以下
の文書
･旅客連絡運輸規則別表
･旅客運輸取扱基準規定及びその別表

不存在 交通

803 5.2.27

令和4年度第9回都市建築審査会(令和5年2月17日
開催)で委員に配布された資料のうち、意見聴取
(京都市歴史的建築物の保存及び活用に関する条
例第4条第2項に基づく登録(湯川秀樹旧宅))に関
するもの

一部公開 1 都計 ④

建築計画概要書(令和4年12月19日から令和5年1
月15日まで)

一部公開 187

同上 一部公開 11 ①
805 郵 5.2.28 国有土地境界確定図 公開 1 建設

保険証券等 公開 8
同上 一部公開 3 ①②

807 5.3.1 国有土地境界確定図 公開 2 建設
808 5.3.1 鏡山保育園(仮称)整備助成事業に係る図面 一部公開 1 子若 ④
809 5.3.1 土地境界明示書 公開 1 行財
810 5.3.1 地所間数取調書 公開 6 行財
811 5.3.1 金入り設計書 公開 2 都計

812 5.3.2

京都市高令者向け優良賃貸住宅又は京都市地域
優良賃貸住宅(高令者型)**に係る以下の文書
･国の地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領(平
成19年3月28日付国住備第162号)第25全体設計の
承認第1項に規定する市長から国あて全体設計承
認申請書及び第2項に規定する国から市長あて全
体設計承認通知書

不存在 都計

環境800 5.2.22

5.2.28 教育

804 5.2.28 都計

806 郵

798 5.2.22 都計
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813 5.3.2

京都市地域優良賃貸住宅(高令者型)**に係る以
下の文書
･国の地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領(平
成22年3月30日付国住備第272号)第24全体設計の
承認第1項に規定する市長から国あて全体設計承
認申請書及び第2項に規定する国から市長あて全
体設計承認通知書

不存在 都計

814 5.3.3
2009年から2019年に**が伏見消防団淀分団に在
籍していた時の手当て支給簿

消防 取下げ

ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ票 一部公開 1 ①(延)

全数を明示したうえで、かがやき職員及び元職
員が作成したﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ票の内、支援対象者の体型
について「細身」あるいは「痩せている」と書
かれているﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ票

却下

個別支援計画書 一部公開 1 ①(延)

全数を示したうえで以下に該当する公文書
･かがやき職員及び元職員が作成している個別支
援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄの内、
発達障害者支援として
①「構造化」が行われていると判断する事が出
来る個別支援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ
ｼｰﾄ
②同上(「TEACCHプログラム」)、(「T-TAPによ
るｱｾｽﾒﾝﾄ」)、(「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」)

・京都障害者職業ｾﾝﾀｰ職員及び元職員(職業ｶｳﾝｾ
ﾗｰ)が作成している職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
計画の内、発達障害者支援として
①「構造化」が行われていると判断する事がで
きる職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画
②同上(「TEACCHプログラム」)、(「T-TAPによ
るｱｾｽﾒﾝﾄ」)、(「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」)

全数を示したうえで以下に該当する公文書
･**かがやき元職員が作成している個別支援計画
書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄの内、発達障
害者支援として
①「構造化」が行われていると判断する事が出
来る個別支援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ
ｼｰﾄ
②同上(「TEACCHプログラム」)、(「T-TAPによ
るｱｾｽﾒﾝﾄ」)、(「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」)

不存在

･**元職員が作成している個別支援計画書及び個
別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｼｰﾄの内、発達障害者支援
として
①「構造化」が行われていると判断する事が出
来る個別支援計画書及び個別評価･支援ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ
ｼｰﾄ
②同上(「TEACCHプログラム」)、(「T-TAPによ
るｱｾｽﾒﾝﾄ」)、(「ﾜｰｸｼｽﾃﾑ･ｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」)

817 5.3.3 地所間数取調書 公開 4 行財

818 5.3.3
建築確認等受付ｶｰﾄﾞ(89下0420)H2年6月15日完了
届が出されH2年6月22日完了不備についての不備
内容についての詳細

不存在 都計

819 5.3.3 金入り設計書 公開 1 上下水
820 5.3.3 国有土地境界確定図 公開 1 建設
821 5.3.3 地所間数取調書 公開 4 行財

822 郵 5.3.6
建築計画概要書及び建築基準法令による処分等
の概要書

公開 2 都計

823 5.3.6 国有土地境界確定図 公開 2 建設

824 郵 5.3.7
○市有財産境界明示図
〇土地境界明示図

公開 2 建設

815 郵 5.3.3 保福

816 郵 5.3.3 保福

却下
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825 5.3.8 国有土地境界確定図 公開 2 建設
826 5.3.8 地所間数取調書 公開 4 行財
827 郵 5.3.8 保険証券等 公開 1 文市

金入り設計書 公開 1
三社見積り表 一部公開 1 ②

829 5.3.8 国有土地境界確定図 公開 1 建設

○平成26年10月31日付け輸入承認申請書
〇平成30年12月1日付け共同保護計画実施状況報
告書
○同上(令和元年12月付け)、(令和2年11月24日
付け)、(令和4年11月30日付け)

公開 5

○同上(令和3年12月3日付け) 一部公開 1 ①②
831 5.3.9 国有土地境界確定図 公開 1 建設

832－1 郵 5.3.9 御香宮前公衆ﾄｲﾚ解体撤去工事の日程について 一部公開 1 環境 ①②

○京都市職員ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進指針
〇同上(概要)

公開 2 (延)

○京都市ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練に伴う広報媒体について
○同上(令和2年度)
○避難場所における新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の感染拡
大防止についての、市民周知のﾁﾗｼの作成及び配
布について
○避難所等における新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の流行拡
大防止についての市民周知ﾁﾗｼの配布について
(依頼)
○出水期に向けた市民周知ﾁﾗｼの配布に係るかが
み文の作成について
○我が家の防災行動計画「ﾏｲ･ﾀｲﾑﾗｲﾝ」ﾘｰﾌﾚｯﾄ及
び回覧ﾁﾗｼの作成について

公開 7

「京都駅東部･東南部ｴﾘｱの地域向け広報誌
『5to9』の回覧について」(依頼)

公開 4

令和3年度山科団地「健康ｲﾍﾞﾝﾄ」に関するﾎﾟｽﾀｰ
の掲示･ﾁﾗｼの配布について(協力のご依頼)

一部公開 36 ①②

○令和2年度左京区まちづくり活動支援交付金交
付事業の完了に伴う交付金額の決定について(自
治連情報伝達･共有のIT化)
○左京区市政懇談会･区長懇談会会場費に係る支
出命令書
○左京区共同募金決算書
○左京区赤十字奉仕団決算書

一部公開 16 ①②④

○左京区区長懇談会当日資料
○同上(市政懇談会)
○左京区市政懇談会･区長懇談会会場費に係る支
出命令書

公開 16

832－4

○平成31年度集団検診回覧ﾁﾗｼの作成について
○平成31(2019)年度　集団検診開催案内回覧ﾁﾗｼ
配布依頼文について
○集団検診案内回覧ﾁﾗｼ配布の依頼について
○令和2年度「集団健診」休止の回覧ﾁﾗｼの作成
について
○令和2年度集団健診の全日程中止に係る回覧チ
ラシの配布依頼について
○令和2年度「集団健診」中止の回覧チラシの作
成について
○令和4年度集団健診回覧ﾁﾗｼの作成について

公開 7 保福

832-2 行財

832-2 総企

832－3 区役所

郵 5.3.8

828 5.3.8 都計

830 文市
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○平成30年度～令和4年度の熱中症予防啓発のﾁﾗ
ｼの配布協力依頼について
○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に係る周知ﾁﾗｼ(回覧、配
架)の作成について
○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止に係る啓発ﾋﾞﾗの送
付について(依頼)
○同上(2回目)
○H30,R2,R4の京都市民生児童委員連盟理事会議
題について
○各種がん検診のご案内(乳がん巡回健診のご案
内)について(R3,R4)
○がん検診に係る広報物の作成について(R1)
○「平成30年度京都市がんｾｯﾄ健診のご案内」の
作成について
○各種がん検診のご案内の作成について(R1,R2)

公開 25

○各種がん検診のご案内の作成について(がんｾｯ
ﾄ健診のご案内)(R3)
○各種がん検診のご案内(がんｾｯﾄ健診のご案内)
について(R4)
○令和3年度胃がん検診回覧ﾋﾞﾗの作成について
○令和4年度「胃がん検診回覧ﾋﾞﾗ(ご案内)」の
作成について
○同上(大腸がん)
○大腸がん郵送検診に係る申込はがき付き案内ﾁ
ﾗｼの作成について(H30,R1)
○大腸がん検診回覧ﾋﾞﾗの作成について(R2,R3)

令和4年度　熱中症予防啓発ﾁﾗｼ　納品先一覧(学
区会長等宅)

一部公開 1 ①

○平成31年～令和5年の狂犬病予防集合注射に係
るﾘｰﾌﾚｯﾄの配布について(依頼)

公開 5

○市政広報物(京都市広報掲示ﾎﾟｽﾀｰ及び回覧ﾁﾗｼ
等)の市民しんぶんとの同時配送手続について
(通知)
○京都市市政協力委員連絡協議会代表者会議に
係る支出命令書

一部公開 15 ①②④

○京都市市政協力委員連絡協議会代表者会議に
係るｼﾅﾘｵの別紙のうち、行政側出席者一覧
○京都市市政協力委員連絡協議会代表者会議に
係る支出命令書
○「京都市市政協力委員連絡協議会代表者会
議」「市長との懇談会」の配布資料一式

公開 15

秋の嵐山交通対策に係る地元周知のﾁﾗｼの送付に
ついて

公開 1

○工事のお知らせについて(令和4年度　西賀茂
蛙ケ谷森林再生工事)決定書及び配布ﾋﾞﾗ
○同上(西賀茂蛙ケ谷管理道整備工事)

一部公開 2 ①②

○ﾁﾗｼの回覧依頼に関する送付状
〇補助制度回覧ﾁﾗｼ「令和3年度耐震･防火改修に
対する補助制度があります！」

一部公開 19 ①

832－5 文市

832-6 都計
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832－7

○淀排水機場の試運転に伴うお知らせﾋﾞﾗの配布
について
○同上(試運転日程変更)の配布について
○地元周知ﾋﾞﾗの配布について(善峰川浚渫等工
事)
○ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(東高瀬川親水護岸工事整備)のｱﾝｹｰﾄ
について
○工事案内ﾋﾞﾗの配布(令和元年度　高瀬川改修
工事)
○測量調査実施のお知らせについて(善峰川認定
道路測量設計業務委託)
○ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査実施のお知らせについて(都市基
盤河川　善峰川護岸他詳細設計業務委託)

公開 25 建設

○工事ﾋﾞﾗの配布について(東高瀬川他河川維持
補修工事)
○同上(白川浚渫及び改修工事)
○測量作業のお知らせﾋﾞﾗの配布について(高瀬
川測量設計業務委託)
○ﾌｫｰﾗﾑ案内ﾋﾞﾗについて【高瀬川測量設計業務
委託】
○第2回菊浜高瀬川ﾌｫｰﾗﾑ(座談会)の開催案内に
ついて
○「西野山川河川工事のお知らせ」について(配
布)(都市基盤河川改修事業西野山川改修(その3)
工事)
○第2回菊浜高瀬川ﾌｫｰﾗﾑ(座談会)開催中止の案
内について
○高瀬川改修工事に伴う樹木整備に関するｱﾝｹｰﾄ
調査等の説明会の開催の案内について
○第2回菊浜高瀬川ﾌｫｰﾗﾑ(座談会)の開催の案内
について　高瀬川測量設計業務委託(五条通～七
条通南)
○工事ﾋﾞﾗについて　高瀬川改修工事
○工事のお知らせﾋﾞﾗについて(都市基盤河川改
修事業　新川改修(その7)工事)

○地元周知ﾋﾞﾗについて【角子橋他1橋補修工
事】
○同上(【紅葉橋補修工事】)

2

○道路側溝等の補修工事のお知らせについて(排
水路補修工事･京都市伏見区醍醐東合場町他　地
内)
○お知らせﾋﾞﾗについて(長辻通舗装復旧工事他)
○同上((工期延期)(長辻通舗装復旧工事他)
○試験堀削調査のお知らせについて(後院通電線
共同溝詳細設計業務委託)
○同上(銀閣寺道電線共同溝詳細設計業務委託)
○無電柱化事業に伴う舗装工事等のお知らせに
ついて(地元周知ﾋﾞﾗ)

12

○測量のお知らせﾋﾞﾗについて(醍醐辰巳地区測
量業務委託)
○試堀作業に係るお知らせﾋﾞﾗについて【河原町
通電線共同溝詳細設計業務委託について】
○同上(【清水道(茶わん坂)電線共同溝予備設計
業務委託について】)
○同上(【大手筋通電線共同溝詳細設計業務委託
について】)

○試験掘削調査のお知らせについて【清水道(茶
わん坂)電線共同溝予備設計業務委託】
○架空線調査のお知らせﾋﾞﾗについて【令和3年
度河原町通電線共同溝調査設計業務委託】
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件数 所 管 備 考
○お知らせﾋﾞﾗの配布について(河川改良工事(竹
田川))
○工事のお知らせﾋﾞﾗについて(歩道整備工事(山
科西野経18号線他))

公開 2

○工事延期に係るお知らせﾋﾞﾗについて(伏見西
部第五地区　承水路整備工事(その7))
○同上(伏見区西部第五地区　承水路浚渫工事)
○埋蔵文化財発掘調査のお知らせﾋﾞﾗについて
(調査期間延長)(伏見西部醍醐地区土地区画整理
事業に伴う埋蔵文化財発掘調査業務委託)

公開 3

○工事等の周知について(東本願寺前市民緑地整
備)
○植栽工事のお知らせについて(危険木対策(東
堀川通))
○同上(奥海印寺)、(街路樹危険木対策工事(奥
印寺納所線))、(街路樹危険木対策工事(東堀川
通))、(七条通)

公開 13

○雨庭工事着手のお知らせについて(雨庭整備工
事その1(北野白梅町)、雨庭整備工事その2(北野
白梅町他))
○同上(雨庭整備工事_東大路仁王門)、(雨庭整
備工事_九条大石橋)
○周知ﾋﾞﾗ配布について(街路樹危険木対策工事:
紫明通)
○同上(街路樹等育成管理(13西京区南部)業務委
託(福西東通))
○桂坂学区ﾌｫﾙﾄの維持管理に関する周知につい
て(桂坂学区ﾌｫﾙﾄ)
○周知ﾋﾞﾗの配布について(大宮通街路樹のご説
明)

832－8

平成30年以降現在に至るまでに、市政協力委員
を介さずに市政広報印刷物や回覧ﾁﾗｼ等を回覧等
したことがわかる文書。ただし、学校園からの
配布物は除く。

不存在 教育

832－9
平成30年以降現在に至るまでに、市政協力委員
を介さずに市政広報印刷物や回覧ﾁﾗｼ等を回覧等
したことがわかる文書。

不存在 選管

832－10 同上 不存在 監査
832－11 同上 不存在 人事委
832－12 同上 不存在 農業
832－13 同上 不存在 資評

833 5.3.9

○令和2年度(単価契約)道路照明灯維持補修業務
委託(西部土木事務所)単価契約　工事記録写真8
月分、10月分
〇同上(令和3年度)(工事記録写真10月分、12月
分)、(令和4年度分)(工事記録写真1月分、2月
分、4月分、6月分、11月分)
○令和2年度～4年度の(単価契約)道路照明灯維
持補修業務委託(西部土木)単価表

公開 12 建設 (延)

834 5.3.9 地所間数取調書 公開 27 行財
835 5.3.10 国有土地境界確定図 公開 2 建設
836 5.3.10 喫煙設備の取扱いに係る覚書別紙について 一部公開 1 文市 ①②④
837 5.3.10 旅館業施設一覧(令和5年2月末時点) 一部公開 1 保福 ①②(延)
838 5.3.10 地所間数取調書 公開 4 行財
839 5.3.14 地所間数取調書 公開 9 行財
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840 郵 5.3.14

○平成31年度/令和元年度に入庁された保健師資
格の正規職員数
○同上(退職された)、(退職された入庁5年目以
内の)
○平成31年度/令和元年度の保健師資格の正規職
員の総数
○同上(会計年度任用職員)、(派遣職員を含むｱﾙ
ﾊﾞｲﾄ･臨時的任用職員)
○令和2年度～4年度に入庁された保健師資格の
正規職員数
○同上(退職された)、(退職された入庁5年目以
内の)
○令和2年度～4年度の保健師資格の正規職員の
総数
○同上(会計年度任用職員)、(派遣職員を含むｱﾙ
ﾊﾞｲﾄ･臨時的任用職員)

行財 取下げ

841 5.3.15 地所間数取調書 公開 15 行財

建築計画概要書(令和5年1月16日から令和5年2月
5日まで)

公開 235

同上 一部公開 19 ①
同上 一部公開 4 ②④

843 郵 5.3.16 金入り設計書 公開 2 都計

844 5.3.16

･京都市営ﾊﾞｽにおける停留所間の利用状況が分
かる資料
･京都市営ﾊﾞｽにおける直近5ないし10年度間の収
支状況が分かる資料
･京都市営地下鉄延伸計画(烏丸線、東西線とく
に東西線洛西方面延伸)の詳細が分かる資料

交通 取下げ

845 5.3.17 金入り設計書 公開 6 上下水
846 5.3.17 地所間数取調書 公開 33 行財
847 郵 5.3.17 金入り設計書 公開 1 上下水

848 5.3.17

令和4年度第10回京都市建築審査会における説明
資料のうち、(仮称)京都御室花伝抄計画及び(仮
称)相国寺門前前町計画に係る計画に関する資料
(申し入れ書に関する部分は除く。)

一部公開 1 都計 ②④

849 5.3.20

宅地造成等規制法に基づく許可(昭和42年10月11
日付け許可　許可番号　第42-18号)に係る図書
のうち、平面図　案内図　字限図、断面図及び
構造図

公開 4 都計

850 郵 5.3.20 金入り設計書 公開 7 上下水
851 郵 5.3.20 建築計画概要書及び建築確認台帳 都計 取下げ

852 郵 5.3.20

「市有地の売却について(京都市右京区京北細野
町北谷35番35番、藏谷5番)」のうち価格根拠資
料(価格算定書及び不動産鑑定評価書の本文部
分)のみ

一部公開 1 行財 ①②④

853 5.3.20

令和4年度第10回京都市建築審査会(令和5年3月
17日開催)で委員に配布された資料のうち、同意
(建築基準法第3条第1項第3号の規定に基づく指
定(湯川秀樹旧宅))に関するもの

一部公開 1 都計 ④

854 5.3.22 地所間数取調書 公開 13 行財

855 5.3.22
○国有土地境界確定図
○市有財産(道路区域内)境界明示図

公開 3 建設

856 5.3.22
**及び**に係る指定障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所指定申
請書及び添付書類

一部公開 4 保福 ①②④

857 5.3.22
○**の訪問介護、介護型ﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽの指定申請に
係る書類
○**の訪問介護の指定申請に係る書類

一部公開 2 保福 ①②④

858 5.3.22
訪問介護所**及び訪問介護事業所**が、建築審
査課に対してﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ条例に基づき提出した協議
申請書類及び検査済証

不存在 都計

842 5.3.16 都計
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(総合評価)京都市中央卸売市場第一市場整備工
事ただし、水産棟ほか建築その他改修工事の総
合評価方式評価調書

公開 1 (延)

同上(総合評価落札方式により**及び**から提出
された技術提案書)

一部公開 1 ①②④

860 5.3.23 市有財産(道路区域内)境界明示図 公開 1 建設

○特定建設作業場立入調査票(騒左11、12　振左
6(令和5年1月17日実施分))
○令和5年度公害苦情相談処理ｶｰﾄﾞ及び公害苦情
調査票等の送付について(依頼)
○公害苦情相談処理ｶｰﾄﾞ等記入要領

公開 4

特定建設作業場立入調査票(騒左11、12　振左
6(令和5年2月16日及び令和5年3月9日実施分))

一部公開 1 ①②

862 5.3.24

施設･居住系の介護ｻｰﾋﾞｽ事業所を整備･運営する
事業候補者の公募＜令和4年度第3回募集＞に係
る事前協議書類一式のうち、事前協議書、事業
所の周辺地図、事業所の平面図、居室面積を記
載した一覧表、事業所の敷地外観の写真

一部公開 1 保福 ①②④

863 5.3.24 地所間数取調書 公開 8 行財

864 5.3.24

施設･居住系の介護ｻｰﾋﾞｽ事業所を整備･運営する
事業候補者の公募＜令和4年度第3回募集＞に係
る事前協議書類一式のうち、事前協議書、事業
所の周辺地図、事業所の土地及び建物に係る不
動産登記簿謄本、事業所の土地に係る売買又は
賃貸借(予約)契約書若しくはそれに準ずる書
類、事業所の平面図、居室面積を記載した一覧
表、事業所の敷地外観の写真、その他市長が認
める書類

一部公開 1 保福 ①②④

865 郵 5.3.27
消防用施設等(特殊消防用設備等)点検結果報告
書

消防 取下げ

866 5.3.27 国有土地境界確定図 公開 5 建設
867 5.3.27 地所間数取調書 公開 9 行財
868 郵 5.3.27 金入り設計書 公開 4 上下水
869 5.3.27 地所間数取調書 公開 3 行財
870 5.3.27 鏡山保育園(仮称)整備助成事業に係る図面 一部公開 1 子若 ④
871 5.3.27 国有土地境界確定図 公開 1 建設

872 5.3.28

住宅地造成事業法による認可(昭和44年10月2日
付け認可　認可番号第46号)のうち、計画平面
図、位置図、字限図、排水計画詳細図及び通知
文(昭和45年7月4日付け)

公開 1 都計

873 5.3.28

「建築基準法第58条並びに高度地区計画書の規
定による許可(昭和59年11月15日決定)につい
て」のうち決定書、京都市建築審査会による同
意書、議案第101号並びに許可条件

公開 1 都計

874 5.3.28

**の障害者虐待の通報に関し令和4年6月10日か
ら令和5年2月10日までの間に京都市が作成した
以下の文書
①通報を受け、当該通報に係る事実の確認を
行った結果を記した「調査報告書」
②上記①の事実確認の結果、障害者福祉施設従
事者等による障害者虐待の事実が認められるこ
と、又はさらに都道府県と共同して事実の確認
を行う必要が生じたことを記した「結果報告
書」「虐待に関する報告書」その他虐待認定又
は事実確認の必要性に関する記載がなされた文
書
③規則2条2号、3号、5号、6号の事項が記された
「報告書」「調査報告書」その他上記の事項に
関する記載がなされた文書
④その他法17条、規則2条に基づき、京都市が京
都府に報告した文書すべて

保福 取下げ

859 5.3.22 都計

861 5.3.23 環境
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875 5.3.29 地所間数取調書 公開 5 行財
876 5.3.29 里道区域決定図 公開 1 建設
877 5.3.30 市有財産境界明示図 公開 2 産観

○岩倉自治連合会連絡協議会連協だより(令和5
年3月発行分)
○左京区役所と教育委員会総務課とのﾒｰﾙ文(令
和5年2月13日9時46分8秒)
○左京区役所と教育委員会体育健康教育室との
ﾒｰﾙ文(令和5年2月27日13時34分8秒)

一部公開 3 ①⑥

過去5年間に赤十字資金募金及び共同募金に関連
する、左京区役所に対して出された要望･苦情･
意見及びそれへの対応に関する文書類

不存在

878-2 5.3.30

○「市長への手紙」への回答について(整理番号
02-02593-01)
○日本赤十字社及び共同募金会に関する御意見
について(回答)

一部公開 3 文市 ①②⑥

879 郵 5.3.31 各区喫煙ｽﾍﾟｰｽの設置状況について(回答) 一部公開 1 区役所 ①⑥

○喫煙場所検索ﾎﾟｽﾀｰの掲示について
○職員提案制度における提案票の審査結果につ
いて(受理番号260782)
○同上(受理番号290023)
○京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例の周
知について(依頼)
○路上喫煙等の禁止等に係る周知啓発等につい
て(依頼)

公開 6

【名古屋市照会】令和3年度清掃事業に関する調
査について(回答)

一部公開 1 ①⑥

○受動喫煙防止対策の推進について(協力依頼)
○受動喫煙防止対策の強化に関する調査につい
て(回答)
○関係業者等対応届について
○受動喫煙防止対策の推進について(依頼)

公開 4

受動喫煙防止対策の強化について(静岡市より照
会回答まとめ)

一部公開 1 ⑥

882 郵 5.3.31
各区･支所における喫煙ｽﾍﾟｰｽの設置状況につい
て

一部公開 1 区役所 ①⑥

883 郵 5.3.31
各区･支所における喫煙ｽﾍﾟｰｽの設置状況につい
て

公開 1 区役所

884 郵 5.3.31
○令和元年度短時間禁煙支援について
○平成30年度短時間禁煙支援6か月後評価

公開 2 保福

○「市場内における分煙の徹底及び物流動線の
確保に係る違反行為の取扱に関する要綱」に基
づく処分の適用に関する運用指針について
○市場内分煙の徹底について

公開 2

○市場内分煙の徹底に係る警告書の発出につい
て
○市場内分煙の徹底に係る警告書及び呼出書の
発出について

一部公開 20 ①②

886 郵 5.3.31
各区･支所における喫煙ｽﾍﾟｰｽの設置状況につい
て(回答)

一部公開 1 区役所 ①⑥

887 郵 5.3.31

○各区･支所における喫煙ｽﾍﾟｰｽの設置状況につ
いて(回答)
○京都市路上喫煙等対策審議会委員への就任に
係る営利企業等の従事許可について

一部公開 2 区役所 ①⑥

888 5.3.31 国有土地境界確定図 公開 2 建設

産観5.3.31郵885

5.3.30 区役所

881 郵 5.3.31 保福

878-1

880 郵 5.3.31 文市

　　（備考欄の略号）
　　①プライバシー　②法人等情報　③任意提供情報
　　④公共の安全　⑤審議検討情報　⑥事業遂行　⑦法令秘
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２ 個人情報開示請求等の内容一覧表 
 
 

（令和４年度） 
 
 
 
 
 

（注）１ 「備考」欄の丸数字は、非開示又は一部開示の理由として、個人情報保護条例第 
１６条の何号に該当するとしたのかを示したものです。 

   ２ 「備考」欄の「（延）」は、個人情報保護条例第２０条第１項の期間を同条第２項の

規定により、延長したものです。また、「（特延）」は、条例第２１条の規定により、特

例として延長したものです。 

４ 網掛け（  ）は、不服申立てがなされたものです。 
５ 伏字（＊＊）は、プライバシー等に配慮すべき事項として処理したものです。 
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１　個人情報開示請求

受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

1 4.4.1 火災原因調査の結果について 一部開示 1 消防
障害者虐待の認定について 開示 1 (延)

○障害者虐待相談・通報・届出受付票
〇事実確認票
○障害者虐待ｱｾｽﾒﾝﾄｼｰﾄ
〇障害者虐待ｹｰｽ会議記録
○請求者の子のｹｰｽ記録

一部開示 5 ②③⑦⑧

口頭意見陳述の録音ﾃﾞｰﾀ 非開示 1 ⑦

開示請求者に係る個人情報を漏洩した事件につ
いて第三者委員に報告したことを裏付ける公文
書一式

不存在

4 4.4.11
○経過記録表
〇子ども虐待SOS受付票

一部開示 2 子若 ②⑥⑦

5 4.4.11 生活保護ｹｰｽ記録 一部開示 1 区役所 ⑦
報告書 一部開示 1 ②⑦

**小学校を離任した常勤講師の離職に関する記
録のうち、私に関する記録一式

不存在

7 4.4.18 相談記録票 一部開示 1 文市 ⑤⑦
8 4.4.19 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
9 4.4.19 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 16 (延)
同上 不存在
国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 25 (延)
同上 不存在

12 4.5.2
・再作成した支援計画
・上記に係る説明用資料

不存在 保福

13 4.5.2 生活保護ｹｰｽ記録 一部開示 1 区役所
(延)
②⑦

14 4.5.6 生活保護ｹｰｽ記録 一部開示 1 区役所 ②⑦
15 4.5.6 戸籍謄本・抄本等交付請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤
16 4.5.9 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

17 4.5.10
**と締結した、受動喫煙防止対策に係る監視・
指導等業務の報告に係る文書（通報対応報告）

一部開示 1 保福 ⑦

18 4.5.11 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
19 4.5.18 戸籍謄本・抄本等交付請求書 文市 取下げ
20 4.5.20 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
21 4.5.23 火災原因調査の結果について 一部開示 1 消防 ②⑦
22 郵 4.5.24 生活保護法に係る診療報酬明細書 開示 34 区役所
23 4.5.25 京都市が所有する請求人に対する一切の書類 却下 総企
24 4.5.27 救急活動記録書 一部開示 1 消防 ⑤
25 4.5.27 公文書公開請求について 開示 1 都計

26 4.5.30

○公文書公開請求について
○公文書公開請求に係る決定期限の延長につい
て
○個人情報利用停止請求について

開示 4 都計

27 4.6.1 戸籍謄本・抄本等交付請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤
28 4.6.7 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
29 4.6.10 国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 2 教育 (延)

30 4.6.10 費用返還事案に係る事前協議資料 一部開示 1 保福
(延)
②③⑦

区役所

教育

保福

4.4.12

10

3 4.4.11

区役所4.4.12

区役所4.4.25

6

4.4.2811

　　（備考欄の略号）
　　①未成年者等保護　②プライバシー　③法人等情報
　　④任意提供　⑤公共の安全等　⑥審議検討情報
　　⑦業務遂行情報　⑧法令秘
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

31 4.6.10

○基本情報、相談票、相談経過・ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ記録及
び添付資料
〇障害支援区分認定兼入力確認票及び添付資料
〇福祉ｻｰﾋﾞｽ決定初見入力確認票及び添付資料
○自立支援医療費（精神通院）支給認定申請書
及び添付資料
〇精神障害者保健福祉手帳交付等申請書及び添
付資料

一部開示 5 区役所
(延)
②③⑤⑥
⑦

生活保護ｹｰｽ記録 開示 1 (延)
同上 一部開示 1 ②③⑦⑧

33 4.6.14 児童記録 一部開示 1 子若 ②⑦⑧
34 4.6.24 相談経過・ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ記録 開示 1 区役所
35 4.6.24 職員の書き込みに係る根拠等 不存在 保福
36 4.6.27 戸籍謄本・抄本等交付請求書 文市 取下げ
37 4.6.28 戸籍謄本・抄本等交付請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤

国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 14
同上 不存在

40 4.7.15 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
41 4.7.21 救急活動記録書 開示 1 消防

42 4.7.25

・特定の職員が発達・精神障害の特性を理解で
きていると判断できる根拠
・特定の職員が委託契約を遵守していると判断
できる根拠

却下 保福

43 4.7.29
滞納整理支援ｼｽﾃﾑにて記録している請求者と納
税室職員が折衝を行った経過の記録

開示 1 行財

44 4.8.3 令和4年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

45 4.8.3

健康長寿企画課がJTBと令和3年4月1日に締結し
た「京都市受動喫煙防止対策相談・届出専用窓
口」運営及び通報対応業務の委託に係る報告文
書（通報対応報告）

一部開示 1 保福
(延)
②⑦

46 4.8.4 戸籍謄本・抄本等交付請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤
47 4.8.5 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
48 4.8.8 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
49 4.8.9 京都市育児支援ﾍﾙﾊﾟｰ派遣事業支援実施報告書 一部開示 1 区役所 ②③⑤
50 4.8.9 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
51 4.8.10 令和4・5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
52 4.8.10 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
53 4.8.12 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
54 4.8.16 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
55 4.8.17 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

決定書「弁明書の提出について（4件）」 開示 1
特定の職員に対する根拠 却下

57 4.8.31 児童記録 一部開示 1 子若 ⑦
58 4.8.31 児童記録 一部開示 1 子若 ②⑦
59 4.9.1 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
60 4.9.5 国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 2 区役所

61 4.9.6
生活保護法第63条の規定に基づく費用返還事案
事前協議票

一部開示 1 保福 ③⑦

62 4.9.13
○印鑑登録申請書、原票
〇印鑑登録証明書交付申請書
〇印鑑登録証亡失等届出書

開示 11 教育

63 4.9.13
生活保護法に係る診療報酬明細書、調剤報酬明
細書

開示 91 保福

64 4.9.15 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
65 4.9.22 戸籍謄本・抄本等交付請求書 一部開示 2 文市 ②③⑤

4.6.30

区役所

区役所

4.6.1032

38

保福4.8.2256

　　（備考欄の略号）
　　①未成年者等保護　②プライバシー　③法人等情報
　　④任意提供　⑤公共の安全等　⑥審議検討情報
　　⑦業務遂行情報　⑧法令秘
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

66 4.9.22 火災原因調査の結果について 一部開示 消防 ②⑦
67 4.9.22 生活保護記録 一部開示 区役所 ②③⑦
68 4.9.26 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

69 4.9.26
生活保護法第63条に基づく生活保護費返還の決
定書

一部開示 区役所 ②③⑤⑦

70 4.9.26 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
71 4.9.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

○**への疑義問合せについて、**が回答した文
書
○決定書「裁決書について(不存在による非開示
決定処分に係る審査請求)」
○令和4年3月2日に実施した口頭意見陳述に係る
実施報告書、送付文及び記録書

開示 3 保福

･口頭意見陳述時に**処分庁担当課長及びかがや
きｾﾝﾀー長が発言している内容と令和4年8月24日
付け京都市指令保障第258号(裁決書)に書かれて
いる内容が一致していないので其の事由及び根
拠を記す公文書
･令和4年8月24日付け京都市指令保障第258号(裁
決書)に於いて「原文書を廃棄したものと考え
た」と書かれているので該当する廃棄簿
･令和4年8月24日付け京都市指令保障第258号(裁
決書)に於いて「隠蔽には当たらない」と書かれ
ているので此れを裏付けられる事由及び根拠を
記す公文書
･**かがやき元職員が作成した個別支援計画書及
びﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ票が適切に作成されていると判断する
事が出来る事由及び根拠を記す公文書
･同上(出鱈目に作成されていない)

不存在 保福

73 4.9.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
74 4.9.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
75 4.9.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
76 4.9.28 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
77 4.9.28 国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 6 区役所
78 4.9.29 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
79 4.9.29 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
80 4.9.29 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
81 4.9.29 令和4・5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育
82 4.9.30 令和4・5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育
83 4.9.30 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
84 4.9.30 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
85 4.10.3 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
86 4.10.3 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
87 4.10.3 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

88 4.10.4
Arts Aid KYOTO(通常支援型)に係る採択・不採
択の決定について

開示 1 文市

89 4.10.4 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
90 4.10.5 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
91 4.10.6 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
92 4.10.7 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
93 4.10.12 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
94 4.10.12 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
95 4.10.12 令和3～5年度教員採用選考試験選考資料 開示 5 教育
96 4.10.13 児童記録 一部開示 1 教育 ⑦
97 4.10.14 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
98 4.10.17 消防状況報告書 一部開示 1 教育 ②③⑤⑧
99 4.10.18 国民健康保険に係る診療報酬明細書 開示 2 区役所

郵 4.9.2772

　　（備考欄の略号）
　　①未成年者等保護　②プライバシー　③法人等情報
　　④任意提供　⑤公共の安全等　⑥審議検討情報
　　⑦業務遂行情報　⑧法令秘
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

100 4.10.18 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
101 4.10.18 令和4・5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育
102 4.10.19 住民票の写し等職務上請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤

103 4.10.21
庁舎管理課が保有する令和2年4月から現在に至
るまでの請求者本人と職員との遣り取りに係る
記録

不存在 行財

104 4.10.21 経過詳細一覧 開示 1 行財
105 4.10.24 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
106 4.10.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
107 郵 4.10.28 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
108 4.10.28 診療報酬明細書 開示 8 区役所
109 4.10.31 救急活動記録書 開示 1 消防
110 4.10.31 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
111 4.10.31 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

112 4.11.2
○医療相談等受付票
○相談受付簿

一部開示 2 保福 ②③⑦

113 4.11.2
○医療相談等受付票
○相談受付簿

一部開示 2 保福 ②③⑦

114 4.11.2 投票所(松ヶ崎小学校)における対応 開示 1 区役所
115 4.11.4 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

116 4.11.7
昭和45年に七条小の1年生担任だった**教諭･学
校長･教頭が作成した請求者に関する記録

不存在 教育

117 4.11.8 児童相談所の記録 子若 取下げ

118 4.11.11

○監査指導課**に対して行った監査内容
○特定のﾘﾊﾋﾞﾘ予定時間の事実確認がわかるもの
○**氏の週当たりの回数管理の事実確認がわか
るもの
○令和4年5月11日に監査指導課が自身に行った
説明の際に使用したとする原稿

保福 取下げ

119 4.11.14 児童記録 一部開示 1 子若 ⑦
120 4.11.14 情報提供受付票 一部開示 1 子若

121 4.11.15

「左京区選挙管理委員会事務局書記長」が、遅
くとも令和4年9月21日付で、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進室と
人事課にしたという「情報共有」(報告･連絡･相
談)等文書化された具体的内容

不存在 区役所

122 4.11.15
「投票所(松ヶ崎小学校)における対応」作成の
原始資料全部

不存在 区役所

123 4.11.17 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育

124 4.11.17 令和4年度･令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育

125 4.11.18 令和4年度･令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

126 4.11.21
令和3年度～令和5年度教員採用選考試験選考資
料

開示 4 教育

127 4.11.28 住民票の写し等交付申請書 一部開示 1 文市 ②③⑤

128 4.12.7
事前登録型本人通知制度の登録者に係る証明書
の交付に伴う通知について

開示 1 文市

129 4.12.7 **の児童記録のうち、記録 一部開示 1 子若 ⑦
診療報酬明細書 開示 4 (延)
保護台帳 一部開示 1 ②③⑤⑦

131 4.12.9 診療報酬明細書 開示 1 区役所

132 4.12.16
障害を理由とする差別に関する相談　記録兼報
告書

開示 1 保福

133 4.12.19 診療報酬明細書 開示 1 区役所 (延)
134 4.12.20 生活保護記録のﾌｪｰｽｼｰﾄ 一部開示 1 区役所 (延)②

区役所4.12.8130

　　（備考欄の略号）
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

135 4.12.22
○相談経過･ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ記録及び添付資料
○市長への手紙でいただいた御意見について(対
応)

一部開示 2 区役所
(延)
②③⑦

救急活動記録書 開示 5
同上 一部開示 5 ②③⑦
戸籍関係証明書交付請求書 開示 1 (延)
戸籍謄本･住民票の写し等職務上請求書 一部開示 1 ②③⑤

138 4.12.26 経過記録 一部開示 1 区役所 (延)⑦

139 4.12.26
○明細書
○提供実績記録票

開示 2 保福

140 郵 4.12.26

･**かがやき元職員が作成した個別支援計画書の
うち、「真に診断基準の趣旨に合致する所見」
が書かれている部分
･同上(**かがやき元職員が作成したﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ票の
うち)
･同上(開示請求者が作成した相談受付票の欄外
に**が書き込んでいる内容のうち)
･同上(**京都障害者職業ｾﾝﾀｰ元職員が作成した
職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画の欄外に**か
がやき元職員が書き込んでいる内容のうち)
･同上(**京都障害者職業ｾﾝﾀｰ元職員が作成した
職業評価及び職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝのうち)
･審査請求人が保健福祉局障害保健福祉推進室に
送信した電子mailに書いている「事由、根拠及
び意思決定過程」①乃至⑤を記す公文書

不存在 保福

141 4.12.27
令和3年度～令和5年度教員採用選考試験選考資
料

開示 4 教育

142 4.12.27 救急指令記録書 一部開示 1 消防 ②

143 4.12.27 令和4年度･令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育

144 4.12.28 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
145 5.1.6 戸籍謄本･住民票の写し等職務上請求書 一部開示 1 区役所 ②③⑤
146 5.1.11 経過詳細一覧 一部開示 1 行財 ⑦

○電話連絡する内容まとめ
○手紙(2022年7月11日付け)
○同上(令和4年12月21日付)
○学校指導課職員による返答内容まとめ

開示 4 (延)

○内科検診に関わる対応の一件
○手紙(令和4年6月13日付)
○同上(令和4年7月20日付)、(令和4年8月28日
付)
○下鴨小教諭から学校指導課職員への報告
○内科検診に関わる対応について
○6年内科検診　の続き
○041026付け文書
○同上(頁番号あり)
○050111付け文書
○対応記録

一部開示 11 ②

148 5.1.16 戸籍謄本等職務上請求書 一部開示 1 文市 ③⑤
149 5.1.19 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
150 5.1.20 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育

151 5.1.20

○補装具費(購入)支給申請書
○補装具入力確認票兼決定書
○日常生活用具給付申請書(令和4年4月15日付
け、特殊寝台･歩行支援用具)
○同上(令和4年4月20日付け、たん吸引器)
○日常生活用具入力確認票兼決定書(令和4年4月
21日決定、特殊寝台･手すり)
○同上(令和4年4月21日決定、電気式たん吸引
器)
○経過記録

開示 7 区役所

消防

区役所

教育147 5.1.12

136 4.12.22

137 4.12.23

　　（備考欄の略号）
　　①未成年者等保護　②プライバシー　③法人等情報
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

152 5.1.25 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
対応ﾒﾓ 開示 1

令和5年1月4日頃に京都市児童相談所に女性の職
員の一人と、**と**に相談した内容をわかるも
の

不存在

住民票の写し交付請求書 開示 1
住民票の写し交付申請書 一部開示 6 ②③⑤

154-2 郵 5.1.30 住民票の写し等交付請求書 一部開示 1 区役所 ②
155 5.2.1 戸籍関係証明書交付請求書 一部開示 2 区役所 ②
156 5.2.1 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
157 5.2.14 記録 一部開示 1 子若 ⑦

○健康診査質問票
○3歳児健康診査　追加質問票
○健康診査記録

開示 3

○保健師活動記録
○赤ちゃん訪問指導票･質問票ｾｯﾄ
○子どもはぐくみ室記録

一部開示 3 ⑦

159 5.2.16 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
160 5.2.16 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
161 郵 5.2.17 戸籍謄本等職務上請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤

162 5.2.17
2000年4月から2001年3月に嵯峨中学から**の名
前で教育委員会に提出された書類

不存在 教育

163 5.2.22 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
164 5.2.22 公害苦情相談処理ｶｰﾄﾞ　様式2 開示 3 環境
165 5.2.24 診療報酬明細書 開示 5 区役所
166 5.2.24 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
167 5.2.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
168 5.2.27 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
169 5.3.1 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
170 5.3.3 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
171 5.3.6 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
172 5.3.7 記録 一部開示 1 子若 ②⑦

保護台帳 一部開示 1 (延)⑦
診療報酬明細書 開示 1

174 郵 5.3.10 戸籍謄本･抄本等交付請求書 文市 取下げ
175 5.3.13 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 2 教育
176 5.3.14 戸籍謄本等職務上請求書 一部開示 1 文市 ②③⑤
177 5.3.16 戸籍謄本･抄本等交付請求書 文市 取下げ

区役所5.2.16158

173 5.3.8 区役所

子若5.1.26153

文市5.1.30郵154-1
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受付番号 受付方法 請求日 公文書の件名 処 分 件 数 所 管 備 考

178 郵 5.3.20

･**と**が「苦情解決のための話し合い」に応じ
ていない事由、根拠及び意思決定過程（公文書
等の管理に関する法律４条）を記す公文書
･**には下記の罪状①乃至⑤があるので其れ等の
事由、根拠及び意思決定過程（公文書等の管理
に関する法律４条）を記す公文書（電子mail、
FAX及び電話録取記録を含む）
①苦情を申し立てた開示請求者に対して第三者
委員の連絡先を教えていない。
②**が開示請求者の個人情報を**に漏洩してい
るにも関わらず其れを京第三者委員に報告して
いない。
③第三者委員に報告していないにも関わらず
「第三者委員様から連絡はありません」という
嘘を吐いている。
④**が開示請求者の個人情報を**に漏洩してい
るにも関わらず其れを京都府福祉サービス運営
適正化委員会に報告していない。
⑤**と共に「苦情解決のための話し合い」に応
じていない。
･開示請求者が保険福祉局障害保健福祉推進室に
送信した電子mailの内、①乃至⑧に係る事由、
根拠及び意思決定過程（公文書等の管理に関す
る法律４条）を記す公文書（電子mail、FAX及び
電話録取記録を含む）

不存在 保福

179 5.3.24 令和4年度･令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 3 教育

180 5.3.28 診療報酬明細書 開示 2 区役所
181 5.3.29 令和5年度教員採用選考試験選考資料 開示 1 教育
182 5.3.30 相談記録票 一部開示 1 文市 ③⑤⑦

183 郵 5.3.30

火災調査書、現場調査経過記録書、焼損（損
壊）結果等記録書、焼き（損壊）状況等記録
書、延焼状況等報告書、出火点等認定書、出火
原因認定書、死傷者調査結果書、出火点付近の
復元図、現場見取図、付近見取図、建物り災状
況表・り災建物配置図、炭化深度測定結果、**
方２階詳細図、質問結果記録書、写真説明書、
灯油の入ったポリ容器の燃焼に伴う形状変化、
ポリ容器の熱による変形実験、灯油の使用量の
推測、鑑識結果報告書、鑑識結果、署指揮隊活
動記録書、指揮活動記録書、消防隊等活動記録
書、救急活動記録書、損害額算定書

一部開示 27 消防
(延)
②③⑦

合計 - - - 520 - -
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 ３ 審査会の答申の骨子と概要 
（答申情第１３２号～第１５５号）      

答申 

番号 

対象公文書名 

＜処分の種類＞ 
担当部局 

答申の骨子 

決定・裁決 

情 132 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 
行財政局総務部法制課 

原処分妥当 

棄却 

情 133 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 

都市計画局住宅室 

住宅管理課 

原処分妥当 

棄却 

情 134 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 

行財政局 

管財契約部資産管理課 

原処分妥当 

棄却 

情 135 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 
教育委員会総務部調査課 

原処分妥当 

棄却 

情 136 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 
交通局企画総務部総務課 

原処分妥当 

棄却 

情 137 
裁判判決文 

＜一部公開＞ 
上下水道局総務部総務課 

原処分妥当 

棄却 

情 138 

けん責処分に係る決定書及び検討文並びに

懲戒処分取消に係る文書 

＜一部公開＞ 

行財政局人事部人事課 

原処分一部変更 

一部認容 

情 139 

通報に基づき実施した調査等に係る文書 

 

＜請求拒否＞ 

環境政策局 

循環型社会推進部 

廃棄物指導課 

原処分妥当 

棄却 

情 140 

主治医意見書と診断名が一致していない職

業評価 

＜不存在による非公開＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

情 141 

「歳入金を収入しようとする場合」以外の手

続を説明した文書 

＜不存在による非公開＞ 

会計室 

原処分妥当 

棄却 

情 142 
個別支援計画書 

＜一部公開＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分一部変更 

一部認容 

情 143 

京都市市政情報総合案内コールセンター事

務取扱要綱第１条の規定を解説した文書 
＜不存在による非公開＞ 

総合企画局市長公室 

広報担当 

原処分妥当 

棄却 
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情 144 

京都市公文書管理規則第６条第１項ただし

書の規定を解説した文書 
＜不存在による非公開＞ 

上下水道局総務部総務課 

原処分妥当 

棄却 

情 145 

京都障害者職業センターにおける障害者雇

用支援連絡協議会に関連する文書 
＜不存在による非公開＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

情 146 
全ての職業評価のうち条件を満たすもの等 

＜請求却下＞ 
保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

情 147 

折り合いをつける旨が書かれた個別支援計

画書等 
＜不存在による非公開＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

情 148 
職業評価 

＜一部公開＞ 
保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

情 149 

外国人に係る生活保護の取扱いに関する厚

生労働省からの通知文 
＜不存在による非公開＞ 

保健福祉局生活福祉部 

生活福祉課 

原処分妥当 

棄却 

情 150 
議員対応表 

＜一部公開＞ 
行財政局人事部人事課 

原処分妥当 

棄却 

情 151 
公文書の公開に関する照会文書及び意見書 

＜一部公開＞ 
行財政局総務部総務課 

原処分妥当 

棄却 

情 152 
苦情等受付一覧 

＜一部公開＞ 

文化市民局 

くらし安全推進部 

くらし安全推進課 

原処分一部変更 

一部認容 

情 153 
喫煙設備の移設を希望する旨の書面通知 

＜一部公開＞ 

文化市民局 

くらし安全推進部 

くらし安全推進課 

原処分妥当 

棄却 

情 154 

市長交際費の使用理由や決定過程が分かる

文書 
＜一部公開＞ 

総合企画局市長公室 

秘書担当 

原処分妥当 

棄却 

情 155 
路上喫煙等監視指導員業務日報 

＜一部公開＞ 

文化市民局 

くらし安全推進部 

くらし安全推進課 

原処分変更 

一部認容 
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答 申 情 第 １ ３ ２ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 行財政局総務部法制課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号、第２号及び第４号に該当 ） 

・ 個人の氏名、住所及び電話番号並びに第三者の氏名、住所及びその他当該第三

者の権利利益を害するおそれがあると認められるもの並びに事件番号について

は、公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるため。

（条例第７条第１号に該当）  
・ 一部の法人の名称については、公開することにより、当該法人の社会的評価が

損なわれるおそれがあり、事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害する

と認められるため。（条例第７条第２号に該当）  
・ 個人の印鑑の印影については、公開することにより、当該個人のプライバシー

を侵 害するおそれがあるとともに、財産の保護、犯罪の予防等に支障が生じる

おそれがあるため。（条例第７条第１号及び第４号に該当）  
・ 訴訟代理人の印鑑の印影については、公開することにより、同人の事業活動上

の地 位を明らかに害すると認められるとともに、財産の保護、犯罪の予防等に

支障が生じるおそれがあるため。（条例第７条第２号及び第４号に該当） 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 平成２９年７月１日から令和２年７月３１日までに市が訴訟当事者となった裁

判の判決文７６件 
審査会の判断 ⑴ 本件処分について 

  処分庁は、本件公文書のうち、個人の氏名、住所及び電話番号並びに第三者の

氏名、住所及びその他当該第三者の権利利益を害するおそれがあると認められる

もの並びに事件番号については条例第７条第１号、一部の法人の名称については

条例第７条第２号、個人の印鑑の印影については条例第７条第１号及び第４号、

訴訟代理人の印鑑の印影については条例第７条第２号及び第４号に該当すると

して、本件処分を行ったものである。   

⑵ 本件審査請求の争点について 

 ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 本件処分における各非公開部分の条例第７条該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 ア 憲法第８２条（裁判の対審及び判決の公開）は、裁判を一般に公開して、裁

判が公正に行われることを制度として保障し、ひいては裁判に対する国民の信

頼を確保することを趣旨としているものである。 

 イ また、民事訴訟法第９１条第１項（訴訟記録の閲覧等）は、憲法第８２条の

要請に伴い何人も民事訴訟記録の閲覧を請求することが認められているもの

である。 

ただし、訴訟記録の閲覧申請がなされた場合、対象となる訴訟記録の閲覧の

可否については、同条第５項（訴訟記録の保存又は裁判所の執務への支障）や

同法第９２条（秘密保護のための閲覧等の制限）の規定に照らし個別に判断さ

れるものであり、あらゆる場面において訴訟記録の閲覧が容認されるものでは

ないと解される。 
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ウ 当審査会としては、憲法第８２条及び民事訴訟法第９１条第１項の規定に

基づく手続等の性質に鑑みると、その手続及び目的の限度において訴訟関係

者に関する情報が公にされることがあるとしても、このことをもって、直ち

にこれらの情報が広く一般に公にされている情報ということはできないと考

える。 

したがって、審査請求人の主張を認めることはできず、本件公文書について

は、それぞれの公文書に記載されている情報自体の性質に応じて、公開・非公

開を判断すべきものであると判断する。 

⑷ 本件処分における各非公開部分の条例第７条該当性について 

  ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条該当性を検討すべきも

のであるため、以下、検討する。 

ア 条例第７条第１号該当性について 

(ｱ) 本件公文書のうち、処分庁が条例第７条第１号に該当するとして非公開

とした情報は、以下のとおりである。 

    ・ 個人の氏名、住所及び電話番号並びに第三者の氏名、住所及びその他

当該第三者の権利利益を害するおそれがあると認められるもの 

    ・ 事件番号 

    ・ 個人の印鑑の印影 

   (ｲ) まず、個人の氏名、住所及び電話番号並びに第三者の氏名、住所及びそ

の他当該第三者の権利利益を害するおそれがあると認められるものについ

て検討する。 

   a 個人の氏名、住所及び電話番号並びに第三者の氏名及び住所について 

(a) 当審査会において本件公文書を見分したところ、生活保護の支給額や

固定資産税の税額の適否を問うものなど個人の生活に密接に関係する事

件や処分庁の公金支出の違法性を問う住民訴訟事件など多岐にわたる事

件に係る訴訟当事者（ただし、処分庁の職員及び訴訟代理人を除く）、利

害関係人及びその他記載のある個人に係る氏名、住所及び電話番号が非公

開とされていることが認められた。 

(b) 一般に、訴訟当事者又は関係者であることは公にされる情報とは言え

ず、とりわけ自己の生活に密接に関連する訴訟の情報などは、通常他人に

知られたくない度合いの高いものと考える。 

(c) したがって、これらの情報については、個人が識別される情報であり、

かつ通常他人に知られたくないものと認められることから、当審査会とし

ては、条例第７条第１号に規定する非公開情報に当たると判断する。 

b 第三者の権利利益を害するおそれがあると認められるものについて 

(a) 当審査会において本件公文書を見分したところ、処分庁が指導監督す

る児童養護施設において起きた児童虐待事案に関し、虐待を受けた児童を

特定し得る情報や虐待の状況などが非公開とされていることが認められ

た。 

(b) 虐待に係る情報は、氏名や住所を非公開としても、なおプライバシー

性が高く、またその内容から個人が識別され得る可能性も否定できないも

のであることから、当審査会としては、条例第７条第１号に規定する非公

開情報に当たると判断する。 

(ｳ) 次に、事件番号について検討する。 

a 当審査会において本件公文書を見分したところ、上記(ｳ)に該当する非公

開情報を含む判決文において、事件番号が非公開とされていることが認め
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られた。 

b 事件番号は、各裁判所において事件を受理した場合に、当該事件を受理

した日の属する年の元号及び年数、当該事件の種類ごとに付される記録符

号並びに記録符号ごとに順番に付される一連番号によって表示される識

別番号であり、一つの裁判所において同一の事件番号を重複して付される

ことはないものである。また、事件が係属する裁判所名と事件番号が判明

する場合には、民事訴訟法第９１条第１項に基づく訴訟記録の閲覧によ

り、事件に係る個人の氏名、住所、生年月日等を知り得ることとなる。 

c そこで当審査会において改めて本件公文書を見分したところ、本件公文

書はいずれも各事件の係属する裁判所に関する情報が公開されているこ

とが認められた。 

d そうすると、本件公文書における事件番号は、当該情報のみでは個人を

識別することはできないものの、他の情報と照合することにより特定の個

人を識別し得る情報であると認められ、上記(ｳ)に該当する非公開情報が

明らかとなることから、当審査会としては、条例第７条第１号に規定する

非公開情報に当たると判断する。 

  (ｴ) 最後に、個人の印鑑の印影について検討する。 

a 当審査会において本件公文書を見分したところ、訴状等に押捺されてい

る当該訴訟当事者の印影が非公開とされていることが認められた。 

b 印影は、当該個人が押捺した文書の作成が、自らの意思に基づくもので

あることを証するものであり、一般に、自己の印影が不正使用されること

のないよう、厳重に管理するとともに、不要な場所への押捺を避けるなど、

その意に反して流通することのないよう、細心の注意を払うものである。 

c したがって、個人の印鑑の印影については、広く一般に公にされること

が予定されている文書に押捺された場合や記名の代わりに簡易的に押捺

されていることが明らかな場合など特段の事情がない限り、通常他人に知

られたくないと認められる情報であると解するべきである。 

d 当審査会としては、⑷エのとおり、訴状等の訴訟関係資料は広く一般に

公にされることが予定されている文書とは認められないことから、訴状等

に押捺されている個人の印鑑の印影は、条例第７条第１号に規定する非公

開情報に当たると判断する。 

     なお、処分庁は、当該非公開部分について、同条第４号該当性も主張す

るが、第１号に該当するものであるから、同条第４号該当性の検討までは

要しない。 

 イ 条例第７条第２号該当性について 

(ｱ) 本件公文書のうち、処分庁が条例第７条第２号に該当するとして非公開

とした情報は、以下のとおりである。 

   ・ 一部の法人の名称 

   ・ 訴訟代理人の印鑑の印影 

(ｲ) まず、一部の法人の名称について検討する。 

a 当審査会において本件公文書を見分したところ、処分庁から都市計画法

に基づく建築物除却命令及び建築基準法に基づく是正措置（除却）命令を

受けた法人及び食中毒を発生させた法人の名称が非公開とされているこ

とが認められた。 

b 一般に、法人等においては、行政指導を受けた事実が公になると、当該法

人の社会的評価が損なわれるおそれがあり、事業活動に支障が生じる可能性
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は十分に考えられるものである。また仮に行政指導を行っている時点におい

て、当該行政指導の事実が公にされていたとしても、その後に是正されるな

ど当該行政指導の目的が達成されている場合には、その後においてもなお行

政指導を受けた事実を公にすることの必要性は認められず、また、公にする

ことにより事業者の現在の事業活動に支障が生じる可能性は十分に考えら

れるものである。 

c したがって、当審査会としては、これらの情報については、条例第７条第

２号に規定する非公開情報に当たると判断する。 

(ｳ) 次に、訴訟代理人の印鑑の印影について検討する。 

a 当審査会において本件公文書を見分したところ、上告受理申立理由書に

申立人代理人として押捺されている弁護士の職印の印影が非公開とされ

ていることが認められた。 

b 弁護士の職印の印影は、当該文書が当該弁護士によりその職務上、真正

に作成されたことを証するものである。また訴訟事件において訴訟代理人

として弁護士が作成する文書は、社会的に重要な事項に関わるものである

とともに、受訴裁判所及び相手方当事者等の限られた範囲において受領さ

れるものである。 

c したがって、弁護士の職印の印影については、公開することにより、文

書の偽造などを招き、弁護士の正当な利益が害される相当の蓋然性がある

と認められるため、当審査会としては、条例第７条第２号に規定する非公

開情報に当たると判断する。 

なお、処分庁は、当該非公開部分について、同条第４号該当性も主張す

るが、第２号に該当するものであるから、同条第４号該当性の検討までは

要しない。 
 

 

答 申 情 第 １ ３ ３ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 都市計画局住宅室住宅管理課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当） 

個人の氏名、住所及びその他個人が特定され得る情報並びに事件番号について

は、 公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 平成２９年７月１日から令和２年７月３１日までの家屋明渡等請求事件に係る

判決文３４件 
審査会の判断 ⑴ 本件処分について 

  処分庁は、本件公文書のうち、個人の氏名、住所及びその他個人が特定され得

る情報並びに事件番号について、条例第７条第１号に該当するとして、本件処分

を行ったものである。  

⑵ 本件審査請求の争点について 

 ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 条例第７条第１号該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

  答申情第１３２号参照。 
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⑷ 条例第７条第１号該当性について 

  ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条第１号該当性を検討す

べきものであるため、以下、検討する。 

ア 本件公文書のうち、処分庁は、個人の氏名、住所及びその他個人が特定さ

れ得る情報並びに事件番号について条例第７条第１号に該当すると主張す

る。 

イ まず、個人の氏名、住所及びその他個人が特定され得る情報について検討す

る。 

(ｱ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、訴訟当事者（ただし処

分庁の職員及び訴訟代理人を除く）の氏名及び住所並びに関係人の氏名並

びに明渡し対象家屋の所在地、物件名及び使用名義人の氏名が非公開とさ

れていることが認められた。 

(ｲ) 本件公文書に係る事案は、処分庁が市営住宅の賃借人に対し家賃の滞納

などを理由に当該家屋の明渡しを求めているものであり、このような情報

は、一般に公にされる情報ではなく、また個人の生活状況に密接な関わり

のある情報と考える。 

(ｳ) したがって、当審査会としては、これらの情報については、個人が識別

され、又は識別され得る情報であり、かつ通常他人に知られたくないもの

と認められることから、条例第７条第１号に規定する非公開情報に当たる

と判断する。 

ウ 次に、事件番号について検討する。 

答申情第１３２号参照。 

 

答 申 情 第 １ ３ ４ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 行財政局管財契約部資産管理課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当） 
個人の氏名、住所及び債権番号（貸付金番号）並びに事件番号については、公開

することにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 平成２９年７月１日から令和２年７月３１日までの判決文１７件 

審査会の判断 ⑴ 本件処分について 

  処分庁は、本件公文書のうち、個人の氏名、住所及び債権番号（貸付金番号）

並びに事件番号について、条例第７条第１号に該当するとして、本件処分を行っ

たものである。  

⑵ 本件審査請求の争点について 

ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 条例第７条第１号該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

  答申情第１３２号参照。 

⑷ 条例第７条第１号該当性について 

  ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条第１号該当性を検討す

べきものであるため、以下、検討する。 

ア 本件公文書のうち、処分庁は、個人の氏名、住所及び債権番号（貸付金番
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号）並びに事件番号について条例第７条第１号に該当すると主張する。   

イ まず、個人の氏名、住所及び債権番号（貸付金番号）について検討する。 

(ｱ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、訴訟当事者（ただし、

処分庁の職員及び訴訟代理人を除く）の氏名及び住所並びに関係人の氏名

並びに処分庁が貸付を行った相手方に付番した識別番号が非公開とされ

ていることが認められた。 

(ｲ) 一般に、公的貸付制度を利用している事実や公的機関への支払いが滞っ

ている事実が公にされることはなく、さらに本件公文書に係る滞納事案

は、夏季歳末特別生活資金貸付金、児童扶養手当返還金、生活保護費返還

徴収金など、いずれも個人の生活状況に密接な関わりのある事案であるこ

とが認められる。 

(ｳ) したがって、当審査会としては、これらの情報については、個人が識別

され、又は識別され得る情報であり、かつ通常他人に知られたくないもの

と認められることから、条例第７条第１号に規定する非公開情報に当たる

と判断する。 

ウ 次に、事件番号について検討する。 

 答申情第１３２号参照。 

 

 

答 申 情 第 １ ３ ５ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 京都市教育委員会事務局総務部調査課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当）  
個人の氏名、住所、事件番号その他個人の特定に繋がる情報については、公開す

る ことにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 ア 判決（京都地方裁判所。平成２９年７月２０日）  
イ 調書（決定）（最高裁判所。平成２９年８月３０日）  
ウ 判決（京都地方裁判所。平成２９年１１月３０日）  
エ 判決（京都地方裁判所。平成３０年２月２７日） 
オ 判決（大阪高等裁判所。令和元年９月２０日）  
カ 判決（京都地方裁判所。平成３０年１０月１０日）  
キ 調書（決定）（大阪高等裁判所。令和元年６月１２日）  
ク 判決（京都地方裁判所。令和元年１０月２４日）  
ケ 判決（京都地方裁判所。令和２年２月２５日） 

審査会の判断 ⑴本件処分について 

  処分庁は、本件公文書のうち、個人の氏名、住所及びその他個人の特定に繋が

る情報並びに事件番号について条例第７条第１号に該当するとして、本件処分を

行ったものである。  

⑵ 本件審査請求の争点について 

 ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 条例第７条第１号該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

  答申情第１３２号参照。 
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⑷ 本件処分における各非公開部分の条例第７条該当性について 

  ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条第１号該当性を検討す

べきものであるため、以下、検討する。 

ア 条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個

人に関する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特

定の個人が識別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られたく

ないと認められるものについて、非公開とすることを定めたものである。ま

た、「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かにつ

いては、一般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくないも

のと認められるものであるか否かで判断されるべきである。 

イ 本件公文書のうち、処分庁は、個人の氏名、住所及びその他個人の特定に

繋がる情報並びに事件番号について、条例第７条第１号に該当すると主張す

る。 

ウ まず、個人の氏名、住所及びその他個人の特定に繋がる情報について検討す

る。 

  (ｱ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、市立学校の児童・生徒

の事故等に係る損害賠償請求事件５件、補助金等の交付に係る損害賠償請

求事件３件及び公務災害に係る国家賠償請求事件１件に係る訴訟当事者

（ただし、処分庁の職員及び訴訟代理人を除く）、利害関係人及びその他

記載のある個人の氏名、住所並びに訴訟当事者等の生年月日、学年、所属

する団体の名称など個人を特定し得る情報が非公開とされていることが認

められた。 

   (ｲ) 一般に、訴訟当事者又は関係者であることは公にされる情報とは言えず、

とりわけ個人の事故等に係る詳細な情報は通常他人に知られたくない度合

いの高いものと考える。 

したがって、これらの情報については、個人が識別され、又は識別され

得る情報であり、かつ通常他人に知られたくないと認められるものである

ことから、当審査会としては、条例第７条第１号に規定する非公開情報に

当たると判断する。 

エ 次に、事件番号について検討する。 

答申情第１３２号参照。 

 

 

答 申 情 第 １ ３ ６ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 交通局企画総務部総務課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当）  
原告及び関係者の氏名、住所及びその他個人が特定され得る情報並びに事件番号

については、公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあ

るため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 平成２９年７月１日から令和２年７月３１日までに、市が訴訟当事者となった裁

判の判決文７件 
審査会の判断 ⑴ 本件処分について 

77



処分庁は、本件公文書のうち、原告及び関係者の氏名、住所及びその他個人が

特定され得る情報並びに事件番号について、条例第７条第１号に該当するとし

て、本件処分を行ったものである。  

⑵ 本件審査請求の争点について 

 ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 条例第７条第１号該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

  答申情第１３２号参照。 

⑷ 条例第７条第１号該当性について 

 ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条第１号該当性を検討す

べきものであるため、以下、検討する。 

ア 条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個人

に関する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特定の

個人が識別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られたくないと

認められるものについて、非公開とすることを定めたものである。また、「通

常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かについては、一

般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくないものと認められ

るものであるか否かで判断されるべきである。 

イ 本件公文書のうち、処分庁は、原告及び関係者の氏名、住所及びその他個人

が特定され得る情報並びに事件番号について条例第７条第１号に該当すると

主張する。 

ウ まず、原告及び関係者の氏名、住所及びその他個人が特定され得る情報につ

いて検討する。 

(ｱ) 当審査会において本件公文書を見分したところ、処分庁の不法行為を理由

とする損害賠償請求事件４件及び減給処分取消請求事件１件に係る判決文

においては、訴訟当事者（ただし、処分庁の職員及び訴訟代理人を除く）及

び関係者の氏名及び住所、原告の所有車に関する情報並びに関係者の肩書が

非公開とされていることが認められた。 

また、懲戒免職処分取消請求事件２件に係る判決文においては、原告（以

下「被処分者」という。）の氏名は公開され、被処分者の住所、関係者の発

言、関係者の職歴など個人を特定し得る情報及び被処分者の行為が表示され

た部分が非公開とされていることが認められた。 

(ｲ) 当審査会において、諮問庁に対し、２件の懲戒免職処分取消請求事件に

係る判決文において被処分者の氏名を公開した理由について確認したとこ

ろ、職員に対する処分のうち、懲戒免職又は停職処分については被処分者

の氏名や処分事由となった事案の概要を市会などにおいて公にしているこ

とから、被処分者の氏名を公開したとのことであった。 

(ｳ) 一般に、訴訟当事者又は関係者であることは公にされる情報とは言えず、

また被処分者に対する懲戒免職処分の対象となった非違行為の詳細な内容

や被害者の発言など、処分時には公にされていない情報は通常他人に知ら

れたくない度合いの高いものと考える。 

したがって、当審査会としては、これらの情報は条例第７条第１号に規

定する非公開情報に当たると判断する。 

エ 次に、事件番号について検討する。 

答申情第１３２号参照。 
 

78



 

答 申 情 第 １ ３ ７ 号 の 概 要 

請 求 内 容 平成２９年７月～令和２年７月判決文 

所 管 課 上下水道局総務部総務課 

所管課の決定 公文書一部公開決定 

⑴ 判決文（平成２９年８月４日） 

ア 事件番号、原告の住所、法人名及び代表取締役の氏名については、公開する

ことにより、当該法人等の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明

らかに害すると認められるため。（条例第７条第２号に該当） 
イ 本件土地についての当時の土地所有者の氏名については、公開することによ

り、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあると認められるため。（条

例第７条第１号に該当）  
ウ 原告に土地を売却した当時の土地所有者の法人名及び破産管財人弁護士の

氏名については、公開することにより、当該法人等の競争上又は事業活動上の

地位その他正当な利益を明らかに害すると認められるため。（条例第７条第２

号に該当） 
エ 別紙物件目録の所在及び地番については、公開することにより、当該法人等

の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認めら

れるため。（条例第７条第２号に該当） 
オ 別紙図面１及び別紙図面２については、公開することにより、当該法人等の

競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められ

るため。（条例第７条第２号に該当） 
⑵ 判決文（令和２年７月２８日） 

ア 事件番号、原告の住所及び氏名については、公開することにより、当該個人

のプライバシーを侵害するおそれがあると認められるため。（条例第７条第１

号に該当）  
イ 調査会社及び施工会社の情報については、公開することにより、当該法人等

の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認めら 
れるため。（条例第７条第２号に該当）  

ウ 調査会社の法人担当者の氏名については、公開することにより、当該個人の

プライバシーを侵害するおそれがあると認められるため。（条例第７条第１号

に該当）  
エ 物件目録の所在及び家屋番号については、公開することにより、当該個人の

プライバシーを侵害するおそれがあると認められるため。（条例第７条第１号

に該当）  
オ 別紙近隣家屋事後調査確認書の原告の印影については、公開することによ

り、当該個人のプライバシーを侵害するおそれがあるとともに、財産等の保護、

犯 罪の予防等に支障が生じるおそれがあると認められるため。（条例第７条

第１号及び４号に該当） 
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審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 ・ 判決文（平成２９年８月４日）（本件公文書１） 
・ 判決文（令和２年７月２８日）（本件公文書２） 

審査会の判断 ⑴ 本件公文書について 

 ア 当審査会において、本件公文書を見分したところ、以下の内容が認められた。 

  (ｱ) 本件公文書１について 

     本件公文書１は、処分庁が地下に設置した導水トンネル、集水管２本に

より土地の所有権を侵害されたとする損害賠償請求事件に係る判決文であ

り、非公開とされている情報及び非公開理由は別表のとおりである。 

   (ｲ) 本件公文書２について 

     本件公文書２は、処分庁が行った水道管工事により住宅に被害が生じた

とする損害賠償請求事件に係る判決文であり、非公開とされている情報及

び非公開理由は別表のとおりである。 

⑵ 本件審査請求の争点について 

 ア 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

 イ 本件処分における各非公開部分の条例第７条該当性について 

⑶ 本件公文書を一部公開としたことの妥当性について 

  答申情第１３２号参照。 

⑷ 本件処分における各非公開部分の条例第７条該当性について 

  ⑶のとおり、本件公文書については、個別に条例第７条該当性を検討すべきも

のであるため、以下、検討する。 

 ア 条例第７条第１号該当性について 

(ｱ) 条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個

人に関する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特

定の個人が識別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られたく

ないと認められるものについて、非公開とすることを定めたものである。ま

た、「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かにつ

いては、一般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくないも

のと認められるものであるか否かで判断されるべきである。 

(ｲ) 本件公文書のうち、処分庁が条例第７条第１号に該当するとして非公開と

した情報（別表の１及び２）は、以下の a から c までの３つに区分すること

ができるので、それぞれについて検討を行った。 

a 土地所有者の氏名、原告の住所及び氏名、物件目録に記載されている原告

所有家屋の所在及び家屋番号並びに調査会社の法人担当者氏名について  

これらの情報は、いずれも事件の訴訟当事者又は関係者を識別する情報で

あり、一般に、訴訟当事者又は関係者であることは公にされる情報とは言え

ず、通常他人に知られたくないものと認められることから、当審査会として

は条例第７条第１号に規定する非公開情報に当たると判断する。  

b 事件番号について 

  答申情第１３２号参照。 

c 原告の印鑑の印影について 

(a) 印影は、当該個人が押捺した文書の作成が、自らの意思に基づくもの

であることを証するものであり、一般に、自己の印影が不正使用される

ことのないよう、厳重に管理するとともに、不要な場所への押捺を避け

るなど、その意に反して流通することのないよう、細心の注意を払うも

のである。 
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(b) したがって、個人の印鑑の印影については、広く一般に公にされるこ

とが予定されている文書に押捺された場合や記名の代わりに簡易的に

押捺されていることが明らかな場合など特段の事情がない限り、通常他

人に知られたくないと認められる情報であると解するべきである。 

(c) 当審査会において、原告の印鑑が押捺されている「近隣家屋事後調査

確認書」を見分したところ、当該確認書は、工事完了後に原告が記名、

押捺のうえ、申出内容欄に所有家屋への工事による被害状況を記載し、

施工会社及び調査会社宛てに提出したものであることが認められた。 

(d)  当該確認書が施工会社等と家屋所有者との間で交わされるものであ

ることから、当該確認書は広く一般に公にされることを予定する文書と

は認められず、当審査会としては、当該確認書に押捺された原告の印鑑

の印影は、条例第７条第１号に規定する非公開情報に当たると判断す

る。 

なお、処分庁は、当該非公開部分について、同条第４号該当性も主張

するが、第１号に該当するものであるから、同条第４号該当性の検討ま

では要しない。 

イ 条例第７条第２号該当性について 

(ｱ) 条例第７条第２号は、公開することにより、法人その他の団体又は事業

を営む個人の競争上又は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害

すると認められる情報が記録された公文書について、非公開とすることを

定めたものである。 

(ｲ) 本件公文書のうち、処分庁が条例第７条第２号に該当するとして非公開

とした情報（別表３）は、以下の a 及び b に区分することができるので、

それぞれについて検討を行った。 

a 原告である法人の名称、住所及び代表取締役の氏名、原告に土地を売却

した法人名及び当該法人の破産管財人弁護士名並びに物件目録に記載さ

れている土地の所在及び地番、当該土地を示す地図並びに調査会社及び施

工会社の名称について 

これらの情報は、いずれも事件の訴訟当事者又は関係者を識別する情報

であり、一般に、訴訟当事者又は関係者であることは公にされる情報とは

言えず、また本件公文書１に係る事件は法人の所有資産に係る紛争である

こと、本件公文書２に係る事件は処分庁の委託事業者が行った業務の適否

にも及んでいることから、これらの事件の訴訟当事者又は関係者であるこ

とが公にされると、当該法人等の事業活動上の地位を明らかに害すると認

められるため、当審査会としては条例第７条第２号に規定する非公開情報

に当たると判断する。 

b 事件番号について 

事件番号については、上記⑷ア(ｲ)b に述べたとおりであり、事件番号

は、上記 a に該当する非公開情報が明らかとなることから、当審査会とし

ては、条例第７条第２号に規定する非公開情報に当たると判断する。 

 

 

答 申 情 第 １ ３ ８ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ⑴ 令和２年度中に行ったコンプライアンス推進室で決定したけん責処分に係る

決定書及び検討文 
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⑵ 平成２７年１２月に児童福祉センター職員に対して行われた停職３日の懲戒

処分の取消しに係る以下の文書 ・ 新たに処分を行うことについての検討資料  
⑶ 令和３年１月２８日付けの最高裁判所の上告不受理決定（京都市の敗訴確定）

に 伴う以下の資料  
・ 市会議員への説明資料（想定問答等） 
・ 市会議員への説明を行う職員の分担表及び市会議員への説明の結果が書かれ

た文書 

所 管 課 行財政局人事部人事課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号、第２号、第５号及び第６号に該当）  
・ 被処分者、関係者等の氏名、生年月日、前歴、採用日、住所に関する情報、過

去の賞罰歴、個人の財産の状況、心身の状況及び私的活動や個人の内心等に関す

る具体的な記載等については、個人の特定に繋がるとともに、通常他人に知られ

たくない情報であることから、公開することによりプライバシーが侵害されるお

それがあり、また、今後の監察業務に当たり、関係者の率直な意見を得ることを

困難にする可能性があり、監察業務に支障を及ぼすおそれがあるため（第７条第 
１号及び第６号）。 

・ 法人等の事業活動情報に関する記載については、公開することにより、当該法

人等の事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害するおそれがあるため

（第７条第２号）。 
・ 新たに処分を行うことについての検討資料は、公開することにより個人のプラ

イバシーが侵害されるおそれがあるとともに、本市内部における検討及び協議等 
に関する情報であって、公開することにより意思決定の中立性が損なわれるおそ

れがある。また、当該検討資料は、職員の人事管理に係る事務に関する検討段階 
の資料であり、公開することにより公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすお

それがあるため（第７条第１号、第５号及び第６号）。  
・ 外部からの情報提供等に係る記載は、公開することにより、今後の監察業務に

当たり、関係者の率直な意見を得ることが困難になる可能性があり、監察業務に

支障を及ぼすおそれがあるため（第７条第６号）。 
・ 本市職員による市会議員への対応結果に記載された訴訟結果に対する見解につ

いては、公開することにより、今後の監察業務に当たり、関係者の率直な意見を

得ることが困難になる可能性があり、業務遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

（第７条第６号）。 
審査会の結論 処分庁が非公開とした部分のうち，別表に示した部分については公開すべきであ

り，その余の部分について非公開としたことは妥当である。 

公開した公文書 ⑴ 令和２年度中にコンプライアンス推進室で決定した市長部局の一般職員に対

して行われた全てのけん責処分に係る決定書及び検討文 
⑵ 平成２７年１２月に児童福祉センター職員に対して行われた停職３日の懲戒

処分の取消しに係る以下の文書 
・ 新たに処分を行うことについての検討資料 
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⑶ 令和３年１月２８日付の最高裁判所の上告不受理決定（京都市の敗訴確定）に

伴う以下の資料 
・ 市会議員への説明資料（想定問答等） 
・ 市会議員への説明を行う職員の分担表及び市会議員への説明の結果が書かれ

た文書 
審査会の判断 ⑴ 本件公文書１及び本件公文書２について 

 ア 本件公文書１について 

   本件公文書１は、処分庁が職員に対し処分を検討する際に、対象となる職員

に係る情報、対象となる事実やそれに対する評価、考慮すべき事由や処分の量

定等をまとめたものであり、そのうち表題の一部を除くすべての部分が条例第

７条第１号、第５号及び第６号に該当するものとして非公開とされている。 

イ 本件公文書２について 

 本件公文書２は、停職処分取消請求事件の結果（上告不受理決定）について、

処分庁が行った議員対応の結果を取りまとめたもので、「所属会派」、「議員

名」、「対応日」、「対応者」、「対応結果」及び「メール希望の有無」が記

載されており、そのうち「対応結果」欄が条例第 7 条第６号に該当するものと

して非公開とされている。 

⑵ 本件公文書１について 

ア 当審査会において本件公文書１を見分したところ、処分庁が職員に対し処

分を行うことを検討している段階の文書であり、処分を検討されている職員

の氏名、生年月日等や具体的な検討内容に係る情報が非公開とされているこ

とが認められた。 

イ 一般に、このような処分の検討段階における情報は、処分を検討されてい

る職員にとって、通常他人に知られたくないものと認められる。また、処分

の検討段階における情報を公にすると、処分の適否等を判断する際の内部的

な判断基準が推測される情報が明らかになることから、検討等に係る意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれ及び公正な人事管理の執行に支障を及

ぼすおそれがあると認められる。 

ウ ところで、当審査会が本件処分において特定した公文書のうち２⑵ウ「市

会議員への説明資料（想定問答等）」（以下「想定問答等」という。）を見

分したところ、本件公文書１において非公開とされている「処分を検討され

ている職員（以下「本件職員」という。）の個人が識別される情報」や「上

告不受理決定に係る訴訟の経過に関する情報」が公開されていることが認め

られた。 

エ そこで、当審査会から諮問庁に対し、本件公文書１及び想定問答等におけ

る公開・非公開の判断について確認したところ、以下の説明があった。 

  ・ 職員に対して行う処分のうち、懲戒免職処分及び停職処分のみ、処分の発

令時に、被処分者の氏名、所属及び職位・職種並びに処分事案の概要を公表

している。 

  ・ 想定問答等は、上告不受理決定があったことについて、処分庁職員が市会

議員に説明を行う際に用いた公文書である。処分庁は当初、本件職員に対し

停職処分を発令し、処分時にその氏名、所属及び職位・職種を公表している

ことから、想定問答等に記載されているこれらの情報は、公開情報に該当す

ると判断した。 
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  ・ 一方で、本件公文書１は、上告不受理決定があった後に、本件職員に対し

改めて処分の検討を行っている過程の公文書である。再処分を検討している

事実は公になっていたことから本件公文書１を特定し、そのうえで、停職処

分の取消しが確定したことを考慮し、本件職員の氏名等個人が識別される情

報を含めたすべてが非公開情報に該当すると判断した。 

オ 当審査会としては、本件公文書１が処分の検討過程という性質を有してい

るとしても、本件請求があった時点において本件職員に対し再処分を検討し

ている事実が公になっていること、また本件職員が識別される情報や訴訟経

過に係る情報が想定問答等において公になっていることに鑑みると、本件公

文書１に記載されている情報のうち、想定問答等において公開されている本

件職員が識別される情報及び訴訟経過に係る情報については、通常他人に知

られたくないと認められるものとまでは言えないと判断する。 

カ また、これらの情報を公にしても、処分庁が主張するような意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれや公正かつ円滑な人事の確保に支障が生じる

おそれがあるとは認められない。 

したがって、本件公文書１に記載されている情報のうち、想定問答等におい

て公開されている本件職員が識別される情報及び訴訟経過に係る情報につい

ては、条例第７条第１号、第５号及び第６号に規定する非公開情報のいずれに

も該当せず、公開すべきであると判断する。 

また、処分庁が非公開としている部分には、本件公文書１を作成した時点日

が分かる情報が含まれているが、当該情報は個人が識別され、又は識別され得

る情報とは言えず、また請求があった時点において再処分を検討している事実

が公になっていたことに鑑みると、当該情報が公になったとしても、処分庁が

主張する条例第７条第５号及び第６号に規定するいずれのおそれも認められ

ないことから、当該情報についても公開すべきであると判断する。 

⑶ 本件公文書２について 

ア 当審査会が本件公文書２を見分したところ、「対応結果」欄には、処分庁職

員からの説明に対し、各市会議員が述べた意見等が記載されていることが認め

られた。 

イ 処分庁の主張によると、議員対応は、本会議等に先立ち事前に市会議員に対

し市の事務事業に係る情報を提供することで、当該事務に対する理解を深め、

本会議等における審議の充実に資することを目的としており、慣例上、対外的

に公にならないとの認識の下、市会議員が率直な意見を述べたり、問題提起等

を行うものとのことである。 

また、処分庁が行う監察業務においては、議員対応で得た議員の率直な意見

等は職員の非行により市政に対する市民の信用失墜の程度を量る一つの材料

として、また市民の信頼を回復するための再発防止策等の検討材料として非常

に有益なものであるとのことである。 

ウ 当審査会としても、市会の運営においては、市会議員が議案となる事務事業

への正確な認識の下に質疑が行われることが重要であると考える。また、市会

以外の様々な場面においても、市民を代表する立場にある市会議員と処分庁が

率直な意見交換を行うことは、市政の適正な遂行において重要な位置付けとな

るものと考える。そのような中で、処分庁における議員対応が(ｲ)のような慣

例に基づき行われていることに鑑みると、当審査会としても、議員対応におけ
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る市会議員の意見等を公開することは、処分庁と市会議員の信頼関係が損なわ

れ、今後の意見交換が消極化する可能性は否定できず、またその結果、市会の

運営など処分庁の多くの事務事業において、その適正な遂行に支障が生じるお

それがあると考える。 

エ したがって、当審査会としては、当該情報は条例第７条第６号に規定する非

公開情報に該当すると判断する。  

 

 

答 申 情 第 １ ３ ９ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ⑴ 貴市が令和３年２月４日に○○ほか１者に対し、廃棄物処理法違反通報に基づ

き実施した調査の内容、結果等が記された報告書、またはそれに類する文書。 

⑵ ⑴に基づき貴市が「違反なし」と意思決定した文書。ただし、⑴の文書に含ま

れる場合は不要。 

⑶ 貴市が令和３年３月１日に△△及び□□に対し実施した、廃棄物処理法違反通

報に基づく調査の内容、結果等が記された報告書またはそれに類する文書。 

⑷ ⑶に基づき貴市が「違反なし」と意思決定した文書。ただし、⑶の文書に含ま

れる場合は不要。 

 ※ いずれも、京都市公文書取扱規程が定める決裁書類（第７号様式など）を含

む。 

所 管 課 環境政策局循環型社会推進部廃棄物指導課 

所管課の決定 公文書公開請求拒否決定処分（条例第７条第６号に該当） 
当該文書の存否を答えること自体が、本市における調査の有無が明らかになり、

条例第７条第６号に規定する、廃棄物に関する違反指導業務における正確な事実の

把握を困難にするおそれがある非公開情報を公開することになるため、条例第９条

第１項の規定により、当該公開請求を拒否する。 
また、当該請求対象文書の存否を答えることはできないが、仮に当該文書がある

としても、条例第７条第６号に規定する、公にすることによって、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見

を困難にするおそれ、その他当該事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれのある非公開情報に該当する。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書公開請求拒否決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 本件請求に係る公文書について 
審査請求人は、特定の事業者について、法違反通報があったこと及び当該通報

に基づき処分庁が調査等を行ったことを前提に、当該調査等の内容やその結果等

が記載された文書及び当該調査等に基づき、処分庁が違反なしと意思決定した文

書の公開を求めている。 
⑵ 公文書公開請求拒否決定処分について 

公文書公開請求に対しては、当該公開請求の対象となる公文書の存否を明らか

にした上で、公開決定等を行うことが原則であるが、条例第９条第１項は、当該

公文書の存否を明らかにしただけで、条例第７条各号の非公開情報を公開するこ

ととなる場合に限り、例外として公文書の存否を明らかにしないで、当該公開請
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求を拒否することができる旨を定めている。 
当該規定は、公開請求の対象となる公文書の存否を明らかにすることにより生

じる個人又は法人等の権利利益の侵害や事務事業の支障等を条例第７条各号の

規定の趣旨に照らして、具体的かつ客観的に判断しなければならず、通常の公開

決定等により対応できる場合にまで拡大解釈されることのないよう、特に慎重な

判断が求められる。 
条例第９条第１項が適用されるためには、公開請求が①特定の個人又は事業者

を名指しして、又は特定の場所や分野等に限定してなされているため、非公開決

定（当該公文書が不存在であることを理由にする場合を含む。）を行ってもなお

何らかの情報が明らかになること（以下「要件１」という。）及び②当該情報が

条例第７条各号のいずれかに該当すること（以下「要件２」という。）の２つの

要件を満たしていることが必要であると解される。 
⑶ 本件処分について 

ア 要件１該当性について 
   本件請求は、特定の事業者等の名称を明記したうえで、当該事業者等が法に

違反しているとの通報を受けて処分庁が調査を実施したことを前提に、当該調

査に係る公文書を請求している。 
したがって、本件請求の対象となる公文書の存否を答えることにより、当該

事業者等について通報があった事実の有無や、当該通報を受け調査指導等を行

った事実の有無（以下「本件存否情報」という。）が明らかになると認められ

る。 
 イ 要件２該当性について 
   処分庁は、本件存否情報が条例第７条第６号に該当すると主張するので、こ

の点について以下検討する。 
(ｱ) 条例第７条第６号について 

  条例第７条第６号は、京都市等が行う事務又は事業の中には、監査、契約、

調査に係る事務など、当該事務又は事業の性質上、公開することによってそ

の目的が損なわれたり、公正かつ適切な執行が妨げられるものがあるため、

その適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報について、非公開とするこ

とを定めたものである。「適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」にある「支障」

の程度は、名目的なものでは足りず、実質的なものであることが必要であり、

「おそれ」も、抽象的な可能性では足りず、法的保護に値する程度の蓋然性

が求められる。 
 また、本号は、事項的基準（「監査事務等」など）と定性的基準（「正確

な事実の把握を困難にするおそれ」など）を組み合わせているので、事項的

基準に該当し、かつ、定性的基準も満たしているかを慎重に判断する必要が

ある。 
(ｲ) 事項的基準該当性について 

a 条例第７条第６号アでは、事項的基準の一例として「監査、検査、取締

り又は試験に係る事務」を挙げている。「監査」、「検査」、「取締り」

及び「試験」とは、いずれも事実を正確に把握し、その事実に基づいて評

価、判断を加えて、一定の決定を伴うことがある事務であり、具体的には、
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以下の内容をいうとされている。 
(a) 監査 主として監査的見地から、事務又は事業の執行又は財産の状況

の正否を調べること。 
(b) 検査 法令の執行確保、会計経理の適正確保、物資の規格、等級の証

明等のために帳簿書類その他の物件等を調べること。 
(c) 取締り 行政上の目的による一定の行為の禁止又は制限について、適

法又は適正な状態を確保すること。 
(d) 試験 人の知識、能力等又は物の性能等を試すこと。 

   b 処分庁によると、法違反又はその疑いに関する通報があった場合、必要

な調査を行ったうえで、不適切な廃棄物の処理が認められるときは、適切

に処理するよう行政指導を行うことがあるとのことである。 
   c これは、上記⑶イ(ｲ)a(c)のとおり、行政上の目的による一定の行為の禁

止又は制限について適法、適正な状態を確保するためのものということが

できるから、少なくとも条例第７条第６号アに規定する「取締り」に該当

するものである。 
  (ｳ) 定性的基準該当性について 
   a 条例第７条第６号アにおいて、監査事務等に関し「正確な事実の把握を

困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその

発見を困難にするおそれ」と規定している趣旨は、例えば監査事務等に関

する情報の中には、監査や取締り等の対象、実施時期、調査事項等のよう

に、事前に公にすれば、適正かつ公正な評価や判断の前提となる事実の把

握が困難となったり、対象者による法令違反等の妥当性を欠く行為を助長

したり、対象者が巧妙な隠蔽を図ったりするおそれがあるものがあり、こ

のような情報を非公開とする趣旨である。また、事後であっても、例えば、

違反事例等の詳細を公にすることが他の者に法規制を免れる方法を示唆

するようなものは、これに該当すると考えられる。 
     さらに、行政指導のように強制力を行使しない取締り等を行うに当たり、

当該指導に係る情報が公になることで、相手方や関係者の協力を得にくく

なるような場合も、これに該当し得る。 
   b 処分庁は、特定の事業者に対する調査等の有無が、一般に公開されると、

当該通報に係る事業者等においては、違法行為の発覚を逃れるために、当

該調査の対象行為の違法性を示す証拠について、隠蔽、改ざんを行う可能

性が高まり、正確な事実や違反状態の実態の把握に支障を生じる蓋然性が

高く、当該調査及びその後の行政指導の事務に看過し難い支障を生じると

主張する。また、このような情報を公にすることは、事業者にとって不利

益と捉えられることから、処分庁に対する信頼や相手方の協力の確保に支

障を生じることとなり、正確な事実の把握や、法違反状態の迅速な解消に

支障が生じるおそれがあるとも主張する。 
c 当審査会としても、行政指導において法令違反の状態の解消を実現させ

るためには、その手法や手段の有効性の確保が重要であること、また相手

方の任意の協力がなければ指導の目的を達成することが困難であること

から、処分庁と相手方との信頼関係の構築も重要であることは 疑いのな
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いものと考える。 
d したがって、本件請求において対象とされている事業者等に対し、処分

庁が調査等を行ったか否かの事実が公になっていない中においては、本件

存否情報が公になると、違反行為の発覚の回避や行政指導の拒否などによ

り、行政として行うべき適正な指導が叶わなくなる可能性は否定できない

ものである。 
ウ 判断 

以上から、当審査会は、本件請求に係る公文書の存否を答えるだけで、条

例第７条第６号に規定する非公開情報を公開することになる場合に該当す

るから、処分庁が本件処分を行ったことは妥当であると判断する。 
⑷ その他 

審査請求人は、本件請求及び別件請求において、それぞれ特定の事業者に対す

る調査等に係る文書を請求したところ、一方では公文書公開請求拒否決定処分を

行い、もう一方ではそれと異なる処分を行ったことは、ダブルスタンダードのよ

うな対応であり整合性がないとも主張する。 
この点、諮問庁の説明によると、本件請求における対象事業者に対し調査等を

行っているか否かの事実は公になっていない一方で、別件請求における対象事業

者に対し調査等を行った事実は、既に公になっているとのことである。 
条例第９条第１項が適用されるためには、⑵のとおり、要件１及び要件２のい

ずれをも満たす必要があるところ、別件請求は本件請求と同様に、特定の事業者

を名指しし、当該事業者への調査等の文書を請求されていることから、当該文書

の存否を答えるだけで「特定の事業者に調査等を行った事実の有無」という情報

が明らかになるため、要件１に該当するものであるが、本件請求の対象事業者と

は異なり、別件請求の対象事業者については、本市の調査等を受けたことが既に

公になっているとのことであるから、当該情報は条例第７条各号のいずれにも該

当せず、要件２には該当しないものと考える。 
したがって、当審査会としては、処分庁が別件請求に対し条例第９条第１項を

適用しなかったことは妥当であると判断する。 
また、審査請求人のその余の主張も当審査会の結論を左右するものではない。 

 

 

答 申 情 第 １ ４ ０ 号 の 概 要 

請 求 内 容 特定職員が作成した職業評価の全数を示した上で「当該評価に書かれている診断名

と主治医意見書に書かれている診断名が一致していない当該評価」 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

公文書公開請求時点において、●●・京都障害者職業センター元職員（以下「元

職員」という。）が作成した職業評価の全数は１８件であり、「当該評価に書かれ

ている診断名と主治医意見書に書かれている診断名が一致していない当該評価」は

存在しない。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 
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審査会の判断 処分庁は、かがやきが保有する職業評価のうち作成者が元職員であるもの（以下

「本件職業評価」という。）を１８件保有していることを示したうえで、請求内容

を満たす公文書は存在しないと主張する。 
一方、審査請求人は、本件請求以前に、市職員から本件職業評価は３６件保有し

ているとの説明を受けたことを理由に処分庁が本件処分において１８件としてい

ることに異議を述べていることから、本件請求における文書特定に不足があると主

張するものと認められる。 
審査請求人の主張に対する処分庁の説明によると、令和元年１２月２日時点の調

査において本件職業評価は３６件保有していると確認したが、当該調査を行った以

降、本件請求までの間に保存年限が到来したものについて廃棄をしたため、本件請

求があった時点では１８件であったとのことである。 
行政機関においては、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の

公文書の管理に関し必要な事項を定め、公文書の適正な管理を行うものであり、処

分庁においては、京都市公文書管理規則がこれに当たるものである。 
当審査会としては、処分庁において当該規則に基づき保存年限を５年と定め適正

に管理している結果、本件請求があった時点において処分庁が保有する本件職業評

価が約２年前の時点と比較して減少していたことについて、特段不合理な点はない

と考える。 
したがって、本件請求があった時点において保有する公文書のうち、本件請求内

容を満たす公文書が存在しなかったとする本件処分は妥当であると判断する。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ １ 号 の 概 要 

請 求 内 容 京都市会計規則２７条１項本文の「歳入金を収入しようとする場合」以外の手続

を説明した文書 

所 管 課 会計室 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

請求内容を満たす事案が存在せず、会計室では請求に係る公文書を作成又は取得

していないため。 

審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 法第１４９条及び第１７０条の規定によると、市長は地方税の賦課徴収、分担金、

使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料を科す事務を担任する者であり、会

計管理者は普通地方公共団体の会計事務をつかさどる者であることから、市長が行

うとされている収入の可否等の判断に会計管理者が関与しないことは明白である。 
したがって、当審査会は、本件請求に係る文書が存在しないとする本件処分は妥

当であると判断する。 

 

 

答 申 情 第 １ ４ ２ 号 の 概 要 

請 求 内 容 特定職員が作成した個別支援計画書の全数を示した上で、京都障害者職業センター

職員が作成した職業評価に「取り組む」或いは「参考にする」と書かれている個別
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支援計画書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当） 

相談者に関する個人の氏名、相談の日時及び相談内容等については、公開するこ

とにより個人が識別される可能性があり、当該個人のプライバシーを侵害するおそ

れがあるため。 

審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分において、審査請求人が公開すべきとす

る部分を非公開としたことは妥当であるが、別に審査会が示す６件の個別支援計画

書を特定し、本答申の趣旨を踏まえて改めて公開決定等をすべきである。 

公開した公文書 個別支援計画書 

審査会の判断 文書の特定の妥当性について 
処分庁は、３７件の対象文書を精査した結果、本件公文書以外の３６件について

は請求内容を満たすものではなかったと主張する。 
一方、審査請求人は、当該３６件が請求内容を満たさないことに疑義があると主

張する。 
当審査会において、３６件の対象文書を見分したところ、職業評価に「取り組む」

又は「参考にする」との趣旨の記載であると評価できる文書が６件認められた。 
この点について、当審査会が事務局をして、処分庁に対し、本件請求における文

書の特定方法について確認させたところ、本件請求を受け文書の特定をするに当た

っては、元職員が作成した個別支援計画書のうち、職業評価に「取り組む」又は「参

考にする」との趣旨の記載がされているものの中から、相談者に関する職業評価が

かがやきに存在するものについて、本件請求に対し特定すべき公文書と判断したと

のことであった。 
しかし、本件請求は、元職員が作成した個別支援計画書に職業評価に「取り組む」

又は「参考にする」との趣旨の記載がされているものを対象にしている。したがっ

て、当審査会としては、処分庁が行ったように、それら記載のあるもののうちかが

やきに職業評価が存在するもののみを対象文書として特定することは、文書の特定

の範囲を狭めすぎていると言わざるを得ない。 
したがって、当審査会としては、本件公文書に加えて当審査会が確認した６件の

個別支援計画書を特定すべきであると判断する。 
なお、当審査会が特定すべきと判断した６件については、本答申とは別に事務局

をして諮問庁に示すものとする。 
 

条例第７条第１号該当性について 
審査請求人は、審査請求書以外においては、本件処分が条例第７条第１号の解釈

を誤っているとの主張も行っていると思われるので、以下この点についても検討す

る。 
条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個人に関

する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特定の個人が識

別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られたくないと認められるも

のについて、非公開とすることを定めたものである。また、「通常他人に知られた
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くないと認められるもの」に該当するか否かについては、一般の感受性を基準とし

て、客観的に通常他人に知られたくないものと認められるものであるか否かで判断

されるべきである。 
処分庁は、本件公文書のうち、公文書の名称、記入者名欄及び組織名称以外の部

分には相談者の氏名、相談内容などが記載されており、それらはすべて条例第７条

第１号に該当すると主張する。 
一方、審査請求人は、本件公文書のうち職業評価に「取り組む」又は「参考にす

る」旨が記載された部分は公開すべきであると主張する。 
当審査会が本件公文書を見分したところ、非公開とされている部分には、相談者

の心身や日常生活の状況、家族との関係、本人や家族の要望、関連機関の利用状況

や今後の支援の方針など多岐にわたる情報が記載されていることが認められた。ま

た、職業評価に「取り組む」又は「参考にする」との趣旨の記載は、本件公文書及

び先に述べた６件の個別支援計画書のいずれにおいても、異なる項目に記載されて

いることが認められた。 
個別支援計画書は、このように個人の機微情報が多く含まれていること及び相談

者の状況によって職業評価に係る記載がされる項目が異なることから、仮に審査請

求人が公開を求める職業評価に「取り組む」又は「参考にする」という旨の記載が

されている部分のみに限定したとしても、なおプライバシー性が高く、またその内

容から個人が識別され得る可能性も否定できないと言わざるを得ない。 
したがって、当審査会は、本件公文書のうち公文書の名称、記入者名欄及び組織

名称以外の部分について条例第７条第１号に該当するものとした処分庁の判断は

妥当であると判断する。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ ３ 号 の 概 要 

請 求 内 容 京都市市政情報総合案内コールセンター事務取扱要綱（以下「事務取扱要綱」と

いう。）第１条の規定を解説した文書 

所 管 課 総合企画局市長公室広報担当 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

事務取扱要綱の策定に当たり、当庁では、審査請求人が主張する「規定を解説し

た文書」を作成していない。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 処分庁は、事務取扱要綱を策定するに当たり、当該要綱の規定を解説した文書

を作成していないと主張する。 
⑵ 一方、審査請求人は、事務取扱要綱第７条第３項において、コールセンターで

回答できない問合せ等を受け付けた場合の事務手続が詳細に規定されているに

もかかわらず、事務取扱要綱第１条に基づいてその手続を省略したとしても適法

とするならば、当該規定を解説した文書が存在するはずである、と主張する。 
⑶ 当審査会において、事務取扱要綱を確認したところ、当該要綱には、コールセ

ンターについて、「設置場所」「運営時間」「コールセンターにおける業務」「コ

ールセンターで回答できなかった問合せ等に係る対応」「「回答支援データベー

ス」及び「よくある質問 Q＆A」の更新」など、コールセンターの運営に必要な
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事項を１３条にわたって規定していること、また各事項は詳細かつ明確に規定さ

れていることが認められた。 
⑷ 当審査会としては、事務取扱要綱がコールセンターの運営に必要な事項ごとに

その詳細を定めていることから、このような要綱の各規定を解説する文書を作成

していないとしても不自然ではなく、本件請求に係る文書を作成していないとす

る処分庁の主張に特段不合理な点はないと考える。 
また、審査請求人の主張を踏まえても、処分庁の主張を覆す程の事実は見いだ

せなかった。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ ４ 号 の 概 要 

請 求 内 容 京都市上下水道局において、京都市公文書管理規則（以下「規則」という。）第

６条第１項ただし書の規定を解説した文書 

所 管 課 上下水道局総務部総務課 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

⑴ 規則第６条第１項は、次のように規定されている。 
（公文書の作成） 
第６条 意思決定に当たっては、公文書を作成するものとする。ただし、処理

に係る事案が特に軽易なものにあっては、この限りでない。 
⑵ 処分庁においては、規則第６条第１項ただし書に規定されている「処理に係る

事案が特に軽易なもの」を直接解説している文書の作成又は取得を行っていな

い。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 処分庁は、規則第６条第１項ただし書に規定される「処理に係る事案が特に軽

易なもの」を直接解説している文書を作成又は取得していないと主張する。 
一方で、審査請求人は、別件審査請求事案の弁明書における「（参考）当該質

問状における「接続ます」について」の内容は京都簡易裁判所において事件化さ

れていることから、当該事案は規則第６条第１項ただし書にいう「特に軽易なも

の」に該当しないことは明白であるにも関わらず、処分庁が当該規定に該当する

という取扱いをしたのであれば、その取扱いが妥当であると判断できる公文書を

作成しているはずだと主張する。 
⑵ 当審査会が諮問庁に対し、改めて規則第６条第１項ただし書の規定を解説する

文書の存否について確認したところ、以下の説明があった。 
 ・ 規則第６条第１項ただし書の解釈については、通知を参照することはあるが、

当該通知は処分庁において作成したものではないため、本件請求に係る公文書と

して特定しなかった。 
 ・ 処分庁においては、公文書の取扱いについて京都市上下水道局公文書取扱規

程を定めているが、当該規程は規則第６条第１項ただし書を解説する文書ではな

いため、本件請求に係る公文書に該当しない。 
また、他に作成又は取得した文書もない。 

⑶ 審査請求人は、処分庁において作成された規則第６条第１項ただし書を解説す

る文書を求めていると認められることから、当審査会としては、通知は処分庁に
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おいて作成した文書ではないため本件請求に係る公文書として特定しなかった

という処分庁の主張に、特段不合理な点はないと考える。 
また、処分庁は規則第６条第１項ただし書の解釈に当たって通知を参照すると

のことであるから、処分庁において改めて規則第６条第１項ただし書を解説する

文書を作成していないとしても、不自然ではない。 
その他、審査請求人の主張を踏まえても、本件請求に係る文書が存在すると確

信するに足る事実も特に見いだせなかった。 
⑷ なお、審査請求人は、別件審査請求事案の弁明書における「（参考）当該質問

状における「接続ます」について」の内容が規則第６条第１項ただし書「処理に

係る事案が特に軽易なもの」に該当しないことは明らかである旨主張するが、こ

の点について当審査会は、令和３年５月２６日付け答申個第１０５号のとおり、

処分庁が規則第６条第１項ただし書に該当すると判断したことに特段不合理な

点はないと考える。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ ５ 号 の 概 要 

請 求 内 容 京都障害者職業センターにおける障害者雇用支援連絡協議会に関連する文書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

協議会に関する会議資料については、京都市公文書管理規則（以下「規則」とい

う。）第９条別表のうち、７「会議等において受領した資料で軽易なもの」に該当

し、その保存年限を１年未満保存としている。また、京都市公文書取扱規程第５０

条第２項において「文書管理責任者は、前項の規定にかかわらず、保存期間が１年

未満の公文書について、当該公文書が完結した後保存の必要がないと認めるとき

は、随時廃棄することができる。」とされており、廃棄することを決定する文書を

作成することや、廃棄した日時を記録することを必要とされていない。 
したがって、仮に、令和２年度に開催された協議会において資料を取得していた

としても、当該資料は廃棄したものと認められるが、１年未満保存文書の取扱い上、

廃棄した日時などを確認することはできなかった。 
また、念のため、かがやき内を探索したが協議会に関する文書は見当たらなかっ

た。 
以上のことから、本件請求に係る公文書については、取得した事実を確認できな

かったことを理由とした不存在による非公開決定としたものである。 
なお、令和３年度においては、請求日時点で協議会が開催されていないため、会

議資料等は取得していない。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 処分庁は、協議会に関する会議資料を１年未満保存文書として取り扱っている

ため、仮に会議資料を取得していたとしても保存年限の経過により既に廃棄して

おり、取得の有無を確認することができず、また令和３年度については本件請求

時点で会議が開催されていないと主張する。 
⑵ 一方、審査請求人は、かがやきが法第２０条第４項に基づき設置された協議会

の構成員であること、また少なくとも令和２年度においては協議会が２回開催さ
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れていることを理由に、本件請求に係る文書が不存在であることは不自然である

と主張する。 
⑶ 処分庁においては、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他の

公文書の管理に関し必要な事項を規則で定めており、規則第９条別表において公

文書の区分に応じた保存期間の基準が定められている。 
  本件請求に係る公文書は、処分庁が協議会に出席した際に受領する資料であ

り、規則第９条別表において保存期間が１年未満とされている「会議等において

受領した資料」に相当する文書であると認められる。 
したがって、当審査会としては、処分庁が当該規定に基づき本件請求に係る公

文書を１年未満保存として取り扱ったため、本件請求時点において文書が存在し

ないとの主張に特段不自然な点はないと判断する。 
⑷ また、審査請求人は、本件公開請求文書が存在しない理由について十分に判明

しておらず、行政手続法８条１項の趣旨に反しているとも主張するので、この点

について以下検討する。 
  一般に、法令に行政処分に理由を付記すべきものとしている場合に、どの程度

の記載をすべきかは、処分の性質と理由付記を命じた各法令の趣旨・目的に照ら

してこれを決定すべきである（最高裁昭和３６年（オ）第８４号同３８年５月３

１日第二小法廷判決）。 
条例第１０条第３項においては、実施機関が非公開決定をした旨の通知をする

ときは、当該通知にその理由を付記しなければならない旨を規定している。当該

規定は、非公開理由の有無について実施機関の判断の慎重と公正妥当を担保して

その恣意を抑制するとともに、非公開の理由を請求者に知らせることによって、

その不服申立てに便宜を与える趣旨から設けられていると解される。このような

趣旨に鑑みれば、不存在による非公開決定通知書に付記すべき理由としては、請

求者において請求に係る公文書が不存在である要因をその記載自体から了知し

得るものでなければならず、単に公文書が不存在である旨のみを示すだけでは、

条例第１０条第３項の要求する理由付記としては十分ではない。 
この見地に立って判断すると、本件処分の通知書には公開請求に係る公文書を

保有していない理由として「本件請求に関する書類を探索したが、本件請求に関

する文書の取得を確認できなかった。」と処分の基礎となった事実関係が記載さ

れており、本件請求に係る公文書が存在しない要因が一定程度具体的に記載され

ていると認められる。 
したがって、本件処分の理由は、処分を取り消さなければならない程度に具体

性を欠いているとまでは言えないため、審査請求人の主張は採用できない。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ ６ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ○ 職業評価の全数を示した上で下記の各条件をそれぞれ満たすもの 

・ 発達障害者支援として構造化が行われていると読み取れる 

・ 障害者支援として社会的障壁の除去が行われていると読み取れる 

・ 「折り合いをつける」旨が書かれている 
・ 書かれている診断名と主治医意見書等に書かれている診断名が一致していない
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（但し請求者に係る当該評価を除く） 

○ 個別支援計画書の全数を示した上で下記の各条件をそれぞれ満たすもの 

・ 発達障害者支援として構造化が行われていると読み取れる 

・ 障害者支援として社会的障壁の除去が行われていると読み取れる 

・ 「折り合いをつける」旨が書かれている 
・ 障害年金を受給していると読み取れる 

○ 個別評価・支援プランニングシートの全数を示した上で下記の各条件をそれぞ

れ満たすもの 

・ 発達障害者支援として構造化が行われていると読み取れる 

・ 障害者支援として社会的障壁の除去が行われていると読み取れる 

・ 「折り合いをつける」旨が書かれている 
・障害年金を受給していると読み取れる 
○ プロフィール票の全数を示した上で障害年金を受給していると読み取れるも

の 
所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 公文書公開請求却下 
審査会の結論 処分庁が行った公文書公開請求却下処分は妥当である。 

審査会の判断 〇 公文書公開請求却下について 

京都市情報公開事務取扱要綱第３の４は、公開請求が条例に規定する要件を満た

さないため、補正を求めたにも関わらず、請求者が補正に応じない、請求された公

文書が請求の対象とならない文書である等の理由により、当該請求が適法でない場

合は、当該請求を却下することと規定している。 
本件処分は、本件請求が、公文書の公開を請求しようとする者は、実施機関に対

し「公文書の名称その他の公開請求に係る公文書を特定するに足りる事項」を記載

した請求書を提出しなければならないとする条例第６条第１項第２号の要件を満

たさず、請求者が補正にも応じなかったとして、当該取扱要綱の規定に基づきなさ

れた公文書公開請求却下処分である。 
 

〇 本件審査請求の争点について 
処分庁は、本件請求に対応するためには、６万枚を超えるかがやきの相談者に係

る文書の全てを探索する必要があり、本件請求に係る公文書が実質的に特定でき

ず、審査請求人に文書を特定する情報を示した補正依頼を行ったが応じてもらえな

かったため本件処分を行ったと主張するが、審査請求人は、それらの文書は膨大な

量ではないから、文書を特定することができるはずである旨を主張している。 
よって、本件審査請求は、本件請求の請求内容が公文書を特定するに足るものと

認められるかが争点であると考えられるので、当審査会は、以下この点について検

討する。 
 

〇 本件処分の妥当性について 
条例第６条第１項第２号が請求書に「公文書を特定するに足りる事項」の記載を

求めるのは、当該記載をもとに、処分庁において請求対象公文書を他の公文書と識

別したうえで、請求対象公文書の存否の判断や、非公開情報の有無の調査・判断な
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どの必要な判断を適切に実行できるようにするものである。 
 
本件請求は、かがやきが保有する４種類の公文書のうち、特定の条件を満たす公

文書と記載されており、文書の範囲は、形式的・外形的には一応確定できる。 
しかしながら、上記した条例の趣旨からして、請求対象公文書は、処分庁におい

て非公開情報の有無の調査・判断などが実質的に可能である程度に特定されている

必要があると解される。その調査・判断などのための事務があまりに膨大であり、

処分庁に極めて過度の負担を課すことになることが確実である場合には、このよう

な意味で請求対象公文書が特定されているとはいえない。 
本件請求については、これに応じると処分庁は６万枚を超える文書から４種類の

公文書を特定しなければならないこと、それらの公文書の記載内容が特定の条件を

満たす文書であるか否かを調査・判断しなければならないこと、非公開情報の有無

を調査・判断しなければならないこと、さらに非公開情報のある部分の全部につい

てマスキング等の措置を講じなければならないことなどの事情が認められる。 
これらのことから、当審査会としては、条例が「公文書の名称その他の公開請求

に係る公文書を特定するに足りる事項」を必要的記載事項とした上記の趣旨に鑑

み、このような本件請求においては当該記載が十分になされていないと判断する。 
また、条例第６条第３項の規定に基づき補正依頼を行うに当たっては、請求者に

対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならないとされている

が、処分庁は当該規定に基づき、かがやきにおける文書の保有状況や文書の特定に

必要な情報を示した補正依頼を書面で行っており、本件処分に手続的瑕疵は認めら

れない。 
 
本件請求は、かがやきが保有する４種類の公文書のうち、特定の条件を満たす公

文書と記載されており、文書の範囲は、形式的・外形的には一応確定できる。 
しかしながら、上記した条例の趣旨からして、請求対象公文書は、処分庁におい

て非公開情報の有無の調査・判断などが実質的に可能である程度に特定されている

必要があると解される。その調査・判断などのための事務があまりに膨大であり、

処分庁に極めて過度の負担を課すことになることが確実である場合には、このよう

な意味で請求対象公文書が特定されているとはいえない。 
本件請求については、これに応じると処分庁は６万枚を超える文書から４種類の

公文書を特定しなければならないこと、それらの公文書の記載内容が特定の条件を

満たす文書であるか否かを調査・判断しなければならないこと、非公開情報の有無

を調査・判断しなければならないこと、さらに非公開情報のある部分の全部につい

てマスキング等の措置を講じなければならないことなどの事情が認められる。 
これらのことから、当審査会としては、条例が「公文書の名称その他の公開請求

に係る公文書を特定するに足りる事項」を必要的記載事項とした上記の趣旨に鑑

み、このような本件請求においては当該記載が十分になされていないと判断する。 
また、条例第６条第３項の規定に基づき補正依頼を行うに当たっては、請求者に

対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならないとされている

が、処分庁は当該規定に基づき、かがやきにおける文書の保有状況や文書の特定に

必要な情報を示した補正依頼を書面で行っており、本件処分に手続的瑕疵は認めら
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れない。 
 
以上から、当審査会としては、本件請求は「公文書の名称その他の公開請求に係

る公文書を特定するに足りる事項」の記載を欠くものであるから、処分庁が行った

本件処分は妥当であると判断する。 
なお、審査請求人は、その他種々主張するが、上記判断を左右するものではない。 

 

 

答 申 情 第 １ ４ ７ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ・かがやき元職員が作成した個別支援計画書の全数を示した上で「折り合いをつけ

る」旨が書かれている当該計画書（請求内容１） 

・精神状態が不安定な人に就労を進めると状態悪化を招く場合があることを裏付け

られる根拠（請求内容２） 

・菓子類を用意することで場を和ませられることを裏付ける根拠（請求内容３） 

・職業評価が適切なものと前提にしていることを裏付ける根拠（請求内容４） 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

請求内容１について 
かがやき元職員が作成した個別支援計画書の全数は３７件であり、「折り合いを

つける」と書かれている当該文書は作成していない。 
請求内容２から４までについて 

公文書を基に発言したものではなく、請求内容に係る公文書は取得、作成してい

ない。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 請求内容１について 
処分庁は、対象文書を精査した結果、請求内容１を満たす文書は存在しないと主

張する。 
一方、審査請求人は、対象文書が請求内容１を満たさないことに疑義があると主

張する。 
当審査会において、対象文書を見分したところ、「折り合いをつける」という記

載のある文書は認められなかった。 
 

請求内容２～４について 
処分庁は、処分庁がメールや別の審査請求事案に係る口頭意見陳述の場におい

て、審査請求人に対し説明した内容については、事実や事象等について説明したに

過ぎず、その根拠が公文書として存在するものではないと主張する。 
一方、審査請求人は、根拠となるものがあるはずだとの趣旨の主張をする。 
令和４年６月２４日付け答申個第１１８号において判断したように、一般に、市

民等からの業務に関する質問等に対する回答に当たっては、自らの経験や様々な文

献から得た総合的な知見に基づき判断する場合もあり、特定の公文書にその根拠を

求めることができない場合が多いと考えられる。本件では、処分庁が、メールや口
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頭で業務等に対する職員の認識等を審査請求人に説明した内容について、根拠とな

る公文書の特定が求められているが、このような場合に、該当する公文書が存在し

ないことは不自然ではない。 
 

 

答 申 情 第 １ ４ ８ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ●●・京都障害者職業センター元職員（以下「元職員」という。）が作成した職

業評価の全数を示した上で「折り合いをつける」旨が書かれている当該評価 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号に該当） 

相談者に関する個人の氏名、相談の日時及び相談内容等については、公開するこ

とにより個人が識別される可能性があり、当該個人のプライバシーを侵害するおそ

れがあるため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 職業評価（１件） 

審査会の判断 ⑴ 本件請求に係る公文書について 
  審査請求人が求めている文書は、元職員が作成した職業評価のうち、「折り合

いをつける」旨が記載されている当該評価である。 
⑵ 本件処分について 

ア 文書特定の妥当性について 
  審査請求人は、元職員が作成し、かがやきが保有する職業評価１９件のうち、

本件公文書を除く１８件は本件請求の対象となる公文書に該当しないのかが

本件審査請求の主たる争点であると主張するため、以下この点について検討す

る。 
(ｱ) 処分庁は、１９件すべてについて「折り合いをつける」旨の記載の有無

を確認した結果、本件公文書にのみ記載があったと主張する。 
(ｲ) 当審査会が事務局をして処分庁に対し、本件公文書を除く１８件を提出

させ、それらを見分したところ、「折り合いをつける」旨が記載されている

文書は認められなかった。 
  (ｳ) したがって、当審査会としては、処分庁が本件公文書のみを本件請求の

対象公文書として特定したことは妥当であると判断する。 
 イ 条例第７条第１号該当性について 
   審査請求人は、本件公文書のうち「折り合いをつける」旨が書かれた箇所は

公開すべきであると主張するため、以下この点についても検討する。 
  (ｱ) 条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、

個人に関する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、

特定の個人が識別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られた

くないと認められるものについて、非公開とすることを定めたものである。

また、「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かに

ついては、一般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくない

ものと認められるものであるか否かで判断されるべきである。 
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  (ｲ) 処分庁は、本件公文書のうち、表紙の資料名称以外の部分には、相談者

の氏名、相談の日時及び相談内容等が記載されており、それらすべての情報

は条例第７条第１号に該当すると主張する。 
    (ｳ) 当審査会が本件公文書を見分したところ、非公開とされた部分には、相

談者の氏名や生年月日、相談者に対して行った各種検査の結果、各検査結

果に対する元職員の所見及び当該結果を踏まえた支援計画など相談者に関

する多様な情報が記載されていることが認められた。 
  (ｴ) このように本件公文書は個人の機微情報が多く含まれていることから、

仮に「折り合いをつける」旨が記載されている部分のみに限定したとして

も、なおプライバシー性が高く、また当該部分を公開することにより個人

が識別される可能性も否定できないと言わざるを得ない。 
      したがって、当審査会は、本件公文書のうち表紙の資料名称以外の部分

について条例第７条第１号に該当するものとした処分庁の判断は妥当であ

ると判断する。 
 

答 申 情 第 １ ４ ９ 号 の 概 要 

請 求 内 容 生活福祉課保有の厚生労働省交付している「外国人の生活保護について」通知類

全部 

所 管 課 保健福祉局生活福祉部生活福祉課 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

京都市公文書管理規則（以下「規則」という。）第９条別表に基づき保存年限を

１年としており、これを経過し廃棄したため。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 本件請求に係る文書について 
審査請求人の求める文書は、厚生労働省の公印が押印された、外国人に対する

生活保護に関する厚生労働省通知である。 
⑵ 本件処分について 
 ア 処分庁は、本件請求に係る公文書については、規則第９条別表に基づき保存

年限を１年としており、当該期間を経過した後、規則第１０条に基づき適切に

廃棄しているため存在しないと主張する。 
   一方、審査請求人は、本件対象公文書アについては、外国籍住民の生活保護

の申請の結果や停廃止の通知書上にその名称が記載されていること、本件対象

公文書ウについては、現在も効力を有する通知であることなどから当該文書は

存在するはずだとの趣旨の主張であると認められる。 
イ 処分庁においては、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関する基準その他

の公文書の管理に関し必要な事項を規則で定めており、規則第９条別表におい

て公文書の区分に応じた保存期間の基準が定められている。 
当審査会としては、処分庁が当該規定に基づき本件請求に係る公文書の保存

年限を１年と定め適正に管理している結果、本件請求時点において文書が存在

しないとの主張に特段不合理な点はないと判断する。 
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答 申 情 第 １ ５ ０ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ① 令和３年１１月市会の議第１５７号への付帯決議に関する、市会議員への説明

を行う職員の分担表と説明の結果が書かれた文書 
※ 和解が不成立になった後のものも含む 

② いわゆる迦陵園懲戒処分に係る令和３年４月のけん責処分に関する、市会議

員に対する議員対応メモとそれに類する文書 
 ※ 全ての会派の市会議員が対象 

所 管 課 行財政局人事部人事課コンプライアンス推進室 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第６号に該当） 

本市職員による市会議員への対応結果については、公開することにより、今後の

監察業務に当たり、関係者の率直な意見を得ることが困難になる可能性があり、業

務遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 ⑴ 損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表 
⑵ 損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表（弁護士協議後） 
⑶ 損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表（弁論準備手続結果） 
⑷ 損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表 

（次回弁論準備手続き（1 月 28 日への対応） 
⑸ 損害賠償請求訴訟の和解に係る議員対応表（1 月 28 日（金）～1 月 31 日（月）） 
⑹ 【議員対応表】懲戒処分取消請求訴訟の判決結果を踏まえた職員の再処分について  

審査会の判断 ⑴ 本件公文書について 
  本件公文書は、損害賠償請求訴訟及び懲戒処分取消請求訴訟に関して処分庁が

行った議員対応の結果を取りまとめたもので、「所属会派」、「議員名」、「対

応日」、「対応者」、「対応結果」及び「メール希望の有無」が記載されている。

また、本件公文書カには、それらに加えて「児童記録の返還請求経過についての

報告」が記載されている。 
⑵ 本件処分について 

本件公文書のうち「対応結果」欄及び「児童記録の返還請求経過についての報

告」欄が非公開とされている。 
処分庁は、「対応結果」欄には市会議員が公にされることを前提とせずに述べ

た率直な意見等が記載されており、これを公にすると、本市と市会議員との信頼

関係が損なわれることや、双方の意見交換が消極化することが懸念され、その結

果、処分庁が行う監察業務を含む多くの事務事業の適正な遂行に支障が生じるお

それがあるものであることなどから、発言の内容如何に関わらず、条例第７条第

６号に規定する非公開情報に該当すると主張する。 
また、「児童記録の返還請求経過についての報告」欄についても、市会議員に

対して当該報告を行ったか否かに係る情報が記載されているものであり、そのよ

うな情報は「対応結果」欄と一体的なものであることから、同様に非公開情報で

あると主張する。 
一方、審査請求人は、「対応結果」欄等の箇所が非公開とされていることは不

当と考える、と主張する。 
⑶ 条例第７条第６号該当性について 
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 ア 条例第７条第６号は、本市等が行う事務事業の中には、監査、契約、調査、

人事管理に係る事務など、当該事務又は事業の性質上、公開することによって、

その目的が損なわれたり、公正かつ適切な執行が妨げられるものがあるため、

これらに係る情報について、非公開とすることを定めたものである。 
 イ 本件公文書について 

(ｱ) 当審査会が本件公文書を見分したところ、「対応結果」欄には、処分庁

職員が行った議員対応に対し、各市会議員が述べた意見等が記載されてい

ることが認められた。また、「児童記録の返還請求経過についての報告」

欄には、各市会議員に対する当該報告の有無が記載されていることが認め

られた。 
(ｲ) 処分庁の主張によると、議員対応は、本会議等に先立ち事前に市会議員

に対し市の事務事業に係る情報を提供することで、当該事務に対する理解

を深め、本会議等における審議の充実に資することを目的としており、慣

例上、対外的に公にならないとの認識の下、市会議員が率直な意見を述べ

たり、問題提起等を行うものとのことである。  
     また、議員対応において得られる市会議員の率直な意見や問題提起等が、

事務事業の円滑かつ適切な執行のために欠かせないものとなっているとの

ことである。 
(ｳ) 当審査会としても、市会の運営においては、市会議員が議案となる事務

事業への正確な認識の下に質疑が行われることが重要であると考える。ま

た、市会以外の様々な場面においても、市民を代表する立場にある市会議

員と処分庁が率直な意見交換を行うことは、市政の適正な遂行において重

要な位置付けとなるものと考える。そのような中で、処分庁における議員

対応が(ｲ)のような慣例に基づき行われていることに鑑みると、当審査会と

しても、議員対応における市会議員の意見等を公開することについては、

処分庁と市会議員の信頼関係が損なわれ、今後の意見交換が消極化する可

能性は否定できず、またその結果、市会の運営など処分庁の多くの事務事

業において、その適正な遂行に支障が生じるおそれがあると考える。 
(ｴ) また、「児童記録の返還請求経過についての報告」欄については、各市

会議員に対する当該報告の有無が記載されているところ、これは「対応結果」

欄と一体を成すものであると認められることから、(ｳ)と同様の理由から公

開することにより、今後処分庁が行う事務事業の適正な遂行に支障が生じる

おそれがあるものと考える。 
(ｵ) したがって、当審査会としては、「対応結果」欄及び「児童記録の返還

請求経過についての報告」欄については、条例第７条第６号に規定する非

公開情報に該当すると判断する。  
 

 

答 申 情 第 １ ５ １ 号 の 概 要 

請 求 内 容 行財政部総務課が保有する令和４年４月２０日付け京都市指令行総総第１号に

よる公文書一部公開決定に先立つ、第三者の情報の公開・非公開についての意見照

会に係る文書及び第三者の意見 
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所 管 課 行財政局総務部総務課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第２号、第５号及び第６号に該当） 

・ 寄付額は、公開することにより、当該法人の事業活動上の地位その他正当な利

益を明らかに害すると認められるため。（条例第７条第２号に該当）。 

・ 照会文書及び意見書の一部は、公開することにより、本市と国との率直な意見

の交換が不当に損なわれるおそれがあり、今後の事務及び事業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるため。（条例第７条第５号及び第６号に該当） 
審査会の結論 処分庁が行った公文書一部公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 令和４年３月２２日付け公文書の公開に関する照会書 
令和４年４月６日付け公文書の公開に関する意見書（本件公文書） 

審査会の判断 ⑴ 本件審査請求について 

  審査請求人は、本件処分のうち、本件公文書において条例第７条第５号及び第

６号に該当するとして非公開とされた部分の公開を求めていることから、当審査

会においては当該非公開部分の妥当性についてのみ、以下検討する。 

⑵ 本件公文書について 

 ア 本件公文書は、処分庁が別件請求において特定した上局報告資料に記載され

ている厚生労働省の見解部分に係る公開の可否について、条例第１３条第１項

の規定に基づき同省に行った意見照会に対し、同省から提出された文書であ

り、「公文書の公開に関する意見書（以下「意見書」という。）」、「別紙１」

及び「別紙２」で構成されている。 

イ このうち、「意見書」には担当者氏名、連絡先、公文書の件名、公文書を

公開することに支障がある部分とその理由が記載されており、「別紙１」及

び「別紙２」には、厚生労働省が公開することに支障があると判断した部分

にマーカーを用いて明示されている。 

⑶ 本件処分について 

 ア 処分庁は、厚生労働省から同省の見解として記載された部分には処分庁職員

との間で誤認・誤解の可能性がある内容が含まれており、かつ、同省の見解と

異なる内容が記載されている旨の意見を受けたことを踏まえ、非公開とした部

分を公開すると、市民に不当な混乱を生じさせるおそれ、また同省との信頼関

係が損なわれ、業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから、条例

第７条第５号及び第６号に該当すると主張する。 

 イ 一方、審査請求人は、誤認・誤解の可能性がある内容の範囲及びその理由が

具体的かつ詳細に記載されており、誤認・誤解を招く可能性は十分に排除され

ているため、非公開とする理由はなく、非公開部分を公開したとしても処分庁

と厚生労働省との信頼関係を損ねることにつながるおそれがあるとは言えな

いと主張する。 
⑷ 条例第７条第５号及び第６号該当性について 
 ア 条例第７条第６号は、処分庁が行う事務又は事業に関する情報であって、公

開することにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるものを非公開情報とすることを定めたもので

ある。ここでいう「支障」の程度は、名目的なものでは足りず、実質的なもの

であることが求められ、「おそれ」の程度も抽象的な可能性では足りず、法的
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保護に値する蓋然性が求められる。 
イ 当審査会において本件公文書を見分したところ、「意見書」においては、厚

生労働省が公開することに支障があると判断した具体的な理由を記載した部

分が、「別紙１」及び「別紙２」においては、処分庁の職員が同省の職員から

電話で聞き取った内容を記載した部分が非公開とされていることが認められ

た。 
ウ 一般に、関係機関等からの電話による問合せにおいては、双方とも当該やり

取りが対外的に公にならないとの認識のもと、率直な意見を述べたり、意見交

換が行われるものと考えられる。 
そうすると、本件公文書のうち「別紙１」及び「別紙２」において非公開と

されている部分を公開することで、今後、架電等による問合せや意見交換等に

おいて率直な見解を示すことに躊躇することが危惧され、その結果、処分庁が

行う事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることは否定できない。 
また、「意見書」において非公開とした部分については、「別紙１」におい

て非公開とした部分を公開することに支障がある具体的な理由が記載されて

いるところ、これは「別紙１」において非公開とした部分と一体を成すもので

あると認められるため、同様の理由から、公開することにより、今後処分庁が

行う事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものと考える。 
エ 以上から、当審査会としては、本件公文書において非公開とした部分は条例

第７条第６号に規定する非公開情報に該当すると判断する。 
なお、処分庁は、当該情報について同条第５号該当性も主張するが、第６号

に該当することが明らかであることから、第５号該当性については検討するこ

とを要しない。  
⑸ 理由の付記について 
  審査請求人は、本件処分の通知書に記載された公文書の一部の公開をしない理

由が、条文から抜き書きする程度にしか書かれておらず、この点瑕疵がある、と

も主張するので、この点について以下検討する。 
 ア 一般に、法令に行政処分に理由を付記すべきものとしている場合に、どの程

度の記載をすべきかは、処分の性質と理由付記を命じた各法令の趣旨・目的に

照らしてこれを決定すべきである（最高裁昭和３６年（オ）第８４号同３８年

５月３１日第二小法廷判決）。  
条例第１０条第３項においては、実施機関が非公開決定をした旨の通知をす

るときは、当該通知にその理由を付記しなければならない旨を規定している。

当該規定は、非公開理由の有無について実施機関の判断の慎重と公正妥当を担

保してその恣意を抑制するとともに、非公開の理由を請求者に知らせることに

よって、その不服申立てに便宜を与える趣旨から設けられていると解される。 
   このような趣旨に鑑みれば、決定通知書に付記すべき理由としては、単に条

例上の根拠条項を示すだけでは足りず、請求者において条例第７条各号所定の

非公開情報のどれに該当するのかをその根拠とともに了知し得るものでなけ

ればならない。 
 イ 処分庁は、本件処分に係る通知書に非公開とした根拠条文を「京都市情報公

開条例第７条第５号及び第６号に該当」と記載し、非公開とする情報及び非公
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開とする理由を「照会文書及び意見書の一部は、公開することにより、本市と

国との率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあり、今後の事務及び事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため」と記載している。当該記載

によって、非公開とした根拠条文及びその該当性について一定程度了知し得る

ものと認められ、また本件処分における非公開情報の場合、非公開とする理由

が根拠条文そのものにならざるを得ないことから、当審査会としては、本件処

分に係る通知書の理由付記に不備があるとは認められないと判断する。 
 

 

答 申 情 第 １ ５ ２ 号 の 概 要 

請 求 内 容 くらし安全推進課の路上喫煙担当が保有する苦情等受付一覧 

所 管 課 文化市民局くらし安全推進部くらし安全推進課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号及び第２号に該当） 

法人の担当者名は、公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害するお

それがあるとともに、当該法人の事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害

すると認められるため（条例第７条第１号及び第２号に該当）。 

非公開にした法人情報は、公開することにより、当該法人の競争上又は事業活動

上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められるため（条例第７条第２号

に該当）。 
審査会の結論 処分庁が非公開とした部分のうち、その一部については公開すべきであり、その余

の部分について非公開としたことは妥当である。 

公開した公文書 苦情等受付一覧（当課受け・コールセンター受け・市長への手紙） 

審査会の判断 ⑴ 本件審査請求１について 
ア 路上喫煙者が喫煙を行う場所に関する情報として示された法人等の名称に

ついて 
処分庁は、路上喫煙が行われていると苦情等がなされた場所の近接の店舗や

建物名は、当該店舗等が路上喫煙を発生させた原因であるかのような印象を与

え、当該法人の社会的評価の低下につながることから条例第７条第２号に該当

すると主張している。 
条例第７条第２号は、公開することにより、法人その他の団体又は事業を営

む個人（以下「法人等」という。）の競争上又は事業活動上の地位その他正当

な利益を明らかに害すると認められる情報が記録された公文書について、非公

開とすることを定めたものである。ここでいう法人には、京都市、国、他の地

方公共団体、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。）及び地方独立行政法人

並びにこれらに準じる団体を除くとされている。 
一般に、建物や店舗の所有者や管理者（以下「建物所有者等」という。）は、

当該建物等の敷地内の管理に責任を負うものであり、建物等が接する公道の管

理については、道路法に基づく道路管理者がその責任を負うものとされる。 
したがって、当審査会としては、本件公文書の「内容」欄に記載されている

建物等の情報が、路上喫煙者がいる場所を指し示す性質のみをもつ場合には、
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当該情報を公開したとしても、当該建物所有者等の管理責任を問われること

や、路上喫煙を誘発したかのような社会的評価を受けることがあるとは認め難

く、当該建物所有者等の事業活動上の利益を明らかに害するとは認められない

ため、条例第７条第２号に該当しないと判断する。 
なお、処分庁が非公開としている情報の中に、通報者が路上喫煙を指摘して

いる場所の周辺建物に関する情報や、路上喫煙マナーに関する掲示物の掲示場

所を示す情報なども含まれていた。当審査会としては、このような客観的事実

を示す性質のみをもつ情報についても、公開することよって、建物所有者等の

事業活動上の地位を明らかに害するとは認められないと判断する。 
イ 通報の対象となった個人又は法人等の名称について 

処分庁は、通し番号６４３（ただし、一つ目の非公開情報）、６７５、７３

０（ただし、二つ目の非公開情報）、７４０の非公開情報について、路上喫煙

をした者が特定され得る情報であり、条例第７条第１号に該当すると主張す

る。また、通報対象が法人である場合は、違反者と推測される情報であり、公

開することによって、法人の社会的評価の低下につながることから条例第７条

第２号に該当すると主張する。 
条例第７条第１号は、個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし、個人

に関する情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう、特定の

個人が識別され、又は識別され得るもののうち、通常他人に知られたくないと

認められるものについて、非公開とすることを定めたものである。また、「通

常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かについては、一

般の感受性を基準として、客観的に通常他人に知られたくないものと認められ

るものであるか否かで判断されるべきである。 
条例第７条第２号は、上記のとおりである。 
当審査会において本件公文書を見分したところ、通し番号６７５及び７３０

（ただし、二つ目の非公開情報）の「内容」欄の非公開情報については、路上

喫煙者がいたとされる特定の日時や具体的な場所を含む詳細な記載がされて

おり、これらは習慣的に特定の時間に特定の場所を利用する者を示す情報であ

ると認められる。 
したがって、処分庁が公開と判断している部分を考慮すると、当該情報を公

開することで個人が特定され得る可能性は否定できないことから、条例第７条

第１号に該当すると判断する。 
一方で、通し番号６４３（ただし、一つ目の非公開情報）及び７４０の「内

容」欄の非公開情報については、処分庁が公開と判断している部分を考慮して

も、個人が特定され得る可能性があるとまでは認められないため、条例第７条

第１号に該当しないと判断する。 
次に、本件公文書の「内容」欄に記載されている情報は、通報者の申出内容

を書き留めたものであることから、事実関係が不明な情報が記録されているこ

とも十分に予想されるところであり、公開することによって、通報対象となっ

た法人等に関する当該情報が事実であると受け止められること、又は未確認情

報に基づき当該法人等の評価が行われることによって不当に低い評価を受け

るおそれがあることは否定できない。 
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したがって、当審査会としては、通報対象とされた法人等の名称については、

条例第７条第２号に該当すると判断する。 
なお、通し番号７４０の「内容」欄の非公開部分に含まれる特定の施設の名

称については、通報対象となった法人等の情報と認められるため、条例第７条

第２号に該当し非公開とすべきものと判断する。 
ウ 通報・相談者としての法人等の名称について 

処分庁は、通報者に関する情報について、公開することによって、不当な批

判等の不利益を受け社会的活動の自由が損なわれるおそれがあること、また通

報が躊躇われることによって今後の路上喫煙防止対策業務に支障が生じるお

それがあると主張する。 
条例第７条第６号において、本市等が行う監査、契約、調査に係る事務など、

当該事務又は事業の性質上、公開することによって、その目的が損なわれたり、

公正かつ適切な執行が妨げられる情報については非公開とすることを定めて

いる。 
一般に、本件事案のような法令等の違反を発見した者が通報を行う制度にお

いては、通報者は自らの通報内容等が公にされることを予定していないため、

通報者に関する情報を公開することで、通報者が不当な批判等を受けるおそれ

や通報を躊躇う者が生じるおそれは否定できず、その結果、路上喫煙者の情報

が収集できなくなり、当該通報制度が形骸化するなど、業務に支障が生じるお

それがあると認められる。したがって、本件事案の通報制度における通報者に

関する情報は、条例第７条第６号に該当するとともに、通報者が個人の場合は

同条第１号に、通報者が法人等である場合は同条第２号に該当するものと言

え、本件公文書のうち通報者に関する情報を記載している「相手方」欄は、非

公開情報に該当する。 
これを踏まえ、当審査会において本件公文書を見分したところ、「内容」欄

において非公開とされている情報の中には、当該情報自体が通報者を示すもの

のほか、「相手方」欄に記載されている通報者との関係性が見出され得る情報

が認められた。 
このうち、当該情報自体が通報者を示す情報は、前述のとおり条例第７条第

１号、第２号又は第６号に該当するものと判断する。 
しかしながら、「相手方」欄に記載されている通報者との関係性が見出され

得る情報については、「相手方」欄を非公開とすることで、当該情報のみでは

通報者の特定に至ることができないことから、条例第７条第１号、第２号又は

第６号のいずれにも該当しないと判断する。 
エ 通報・相談を行った法人の担当者名について 

処分庁は、通報を行った法人の担当者の氏名について、個人のプライバシー

が侵害されるおそれがある情報、かつ当該法人の事業活動上の地位その他正当

な利益を明らかに害すると認められる情報であると主張する。 

通報者に関する情報は、前述のとおり、非公開として保護すべき情報である。 

また、一般に、個人が特定の企業でどのような地位にあり、どのような活動

を行ったかについての情報は、通常他人に知られたくないと認められ、条例第

７条第１号に規定する非公開情報に該当し、また従業員に関する情報は、法人
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等の事業活動情報として条例第７条第２号に規定する非公開情報に該当する

ものと考えられる。 

したがって、処分庁が条例第７条第１号及び第２号に該当するとして非公開

とした判断は妥当であると認める。 

オ 以上から、処分庁が本件審査請求１において非公開とした部分のうち、別記

の１に示す部分は、公開すべきであると判断する。 

⑵ 本件審査請求２について 
ア 通報者及び通報対象となった者に関する情報の非公開該当性について 

当審査会において本件公文書を見分したところ、「内容」欄、「回答」欄及

び「対応」欄の記載内容には、通報者及び通報対象者に関する情報が含まれて

いることが認められた。 
通報者に関する情報については、前述のとおり条例第７条第１号、第２号又

は第６号に規定する非公開情報に該当し、通報対象者に関する情報について

は、前述のとおり条例第７条第１号又は第２号に規定する非公開情報に該当す

ると考える。 
また、路上喫煙対策防止業務においては、法令等の違反を解消することを目

的とし、通報の対象となった者に対し指導等を行っていることから、通報対象

者に関する情報は、行政指導の対象となった者としての性質を有する情報であ

ると認められる。 
一般に、行政指導において法令違反の状態の解消を実現させるためには、そ

の手法や手段の有効性の確保が重要であること、また相手方の任意の協力がな

ければ指導の目的を達成することが困難であることから、処分庁と相手方の信

頼関係の構築も重要なものであるといえる。 
そうすると、行政指導の対象となった者に関する情報を公開すると、相手方

の協力が得られなくなり、これにより指導が停滞することは否定できないか

ら、通報対象者に関する情報は、条例第７条第６号に規定する非公開情報にも

該当するものと認められる。 
したがって、当審査会としては、仮に、審査請求人の指摘する地方独立行政

法人に関する情報が本件公文書の「内容」欄、「回答」欄及び「対応」欄に記

載されていたとしても、当該情報が、通報者に関する情報又は通報対象者に関

する情報としての性質をもつ場合には、条例第７条第６号に規定する非公開情

報に該当するものと判断する。 
なお、当審査会において、本件公文書のうち、本件審査請求２において争点

とされている特定の施設の名称及び当該施設に関する情報が記載されている

部分を見分したところ、「内容」欄において処分庁が非公開とした部分には、

路上喫煙者がいる場所を指し示す性質のみをもつと認められる情報が認めら

れたため、これについては前述と同様の理由から公開すべきであると判断す

る。 
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答 申 情 第 １ ５ ３ 号 の 概 要 

請 求 内 容 喫煙設備の移設を希望する旨の法人への書面通知 

所 管 課 文化市民局くらし安全推進部くらし安全推進課 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

請求に係る文書を作成及び取得していないため。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

審査会の判断 当審査会としては、処分庁が、覚書第５条にいう「希望する場合」は路上喫煙対

策事業の効果的な遂行のための移設等を想定したものであると解釈して運用して

いる以上、本件請求に係る文書が存在しないとする処分庁の主張に不自然な点はな

いと判断する。 
また、審査請求人の主張を踏まえても、公文書が存在するとの確信に足る事実は

特に見いだせなかった。 
したがって、当審査会は本件請求に係る文書が存在しないとする本件処分は妥当

であると判断する。 
 

 

答 申 情 第 １ ５ ４ 号 の 概 要 

請 求 内 容 府知事に贈呈する花束を購入するに至った経緯、購入の目的、購入の意思決定過程

が分かる文書 

所 管 課 総合企画局市長公室秘書担当 

所管課の決定 不存在による非公開決定 

請求に係る文書を作成及び取得していないため。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非公開決定処分は妥当である。 

公開した公文書 府知事に贈呈する花束を購入するに至った経緯、購入の目的、購入の意思決定過程

が分かる文書 
審査会の判断 当審査会において「資金前渡出納簿」と当該ホームページの内容を見分したとこ

ろ、当該ホームページの掲載情報は資金前途出納簿の記載内容と異なるものではな

いことから、請求日時点において審査請求人が主張するような文書を作成していな

いとの処分庁の主張に、特段不自然な点はないと考える。 
また、市長交際費は急遽の支出が必要になることが予定される性質を持つものと

のことであるから、本件事案のような花束の購入に当たり、口頭での指示に基づき

購入の手続を行い、資金前渡出納簿及び支出証明書以外の公文書は作成していない

との処分庁の主張にも特段不自然な点はないと考える。 
その他、審査請求人の主張を踏まえても、他に公文書が存在すると確信に足る事

実は特に見いだせなかった。 
したがって、当審査会は本件請求に係る文書が存在しないとする本件処分は妥当

であると判断する。 
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答 申 情 第 １ ５ ５ 号 の 概 要 

請 求 内 容 路上喫煙等監視指導員巡回報告書 

所 管 課 文化市民局くらし安全推進部くらし安全推進課 

所管課の決定 公文書一部公開決定（条例第７条第１号、第２号及び第６号に該当） 

個人が分かる情報は、公開することにより、当該個人のプライバシーを侵害する

おそれがあるため（条例第７条第１号に該当）。 
立ち寄り場所、指導先等の法人名は、公開することにより、当該法人の競争上又

は事業活動上の地位その他正当な利益を明らかに害すると認められるため（条例第

７条第２号に該当）。 
巡回場所、巡回時間、指導場所、指導時間、過料処分場所、過料処分時刻等が分

かる情報は、公開することにより、巡回の傾向を把握されて指導等を免れるための

対策を講じられたりするなど、路上喫煙対策に関する事務の適正な遂行に著しい支

障を及ぼすおそれがあるため（条例第７条第６号に該当）。 
審査会の結論 処分庁が非公開とした部分のうち、路上喫煙等監視指導員巡回報告書（令和３年１

２月９日）の「４指導報告」の「場所」欄のチェックボックスは、公開すべきであ

る。 

公開した公文書 路上喫煙等監視指導員業務日報 

審査会の判断 ⑴ 諮問庁に対し、巡回の場所や時間などの設定方法について確認したところ、適

宜、変更することはあるものの、あらかじめ基本的な巡回スケジュールを設定し

ているとのことであった。 
そうすると、ある程度の期間の当該情報を取得することで、巡回場所等のおお

よその傾向が明らかになることは否定できず、その結果、路上喫煙対策に関する

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 
⑵ 一方、令和３年１２月９日付け日報（以下「本件日報」という。）及び本件報

告書を見分したところ、本件日報は、過料徴収区域内における指導件数に限定し、

過料処分や指導等の件数を集計して記載されていること、また本件報告書は、過

料徴収区域内に限定することなく、当該日に巡回したすべての場所について、場

所ごとに過料処分や指導内容等が詳細に記載されていることが認められた。 
また、審査請求人の主張のとおり、本件日報で公開されている情報から、本件

報告書において非公開とされている「４指導報告」の「場所」欄にある４つのチ

ェックボックスのうち、どの項目にチェックされているかが明らかとなることが

認められた。したがって、当該情報は、条例第７条第６号に該当する情報ではあ

るものの、本件日報の公開情報から当然に導き出される情報であり、公開したと

しても、処分庁の路上喫煙対策に関する事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるとまでは認められないと考える。 
⑶ 以上のことから、当審査会としては、本件公文書のうち巡回場所や時間等が分

かる情報について処分庁が条例第７条第６号に該当するとした判断は妥当であ

ると考えるが、本件報告書のうち、「４指導報告」の「場所」欄にあるチェック

ボックスについては条例第７条第６号に該当するとは認められないため、公開す

べきであると判断する。 
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４ 審査会の答申の骨子と概要 
（答申個第１１６号～第１２７号）       

答申 
番号 

対象公文書名 
＜処分の種類＞ 

担当部局 
答申の骨子 
決定・裁決 

個 116 
医療機関からの回答文書 

＜非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 117 
医療機関への紹介状 

＜非訂正＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 118 
処分庁の発言における判断の根拠 

＜不存在による非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 119 
相談受付票 

＜非訂正＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 120 
個別支援計画書 

＜非訂正＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 121 

相談聞き取り表及び個別支援計画書記載内容の

根拠 

＜不存在による非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 122 
再作成した個別支援計画書 

＜不存在による非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 123 
いじめ重大事態に関する文書 

＜一部開示決定等＞ 

教育委員会指導部 
生徒指導課 

原処分妥当 

棄却 

個 124 
審査請求事案に係る公文書のうち電磁的記録 

＜不存在による非開示＞ 
行財政局税務部税制課 

原処分妥当 

棄却 

個 125 
問い合わせに対する回答の経緯等 

＜不存在による非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 126 
個人情報を漏えいしている根拠等 

＜不存在による非開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 

個 127 
職業評価  

＜開示＞ 

保健福祉局 

障害保健福祉推進室 

原処分妥当 

棄却 
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答 申 個 第 １ １ ６ 号 の 概 要 

請 求 内 容  開示請求者が●●を受診後に●●からかがやきに送付された回答文書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 個人情報非開示決定（条例第１６条第３号、第４号及び第７号に該当） 
当該文書は、医師同士の情報共有を行うために作成されるものであって、通常

患者又は第三者に提供すべきではない情報を含む場合があるため、患者又は第三

者への開示を行うことにより医療機関の診療 行為に支障を来たす可能性がある

との理由から、開示しないことを前提としてかがやきに情報提供をされたもので

ある。（第３号及び第４号に該当）  
医療機関から、当該文書を患者又は第三者に開示するとした場合には、かがや

きに対し情報提供を行うことができない旨確認しており、かがやきとしては必要

な情報が得られなくなることから、事業執行に支障を来たすものである。（第７

号に該当） 
審査会の結論 処分庁が行った個人情報非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 本件公文書について 
本件公文書は、かがやきが審査請求人に対し本件医療機関を紹介した際、当

該紹介を通じて診断が出た場合にはかがやきで必要な支援を行う旨を本件医

療機関に伝えたことを受け、本件医療機関が、かがやきに対し、審査請求人の

診察内容について情報提供したものである。 
⑵ 条例第１６条第４号該当性について 

ア 実施機関が行う事務・事業においては、法人等又は個人から開示しないと

の条件の下に任意に情報の提供を受けることがある。条例第１６条第４号

は、法人等又は個人が実施機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意

に提供した情報であって、当該条件を付することが当該情報の性質、当時の

状況等に照らして合理的であると認められるものを非開示情報としている。 
イ 本件公文書は、かがやきが本件医療機関における診断を踏まえた支援を審

査請求人に行うため、本件医療機関から、審査請求人に開示しないことを前

提に任意で提供を受けたものである。したがって、この不開示条件を付する

ことが合理的であると認められる場合には条例第１６条第４号に該当する

こととなるため、この点について以下、検討する。 
ウ 本件公文書について、本件医療機関は、仮に患者本人がその内容を知り得

た場合、医師と患者との信頼関係が損なわれ、診療行為に支障をきたすおそ

れがあることを理由として、審査請求人に開示しないことを条件に、かがや

きに任意で情報提供したものであると認められる。 
一方で、かがやきにおいては、個々のかがやき利用者に適した支援を行う

上で、医療機関からの診察内容に関する情報提供が重要であること、またこ

の情報提供があくまでも医療機関の任意の協力であるため、かがやきと医療

機関との信頼関係が損なわれ医療機関から情報提供を受けられなくなると、

かがやき利用者への支援に関する事務・事業の遂行に支障を及ぼすことが認

められる。 
エ これらを考え合わせると、当審査会は、本件公文書の提供を受けるに当た
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り、審査請求人に開示しないとの条件を付したことには、合理性が認められ

ると判断する。 
⑶ 条例第１６条第３号及び第７号該当性について 

本件公文書はその全体が⑵のとおり条例第１６条第４号に該当するもので

あるから、同条第３号及び第７号該当性の検討までは要しない。 
 

 

答 申 個 第 １ １ ７ 号 の 概 要 

請 求 内 容 開示請求者が●●に提出する為にかがやきが作成した紹介状作成２０１２年

８月 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 個人情報非訂正決定 
審査請求人が訂正を求める部分は、判断、評価等の主観的事項に関するものや、

審査請求に係る添付資 料を確認しても、請求されている訂正の内容が事実に合

致することを証するとは認められないものであった。 
なお、別表中の項目番号１及び２に関しては、本件公文書作成時点において医

療機関名を聞き取ることができなかったものであるから、訂正すべきものと認め

ることができない。また、項目番号５に関して、 審査請求人は、「生育」は植

物に用いると主張しているが、人が生まれ育つことに「生育」を用いる場合もあ

り、明らかな用字誤りとは認められない。 
審査会の結論 処分庁が行った個人情報非訂正決定処分は妥当である。 

審査会の判断 処分庁は、非訂正とした１１の項目について、各項目を以下の４つの理由のい

ずれかに区分し、本件処分に違法性又は不当な点はないと主張するので、以下、

区分ごとに検討する。 
① 本件公文書作成時点において、「事実」と異なる記載とは認められない 
② 記載内容に「事実」と異なる点が認められない 
③ 請求書の添付書類から事実であることが確認できない 
④ 明らかな用字誤りとは認められない 
 

⑴ ①に係る２項目（項目番号１及び２）について 
ア 当審査会において本件公文書を見分したところ、これらの項目は、本件公

文書作成当時、審査請求人が受診していた医療機関に関する記載部分であ

り、具体的な医療機関名は記載されておらず、その理由として「聴き取り不

可」と記載されていることが認められる。 
イ これらの項目について、処分庁は、本件公文書を作成する時点において医

療機関名を聴き取ることができなかったものであり、訂正すべきものではな

いと主張する。一方、審査請求人は、当時、実際に受診していた医療機関名

を示し、当該医療機関名を具体的に記載するよう訂正を求めている。 
ウ これらの項目は、かがやきの担当者が審査請求人から聞き取った内容を踏

まえ、当時自らの理解した範囲内で、自らの判断により必要と認められる情

報を記載したものと認められる。 
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当審査会としては、そのような公文書の記載については、基本的にはこれ

を作成した者の判断によるべきであり、たとえ、審査請求人自身の持つ記憶

等に照らして正確性、厳密性等において不足があったとしても、それを理由

に処分庁に訂正義務が生じることにはならないと判断する。 
エ よって、①に係る２項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認め

る。 
⑵ ②に係る１項目（項目番号３）について 

ア 当審査会において本件公文書を見分したところ、当該項目は、かがやきが

本件医療機関を紹介するに至った経緯について記載されていることが認め

られる。 
イ 当該項目について、処分庁は本件公文書に記載されている内容について事

実と異なる点が認められないと主張する。 
ウ そこで、当審査会において当該項目に記載されている内容に対する審査請

求人の主張を確認したところ、審査請求人の主張は当該記載内容と矛盾しな

い内容であることが認められる。 
なお、審査請求人の主張が当該記載内容に不足があるため訂正すべきとい

う趣旨であるならば、当審査会の判断は、上記⑴ウと同様である。 
エ よって、②に係る項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認め

る。 
⑶ ③に係る７項目（項目番号４及び６～１１）について 

ア 当審査会が本件公文書を見分したところ、これらの項目は、審査請求人

の主訴及び生育歴などの特記事項として、担当者が本件医療機関に伝える

必要があると判断した情報が記載されていることが認められる。 
イ これらの項目について、処分庁は、訂正請求書に添付された資料から記

載内容が事実と異なることが認められない内容であると主張する。一方、

審査請求人は、これらについて自身の発言内容と一致していないことを理

由に訂正を求めている。 
ウ 当審査会は、これらの項目についても上記⑴の項目と同様に、担当者が自

らの理解した範囲内で、自らの判断により必要と認められる情報を記載した

ものと考える。したがって、これらの項目に関する当審査会の判断は、上記

⑴ウと同様である。 
エ よって、③に係る項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認め

る。 
⑷ ④に係る１項目（項目番号５）について 

ア 当審査会において本件公文書を見分したところ、当該項目は、本件医療機

関に伝える内容を項目立てしたもの（見出し）のうち「３.生育歴など特記

事項」であることが認められた。 
イ 仮にこのような部分に多少の用字誤りがあったとしても、審査請求人の個

人情報に関して誤りがあったとは言えないから、そもそも訂正請求の対象に

なるものではない。 
ウ よって、④に係る項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認め

る。 
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答 申 個 第 １ １ ８ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ⑴ かがやきが公用文書を毀棄した件についてこれが毀棄に当たらないと判断

した根拠 

⑵ かがやきが開示手続きに於いて開示請求対象文書である公用文書を隠蔽し

た件についてこれが隠蔽に当たらないと判断した根拠 

⑶ 京都障害者職業センター元所長が虚偽有印公文書（２７京障職発第５３号平

成２８年２月１０日）を作成した件についてこれを刑事告発しない根拠、また

これを犯罪であると思料しないのであればそれを裏付ける根拠 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非開示決定 
⑴及び⑵について「毀棄に当たらない」「隠蔽に当たらない」とは、請求者に

よる審査請求に係る口頭意見陳述において処 分庁が回答した内容である。「毀

棄に当たらない」については、欄外余白のメモ書きを不要なものと判断し、修正

することは一般的にあり得るものと考え回答したものである。また、「隠蔽に当

たらない」については、文書特定の段階では、当該文書の存在は明らかになって

いなかったという理由から回答したものであり、いずれもその根拠を公文書とし

て保有しているものではない。  
⑶について請求者は、京都障害者職業センター元所長が虚偽有印公文書を作成

したことを前提に、刑事告発しない根拠等を求めているが、請求者が主張する虚

偽有印公文書を作成したとする根拠はないため、刑事告発していないものであ

る。よって、本件請求に係る文書は作成も取得もしていない。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 審査請求人は、審査請求人の指摘する事案に対し処分庁が「毀棄に当たらな

い」、「隠蔽に当たらない」、「刑事告発しない」、「犯罪でない」と判断す

る根拠となる公文書があるはずだと主張する。 
⑵ 一方、処分庁は、当該判断は既存の公文書の記載内容に基づくものではない

ことから、請求に係る公文書は存在しないと主張する。 
⑶ 一般に、市民等から業務に関する質問等を受け、それに対する回答を検討す

る際には、手続や基準等の定型的なものについては手引や問答集のような公文

書が利用される場合が多いと考えられるが、一方で、業務等に対する職員の考

え方や認識に関するものについては、自らの経験や様々な文献から得た総合的

な知見に基づき判断する場合もあり、特定の公文書にその根拠を求めることが

できない場合が多いと考えられる。本件では、職員が違法な行為をしたという

前提に立つ質問に対し、そのような事実を否定する回答について根拠となる公

文書の特定が求められているが、とりわけこのような場合には、該当する公文

書が存在しないことは不自然ではない。 
⑷ 以上から、当審査会は、請求に係る公文書は存在しないとする処分庁の主張

について、特に不自然な点はないと判断する。 
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答 申 個 第 １ １ ９ 号 の 概 要 

対 象 文 書 「個人情報開示決定通知書 京都市指令保障第４０２号 令和２ 年７月３１日 
開示請求者に係る「相談受付票」」 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 個人情報非訂正決定 
個人情報の訂正の請求については、請求者が、公文書に記録されている自己の

個人情報の内容に「事実」についての誤りがあると確認した場合に、訂正を求め

る内容が事実に合致することを証する資料を提出したうえで行うものであり、

「事実」とは、住所、氏名、性別、生年月日、年齢、家族構成、学歴、日時、金

額、面積、数量等客観的に判断できる事項をいう。 本件で訂正請求の対象とさ

れている箇所は、相談受付票の記入欄外の余白に記載されたメモ部分であって、

かがやき職員の認知、判断等の下に書き込まれたものである。よってこれら記載

部分は、客観的に判断できる「事実」には当たらない。このことは請求者から提

出された資料をもっても変わらなかった。 
審査会の結論 処分庁が行った個人情報非訂正決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 処分庁は、訂正請求された１５箇所すべてについて、審査請求人の面談を行

った元職員の認知、判断等の下に書き込まれたものであるから、客観的に判断

できる事実には当たらないと主張する。 
⑵ これに対し、審査請求人は、日付、通院先、症状や副作用の有無等は明らか

に事実に当たるほか、審査請求人が話したことを元職員がそのまま書いていな

ければ事実ではないなどと主張する。 
⑶ 当審査会において、本件公文書を見分したところ、様式に予め記載されてい

る「医療機関」、「利用しているサービスの内容」、「主訴」や「生育歴」な

どの項目に係る記載は、審査請求人が自ら記載したものであること、また余白

の記載は、面談を行った元職員が審査請求人から聞き取った情報を補足的に記

載したものであることが認められた。 
⑷ 一般に、相談業務に従事する職員が面談時に相談者から聞き取った情報を記

録する場合、当該記録の作成目的に応じて、自らの理解した範囲内で、自らの

判断により必要と認められる情報を記載するものである。 
⑸ したがって、当審査会としては、本件公文書の性質に鑑みると、事実として

の性質をもつ情報が含まれているとしても、基本的には当時これを作成した元

職員の判断による記載が残されるべきであり、たとえ、審査請求人自身の持つ

記憶等に照らして正確性、厳密性等において不足があったとしても、それを理

由に処分庁に訂正義務が生じることにはならないと判断する。 
よって、訂正請求された１５箇所を非訂正とした処分庁の判断は妥当である

と認める。 
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答 申 個 第 １ ２ ０ 号 の 概 要 

訂正請求対象 個別支援計画書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 個人情報一部非訂正決定 

請求書の添付書類から事実であることが確認できないため。 
当該公文書の作成時点において、「事実」と異なる記載とは認められないため。 

審査会の結論 処分庁が行った個人情報一部非訂正決定処分は妥当である。 

審査会の判断 当審査会において、本件公文書を見分したところ、訂正請求対象箇所２３箇所の

うち処分庁が訂正しないと判断した１８箇所は、審査請求人から聞き取った内容を

踏まえて記載したと認められる部分（計１１箇所）と支援の今後の計画について記

載されている部分（計７箇所）で構成されていることが認められることから、以下、

区分ごとに検討する。 
 

聞取り内容を踏まえた部分について 
これらの項目は、審査請求人から聞き取った学生時代の出来事、診断を受けた医

療機関に受診するきっかけとなった出来事、関連機関の利用状況、年金受給状況や

手帳の等級が記載されている。 
当審査会としては、このような、担当者が自らの理解した範囲内で自らの判断に

より必要と認められる情報を記載した部分については、基本的には当時これを作成

した者の判断によるべきであり、たとえ審査請求人自身の持つ記憶等に照らして正

確性、厳密性等において不足があったとしても、処分庁に訂正義務が生じることに

はならないと判断する。 
また、審査請求人は、年金の受給や手帳の等級について、現在の事実と異なって

いることを理由に訂正することを求めている。しかしながら、当該公文書は、２０

１３年１月段階において審査請求人に対し支援を計画するために作成されたもの

であり、たとえ公文書作成以降に生じた個人の事情の変化により、当該公文書に記

載されている個人情報の内容に変化が生じたとしても、当該公文書作成時点におい

て、当該個人情報の内容に事実についての誤りがあったと認められない場合には、

処分庁に訂正の義務が生じるものではない。 
よって、これらの項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認める。 
 

今後の支援の計画について 
これらの項目は、審査請求人に今後行っていく支援について、支援の目標の根拠

や具体的な取り組みが記載されている。 
このような、担当者が相談者から聞き取った内容を踏まえ支援目標を定めるに当

たって、その目標を必要と判断した根拠や具体的な取り組み内容を記載した部分

は、評価や判断等の主観的事項に関するものであり、訂正請求をすることはできな

いと解される。 
よって、これらの項目を非訂正とした処分庁の判断は妥当であると認める。 
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答 申 個 第 １ ２ １ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ・相談聞き取り表（請求内容１） 

・個別支援計画書に係る根拠（請求内容２） 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非開示決定 

請求者に関する記録書類を探索した結果、請求内容１に関する文書は確認できな

かった。 
請求内容２で請求人が開示を求めているのは、元職員が個別支援計画書に記録し

た内容に対する根拠や基準であるが、あくまで請求人の発言から元職員の認知によ

り記録されたものであり、元職員の認知を形成した要素となる記録は認められなか

った。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 〇 請求内容１について 
審査請求人は、公文書公開請求において、元職員が作成した「相談聞き取り表」

が存在することを確認しているので、自身が電話等をした際の当該文書があるは

ずだと主張する。 
一方、処分庁は、請求内容１を満たす文書を探索したが存在しなかったと主張

する。 
 
当審査会が諮問庁に、相談聞き取り表の作成について確認したところ、電話対

応等の際に必ず作成しなければならない文書ではないとのことであった。 
 
一般に、電話や面談で相談に応じる場合には、相談者から聞き取った内容につ

いて何らかの記録をすることが多いと考えられるが、かがやきにおいて行われる

面談等では、必ずしも相談聞き取り表に記載しなければならないものではないこ

と、また相談受付票のように、相談者から聞き取った内容を余白にメモすること

がある（令和４年６月２４日付け答申個第１１９号参照）ことなどからも、請求

内容１に係る３件の場面における記録が相談聞き取り表として存在していない

としても不自然な点はないと考える。 
また、相談者と電話等でやり取りした内容を一時的に書き留めたものがあった

としても、その内容に必要な事務処理が行われた後に廃棄されることも、業務上、

不自然な点はない（令和３年９月２４日付け答申個第１０９号参照）。 
よって、当審査会は、請求内容１に係る文書が存在しないとする処分庁の主張

には、特段不合理な点はないと判断する。 
 

〇 請求内容２について 
審査請求人は、公文書等の管理に関する法律第４条において、公文書は合理的

に跡付け、又は検証することができるように作成しなければならないと定められ

ていることなどから、１８箇所の記載内容の根拠となる文書があるはずだと主張

する。 
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一方、処分庁は、個別支援計画書は請求人の発言等に基づいて職員の認知によ

り記録されたものであり、その認知を形成した要素となる記録も認められないた

め、請求に係る公文書は作成も取得もしていないと主張する。 
 
個別支援計画書は令和４年８月４日付け答申個第１２０号事案における対象

公文書であり、当該事案において当審査会が見分したところによると、かがやき

において審査請求人に対し支援を計画するために必要となる情報を記したもの

であり、審査請求人から聞き取った診断名や診断機関名、生活状況、関連機関の

利用状況などのほか、今後の支援の方針、計画の詳細等が記載されているもので

ある。 
 
このような、担当者が相談者から聞き取った内容を踏まえ、当時自らの理解し

た範囲内で、自らの判断により必要と認められる情報を記載した内容や、相談者

の状況を踏まえた支援の目標設定などの記載内容については、当該担当者が自ら

の経験や様々な文献から得た総合的な知見に基づき判断し、記載するものといえ

る。 
 
そのようなものにおいて、個々の記載内容の根拠を特定の公文書に求めること

ができないとする主張に不自然な点はない。よって、当審査会は、請求内容２に

係る公文書が存在しないとする処分庁の主張は、特段不合理な点はないと判断す

る。 
 

 

答 申 個 第 １ ２ ２ 号 の 概 要 

請 求 内 容 再作成した個別支援計画書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非開示決定 

保管する文書を探索したが、件名の公文書は保有していないため。 
審査会の結論 処分庁が行った個人情報一部非訂正決定処分は妥当である。 

審査会の判断 審査請求人は、２０１３年１月に作成された個別支援計画書に、「次回見直し：

２０１３年７月」と記載されていることから、再作成した個別支援計画書があるは

ずだと主張する。 
一方、処分庁は、請求内容を満たす文書を探索したが、存在しなかったと主張す

る。 
 
当審査会が、個別支援計画書の再作成について、その詳細を諮問庁に確認したと

ころ、通常は、支援計画を進める中で当該相談者と面談を行い、その結果、支援計

画を見直す必要があると判断した場合に個別支援計画書を再作成するとのことで

あった。また、審査請求人に関しては、２０１３年１月作成の個別支援計画書によ

ると同年７月に見直し予定とあるものの、当該計画作成後に面談は行われておら

ず、また支援も継続していなかったため、当該計画の見直しは行われなかったとの

ことであった。 
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そうすると、面談などが行われていない以上、個別支援計画書が再作成されてい

なかったとしても何ら不自然な点はなく、また、本件請求の対象となる公文書が存

在すると確信するに足る事実も特に見いだせなかった。 
 
したがって、当審査会は、本件請求に係る文書が存在しないとする本件処分は妥

当であると判断する。 
 

 

答 申 個 第 １ ２ ３ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ○ 〇〇年〇〇月〇〇日に実施されたアンケート調査後に、教育委員会及び△△

小学校が、当時□年生児童の保護者との面談を実施するとの判断（意思決定）

をした経緯、理由が明らかになる記録、メモ、ノートなど文字に起こしたもの

等、全ての情報。（請求内容１） 

○ 当時の□年生児童の保護者との面談（架電による聞き取りを含む）の記録（日

時、場所、出席者、内容など）メモ、ノートなど文字に起こしたもの等、全て

の情報。（請求内容２） 

○ 本面談における説明について、△△小学校（＊＊教師、＊＊教務主任）が、

いじめの重大事態の調査に関するガイドラインを遵守して実施されたアンケ

ート調査にも関わらず、アンケート調査は＊＊の保護者が強く要望したためと

説明するよう、教育委員会及び△△小学校において意思決定された経緯及び理

由が明らかになる記録、メモ、ノートなど文字に起こしたもの等、全ての情報。

（請求内容３） 

○ 面談に呼び出された保護者と呼び出されていない保護者が存在するが、教育

委員会及び△△小学校は、何故、保護者全員に面談しなかったのか、どの様に

面談する保護者と面談しない保護者を選別したのか、その経緯及び理由が明ら

かとなる記録（リストを含む）、メモ、ノートなど文字に起こしたもの等、全

ての情報。（請求内容４） 

○ アンケート調査の対象となった当時の□年生児童保護者に対して不信感を

抱かせることになった△△小学校と＊＊氏の関係について、△△小学校が＊＊

氏と打ち合わせをして面談に呼び出された保護者と呼び出されていない保護

者の線引きを行っていないことを証明する記録（面談、電話等の記録など）、

メモ、ノートなど文字に起こした全ての情報。（請求内容５） 

所 管 課 教育委員会指導部生徒指導課 

所管課の決定 ・個人情報一部開示決定（本件処分１） 

開示請求者以外の個人の発言内容等は、開示することにより、当該個人のプ

ライバシーを侵害するおそれがあるため（京都市個人情報保護条例第条第１６

条第２号に該当）。 

・不存在による非開示決定（本件処分２） 
  請求に係る事実がないため。 

審査会の結論 処分庁が行った本件処分１及び本件処分２は妥当である。 

審査会の判断 ○ 本件各審査請求について 
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 本件各審査請求は、請求内容１から５に対し行われた２件の処分について行

われていることから、以下、処分ごとに検討する。 
 

１ 本件処分１について 
 本件各審査請求における本件処分１の争点は、請求内容１、４及び５に対し

て処分庁が本件公文書を特定したことの妥当性であることから、当審査会はこ

の点について以下検討する。 
○ 請求内容１に対する本件公文書該当性について 
・ 処分庁は、本件公文書の冒頭に全家庭に説明するに至った経緯と理由を記

載していることから請求内容１に対する公文書として特定したと主張する。 
一方、本件各審査請求人は、保護者との面談を実施するとの判断（意思決

定）をした経緯、理由が明らかになる記録を請求しており、本件公文書の冒

頭に記載された内容はこれに該当しないと主張する。 
・ 当審査会において、本件公文書を見分したところ、本件公文書の冒頭に

全家庭へ説明するに至ったきっかけとなる事情が記載されていることが認

められた。 
・ たしかに、本件各審査請求人が主張するように、本件公文書には全家庭

に対して面談等により説明を行うと意思決定した経緯や理由に係る記載は

認められなかったが、請求内容１は、「面談を実施するとの判断（意思決

定）をした経緯、理由が明らかとなる」ものを請求していることから、全

家庭へ説明するきっかけが記載された本件公文書を特定したこと自体は妥

当であると考える。 
・ なお、処分庁及び本件各審査請求人の主張を精査したが、請求内容１の対

象とすべき公文書が他に存在すると確信するに足る事実も特に見いだせな

かった。  
 

○ 請求内容４及び５に対する本件公文書該当性について 
・ 処分庁は、説明を全家庭に行っていること、説明の実施方法は各保護者の

意向に沿って実施したものであることを理由に、面談するか否かの線引きを

実施していないことや＊＊氏による保護者の線引きを行っていないことを示

すものとして本件公文書を特定したと主張する。 
・ 一方、本件各審査請求人は、本件公文書は説明を行った保護者の延べ人数

が分かるだけであり、全家庭分であるとは確認できないこと、また面談する

保護者と面談しない保護者を選別していないことや、＊＊氏による保護者の

線引きが行われていないことが確認できないことから、請求内容４及び５に

対する公文書に当たらないと主張する。 
・ 当審査会が、説明を行う対象となった家庭数について諮問庁に確認したと

ころ、本件各審査請求人の家庭を除き、５１の家庭が対象であったとのこと

であった。 
そこで、当審査会において本件公文書を見分したところ、本件公文書には

説明を行った家庭ごとに、説明を行った日付、学年、クラス、保護者名、実

施方法及び発言内容が記録されており、記載されている総家庭数は確かに５
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１家庭であることが認められた。 
・ また、一般に、教員が担任する全児童の家庭に対し個別に何らかの説明

を行う場合、その実施方法について各保護者の意向を踏まえて進めること

は十分あり得るものと考えられることから、本件請求に係る事案において

も、各保護者の意向に沿う方法で説明を行ったとの処分庁の主張に、特段、

不自然な点はないと言える。 
・ 以上のことを踏まえると、当審査会としては、処分庁が請求内容４及び

５に対する公文書として本件公文書を特定したこと自体は、誤りとはいえ

ないと判断する。 
なお、処分庁及び本件各審査請求人の主張を精査したが、請求内容４及び

５の対象とすべき公文書が他に存在すると確信するに足る事実も特に見い

だせなかった。 
 

○ その他 
 本件各審査請求人は、本件公文書は教員が職務として行った面談や架電によ

る説明時の記録であることから、少なくとも説明を行った教職員の氏名や、本

件公文書を作成した者の氏名は開示されるべきであると主張する。 
 当審査会において本件公文書を見分したところ、本件公文書には、説明を行

った教職員の氏名や、本件公文書を作成した者の氏名は記載されていないこと

が認められた。面談等の対応記録である公文書にそのような情報が記載されて

いないことの是非はともかく、それらが非開示部分に含まれていないことを申

し添える。 
 

２ 本件処分２について 
 本件各審査請求人は、請求内容３において、アンケート調査の実施が、父及

び母が強く要望したために実施するものであると□年生の保護者に説明する

ことを意思決定した経緯や理由が明らかになる記録等があるはずだと主張す

る。 
 
 一方、処分庁は、当該アンケートはガイドラインに沿って行われたものであ

るから、本件各審査請求人の求める公文書は存在しないと主張する。 
 当審査会は、処分庁がアンケート調査を実施するに当たって保護者へどのよ

うな説明をしたのかを調査・審議する立場にはなく、請求内容３を満たす公文

書が存在するか否かを判断するものであるところ、請求内容３を満たす公文書

が存在しないとする処分庁の主張に不自然な点はないと判断する。 
また、本件各審査請求人の主張を踏まえても、処分庁の主張を覆す程の事実

は特に見いだせなかった。 
 したがって、請求内容３に対して、処分庁が本件処分２を行ったことは妥当

であると判断する。 
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答 申 個 第 １ ２ ４ 号 の 概 要 

請 求 内 容 市民税及び府民税の課税処分に係る異議申立てについて、京都市長（担当・行財政

局税務部税制課）が取得、若しくは、作成した文書 

所 管 課 行財政局税務部税制課 

所管課の決定 不存在による非開示決定 

請求に係る公文書のうち電子文書については、保存年限（１０年）の経過により

廃棄したため。 
審査会の結論 処分庁が行った不存在による非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 審査請求人は、本件公文書は保存期間が経過していないことを理由に本件処分は

不当だと主張する。 
 
 一方、処分庁は、本件公文書を廃棄した経過について、以下のとおり説明してい

る。 
・ 課税処分に係る審査請求に関し作成及び取得した公文書の保存期間は、規則

第９条第１項、同条第２項及び同条別表３に基づき、「不服申立ての処理に関

するもの」に該当し、公文書の完結した日の属する会計年度の翌年度の４月１

日から起算して１０年とされている。 
・ 本件公文書は、保存期間満了時において、当該審査請求に対する決定が行わ

れていなかったことから、取扱規程第５４条第１項第３号に基づき、保存期間

を延長するものに該当するにもかかわらず、誤って廃棄の決定を行った。 
 

当審査会としては、公文書を誤って廃棄したとする処分庁の主張に、特段、不自

然な点はなく、また処分庁の主張を覆す事情も認められないため、処分庁が行った

本件処分は妥当であると判断する。 
 

 

答 申 個 第 １ ２ ５ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ・問い合わせに回答したメール係る判断経緯を記す公文書（請求内容１） 

・障害者台帳において、特定職員が記載した内容を裏付ける公文書（請求内容２） 

・職員の特定の発言について此れを裏付ける根拠（請求内容３） 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 不存在による非開示決定 

請求に係る文書を作成又は取得していないため（請求内容１）。 
 障害者台帳は、京都障害者職業センターにおいて作成されたものであり、本市が

作成したものではないことから、請求に係る文書を作成又は取得していないため

（請求内容２）。 
発言を裏付ける文書を作成又は取得していないため（請求内容３）。 

審査会の結論 処分庁が行った不存在による非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 請求内容１について 
処分庁は、回答について、その判断に至る経緯をまとめた文書はないと主張す

る。 
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一方、審査請求人は、処分庁とかがやきは委託契約に基づき、緊密に連携して

おり、業務報告も適宜なされることから、当該判断を行うに当たり、かがやきか

ら処分庁に報告し、処分庁は当該報告を受け指示を行ったはずであり、それらを

示す文書が存在するはずだという趣旨の主張をする。 
一般に、委託業務において、定期又は契約満了時などに受託業務に係る報告書

などが提出されることはあり得ることと認められるが、受託業務の遂行における

個別事案について委託元に相談をすることがあったとしても、当該相談やそれに

対する委託元からの指示が必ずしも書面で行われるものとまではいえない。 
したがって、請求内容１に係る事案について、公文書が存在しないとする処分

庁の説明に、特段不合理な点はないと判断する。 
⑵ 請求内容２について 

処分庁は、職業センター元職員が何を裏付けに障害者台帳を記載したか確認で

きる文書は保有しておらず、またかがやきでの今後の予定について記載された箇

所についても、その当時の予定を記した文書は存在しないと主張する。  
一方、審査請求人は、職業センターが作成した障害者台帳に記載されている事

項のうち、かがやきに係る記載についてはその裏付けとなる文書を保有している

はずであると主張する。 
当審査会が諮問庁に対し、職業センターとかがやきの連携について確認したと

ころ、一般的に支援を行うに当たって会議等で情報交換することはあるが、職業

センターにおいて障害者台帳を作成するに当たっては、かがやきが保有する何ら

かの公文書を参照するなど、かがやきと連携して作成することはないとのことで

あった。 
そうすると、職業センターが作成した障害者台帳に記載されている内容が、か

がやきにおける支援の取組内容などであったとしても、職業センターが当該記載

の根拠としたものを処分庁が保有していないことについて、特段、不自然な点は

ないと考える。 
したがって、請求内容２を満たす公文書が存在しないとする処分庁の主張に不

合理な点はないと判断する。 
⑶ 請求内容３について 

処分庁は、職員の発言は既存の公文書の記載内容に基づくものではないことか

ら、請求に係る公文書は存在しないと主張する。 
市民等に対する職員の発言に係る根拠となる公文書の有無については、令和４

年６月２４日付け答申個第１１８号において判断したように、請求内容３にある

ような職員の発言について、その根拠となる公文書が存在しないとの処分庁の主

張に、特段不合理な点はないと判断する。 
⑷ 以上から、当審査会は、本件請求に係る文書が存在しないとする本件処分は妥

当であると判断する。それゆえ、処分庁が公文書不存在の理由説明を行っていな

いという審査請求人の主張も認められない。 
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答 申 個 第 １ ２ ６ 号 の 概 要 

請 求 内 容 ・かがやき元職員が個人情報を職業センター元職員に漏えいしている根拠（請求内

容１） 

・個別支援計画書が発達障害者支援法に整合していない根拠（請求内容２） 

・プロフィール票及び個別支援計画書が虚偽公文書作成罪及び行使罪に当たらない

根拠（請求内容３） 

・個別支援計画書を再作成する件についてのやり取りを記す公文書（請求内容４） 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 請求内容１及び２について 

処分庁において、請求内容の前提を認識していないため、文書を作成、取得して

いない。 
請求内容３及び４について 

公文書を取得、作成していない。 

審査会の結論 処分庁が行った不存在による非開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 〇 請求内容１～３について 
処分庁は、かがやきは発達障害者支援法に基づき支援を行っており、障害者支

援に当たっては職業センターと支援に必要な情報を共有し連携を図っているこ

と、また支援において適切に文書を作成していると認識していることから、請求

内容にあるような違法性等を示す文書は存在しないと主張する。 
一方、審査請求人は、自身に係る支援業務の中でかがやき元職員が「個人情報

を漏えいしている」こと、かがやき元職員が作成した文書が「発達障害者支援法

に整合していない」ことや「虚偽公文書作成罪及び行使罪に当たらないと判断す

る」ことについて、その根拠となる公文書があるはずだという趣旨の主張をする。 
 
請求内容１～３は、かがやき元職員が違法な行為をしていることを前提とし、違

法性を裏付ける公文書又は処分庁において違法性がないと判断できる根拠となる

公文書を求めるものである。 
この点、処分庁はそもそもそのような前提に立っておらず、かがやき元職員をは

じめとするかがやき職員が実施する障害者支援は適切に行われていると認識して

いるとのことであるから、そうである以上、当審査会としては、違法性等を示す公

文書を作成や取得することがないとする処分庁の主張に特段不自然な点はないと

判断する。 
 

〇 請求内容４について 
処分庁は、やり取りについて取得又は作成した公文書はないと主張する。 

 
一方、審査請求人は、やり取りを重ねていたことは事実であるから文書は存在す

るはずであり、また対面や電話でやり取りをしていたのであれば、その際に作成し

たメモが存在するはずだと主張する。 
 
当審査会としては、当該やり取りを対面又は電話で行っており、その内容を記録

した公文書は作成していないという処分庁の主張に特段、不自然な点はないと判断
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する。 
たしかに、対面や電話でのやり取りの際にメモを作成することはあり得るが、必

ずしもそれが条例第２条第７号にいう公文書として利用、保存されるわけではな

く、本件において処分庁の主張の合理性を疑わせる事情があるとは言えない。 
また、審査請求人の主張を踏まえても、本件請求に係る公文書が存在すると確信

するに足る事実も特に見いだせなかった。 
 
したがって、請求内容４に係る公文書が存在しないとする処分庁の主張に、特段

不合理な点はないと判断する。 
 

 

答 申 個 第 １ ２ ７ 号 の 概 要 

請 求 内 容 独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構京都障害者職業センター（以下「職

業センター」という。）が開示請求者に対して専門的な職業リハビリテーション

を提供していた事を裏付ける根拠文書 

所 管 課 保健福祉局障害保健福祉推進室 

所管課の決定 個人情報開示決定処分 

審査会の結論 処分庁が行った個人情報開示決定処分は妥当である。 

審査会の判断 ⑴ 本件公文書について 
本件請求に係る公文書について、個人情報開示請求書によると、審査請求人

は、職業センターが審査請求人に対して専門的な職業リハビリテーションを提

供していたことを裏付ける根拠となる文書を求めている。 
  
⑵ 本件処分について 

ア 処分庁は、当初審査請求に対し審査庁が令和３年１１月２２日付けで行っ

た裁決を受けて、専門的な職業リハビリテーションの提供を担う職業センタ

ーが当該業務遂行の中で作成した本件公文書を、本件請求内容を満たす公文

書として特定したと主張する。 
 一方、審査請求人は、職業評価の内容を検証することなく、「職業センタ

ーが専門的なリハビリテーションの提供を担うべき施設であることは明ら

か」であることのみをもって本件公文書が該当すると判断することは出来

ず、また「「職業評価」に審査請求人に対して職業リハビリテーションを提

供したことが記載されているのであれば、少なくとも当該「職業評価」は本

件請求内容を満たす公文書に該当する」とする裁決を踏まえたのであれば、

どの記載をもって「記載されている」と判断したのかを示すべきであると主

張する。 
  よって、本件処分に対する審査請求の争点は、処分庁が本件公文書を特定

したことの妥当性についてであると認められることから、この点について以

下検討する。 
 

イ 当審査会は、令和３年１１月９日付けで答申個第１１２号において、公文

書の記載内容や作成に至った事実などを実質的に評価できるか否かを踏ま
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え対象公文書を特定することは、請求対象とすべき公文書の範囲を狭めるこ

ととなり適切ではなく、本件請求では、職業センターが専門的な職業リハビ

リテーションの提供を担うべき施設であることは明らかであることから、職

業センターが業務遂行の中で作成した「職業評価」に審査請求人に対して職

業リハビリテーションを提供したことが記載されているのであれば、少なく

とも当該「職業評価」は本件請求内容を満たす公文書に該当すると判断した。 
 

ウ 当審査会において本件公文書を見分したところ、当該文書には審査請求人

に対して行った各種検査の結果並びに当該結果を踏まえた支援計画、具体的

目標及び支援内容といった職業リハビリテーション計画が記載されている

ことが認められた。 
 したがって、本件公文書は、職業センターが審査請求人に対して職業リハ

ビリテーションを提供していることを示す文書であると認められることか

ら、当審査会としては、処分庁が本件請求に対して本件公文書を特定したこ

とは妥当であると判断する。 
 

エ なお、当審査会は個人情報開示請求に対して処分庁が行った個人情報開示

決定処分の妥当性について調査、審議する機関であり、本件公文書に記載さ

れている内容について実質的に評価する立場にないことを申し添える。 
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